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11.. 背背景景とと目目的的  
高大接続の観点から、大学生、特に初年次生の

知識・技術と、思考力・判断力・表現力の向上が

求められており（中央教育審議会、2014年）、そ

の育成と評価は重要な教育研究課題である。 
これら多様な学力の育成は正課教育と正課外で

の学習支援の両面から行われる。多くの大学は初

年次教育の拡充に注力しており、文部科学省

（2019）が 2016年度に行った調査によると、全

国 758大学のうち 715大学（97.1％）が初年次教

育を実施していた。初年次教育の具体的な内容と

して、文書作成法を身に付ける、ノートの取り方

を学ぶといった、アカデミック・ライティングに

関するプログラムが中心となっている。アカデミ

ック・ライティングは大学における学びの基礎（井

下、2013）であると同時に、文章作成の知識・技

術、論理的な文章を組み立てる思考力や判断力と、

それを読者にわかりやすく提供する表現力を含ん

だ複合的能力である。また、大学ではレポートや

論文といったそれまでにあまり経験しなかった文

章を作成する。初年次生が大学での学びに適応す

る上で、アカデミック・ライティングの修得は最

も重要な学習のひとつである。一方、アカデミッ

ク・ライティングの修得は正課教育の授業内で達

成することは困難と言われている。知識・技術を

自分が使えるかたちに再構築するためには、正課

外での学習支援が求められる（井下、2013）。しか

しながら、文部科学省（2019）の調査からは、「入

学後の補習授業の実施」に取り組んでいる大学は

274 校（37.2％）、「個別指導」の実施は 189 校

（25.7%）と、正課外での学習支援に課題が残さ

れていることがわかる。 
他方、大学入学者の学習経験や入学動機は多様

化しており、「多様な進路が開かれる中で、一人ひ

とりの生徒･学生に必要な力を身に付ける」（中央

教育審議会、2014年）学習支援のあり方が模索さ

れている。多様な進路のひとつとして、学生アス

リートが挙げられる。学生アスリートとは、スポ

ーツ推薦入試などを経て入学し、大学に籍を置き

ながら競技活動を行う学生である。学生アスリー

トは、競技活動と学習を並行して行う生活をして

おり、一般の学生と異なる学習スタイル（学習時

間や方法）を有している。例えば、自学自習より

も授業への出席や与えられた課題への取り組みな

ど個別具体的な学習方法を好む傾向を有している

（多田ほか、2019）。学生アスリートは全国の大学

のおよそ 3割に在籍しており（文部科学省、2017）、
学習支援の対象として稀有な存在ではないが、彼、

彼女らの学習スタイルに即した学習支援方法の開

発は遅れている（長倉、2018）。特に、生アスリー

ト初年次生を対象とした、大学での学びへの適応

を促すライティング学習支援の効果検証や、効果

的な支援方法の抽出は進んでいない。 
そこで、本研究では、アカデミック・ライティ

ングの正課外講習会と個別指導が、学生アスリー

ト初年次生に及ぼす効果を検証し、効果的な学習

支援方法について検討する。また、配付資料や e
ラーニングといった自学自習への選好度について

も併せて調査・分析を行う。 
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22.. 学学生生アアススリリーートト初初年年次次生生をを対対象象ととししたた学学習習支支

援援のの実実践践  
2019 年度に A 大学へスポーツ推薦型入試で入

学した学生アスリート初年次生 111 名を対象に、

大学での文書作成に関する正課外講習会と、A 大

学ライティングセンター（WRC）による個別指導

を行った。 
 

22..11.. 講講習習会会  
春学期（2019 年 5-6 月）に 2 回（各 90 分）、

秋学期（2019 年 10-11 月）に 3 回（各 90 分）、

レポートの書き方についての正課外講習会を行っ

た。学生が参加しやすいよう、講習会は正課教育

科目が終了した後の時間に実施した。 
講習会では大学でのレポート作成の知識や技術、

アカデミック・ライティングの考え方をレクチャ

ーし、レクチャーした内容に沿って文献検索やレ

ポートのテーマを検討するワークを行った。各回

の目標と講義内容を表1 に示す。 

 

22..22.. 個個別別指指導導  
各学期の講習会終了後に、レポート作成課題を

課した。作成期間は約 1月とした。この作成期間

中に、春学期は必ず、秋学期は任意でWRC の個

別指導を受けるよう伝えた。 
WRC では、専門的な研修を受けた大学院生チ

ューター（以下チューター）による文章作成の個

別指導を行っている。この個別指導は添削による

答えの教授ではなく、学生自ら問題を発見し、考

え、解決する力の育成を目的としている。具体的

には、チューターは対話形式で、文章の問題点お

よびその解決方法を学生に気付かせるようアドバ

イスを行う。なお、チューターは講習会の目標と

内容、および配付資料を事前に共有している。 
 

22..33.. 配配付付資資料料とと eeララーーニニンンググ  
講習会の受講生が、復習とレポート作成の参照

できるよう、講習会のスライド資料とWRC が作

成した「レポートの書き方ガイド」を配付した。

また、事前学習と復習のために、WRC が作成し

た eラーニング教材（レクチャー動画、資料、復

習問題）の視聴を指示した。なお、講習会をやむ

を得ず欠席した学生に対して、後日上記資料を配

付し、講習会を撮影した動画の視聴を指示した。 
 
33.. ラライイテティィンンググ学学習習のの傾傾向向とと好好みみ  
今回実践した学習支援が、学生アスリート初年

次生の学習スタイルに適合しているか評価するた

めに、全体の満足度（4 段階評価）と、満足した

内容（選択式）についてアンケート調査を行った。

アンケートは、春学期と秋学期のレポート課題提

出後にインターネット上の質問フォームを用いて

無記名形式で実施した。 
アンケート調査の結果を表 2 に示す。春学期、

秋学期ともに「大変満足」、「まあ満足」の回答が

90％以上となり、今回のライティング指導と学習

支援の取組が、受講生に受け入れられていること

がわかる。一方、満足した内容に対する回答は選

択肢によって異なる傾向がみられた。具体的には、

「個別学習相談」に対する満足度が最も高く、学

表 1 正課外講習会の概要 
回 目標 内容 

春学期

第 1回 

・大学のレポー 
トの理解 

・正しい体裁 
の理解 

・感想文との違い 
・用紙の使い方 
・文字の種類 
・余白 

春学期

第 2回 

・表記・表現 
の理解 

・事実と意見の 
書き分け 

・分かりやすい 
文章作成 

・で、ある調 
・書き言葉 
・根拠と主張 
・文献の引用 
・文の順序 

秋学期

第 1回 ・論証文の理解 ・春学期の復習 
・論証文の特徴 

秋学期

第 2回 ・テーマの決定 
・課題の具体化 
・問いの探索 
・資料の使い方 

秋学期

第 3回 ・論証文の作成 

・論証の方法 
・問いと結論 
・パラグラフ・ 
ライティング 
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生に好まれていることがわかる。一方で、満足し

た内容として「e ラーニング」と回答した割合は

比較的低く、受講生の学習スタイルと適合しない

ことが示唆された。これら学生アスリートの学習

支援方法に対する傾向と好みは、多田ほか（2019）
の研究結果と一致する。 

これらの結果から、アカデミック・ライティン

グの学習支援は学生アスリート初年次生に受け入

れられやすく、WRC 等での個別指導を中心に、

適宜、講習会や自習用資料の配付を行うことで、

学習スタイルに適合した支援につながると考えら

れる。 
より効果的な支援方法の検討を行うため、今回

の指導や支援を受けた学生に対して半構造化イン

タビュー調査を行う予定である。 
 
44.. 文文書書作作成成能能力力のの直直接接評評価価  

WRC による個別指導が、学生アスリート初年

次生の文書作成能力に及ぼす効果を検証するため、

春学期の指導を受ける前と受けた後のレポートに

ついて、ルーブリックを用いて評価、比較した。

評価観点は、「意見の提示」（自分の主張や結論が

明確に述べられているか）、「引用のルール」（本文

に引用箇所が明示され、出典が正しく記載されて

いるか）、「文章の構成」（序論、本論、結論などわ

かりやすく読みやすい構成が組み立てられている

か）、「論の展開」（客観的な根拠をもとに、主張が

展開されているか）、「表記・表現」（で、ある調や、

書き言葉などが使われているか）、の 5 点各 4 段

階（最高 4、最低 1）である。 
また、レポート提出前に個別指導を受けた学生

と、提出後に受けた学生のレポート（個別指導を

受けずに作成・提出されたレポート）について、

同様に評価、比較した。 
 

44..11.. 個個別別指指導導をを受受けけるる前前後後のの評評価価のの変変化化  
レポートを提出した学生のうち、WRC の指導

を受ける前後のレポートを入手できた 76 名のレ

ポート評価について、「指導前後」と「評価観点」

の 2要因被験者内分散分析を行った。 
指導を受ける前後の評価観点別の平均値と標準

偏差を表 3に示す。分析の結果、「指導前後」の主

効果（F（1,75）＝141.03, p < .01）と「評価観点」

の主効果（F（4,300）＝16.26, p < .01）が認めら

れた。一方、両者の交互作用（F（4,300）=0.82, 
p ≧ .05）は認められなかった。Holm 法による

多重比較を行ったところ、「意見の提示」の平均評

価が他の評価観点よりも有意に高い傾向を示した。 
 

44..22.. 個個別別指指導導のの有有無無にによよるる評評価価のの違違いい  
指導を受けてレポートを提出した学生76名と、

指導を受けずにレポートを提出した学生 33 名の

評価について、「指導の有無」と「評価観点」の2
要因について被験者内分散分析を行った。 
提出前の指導の有無と評価観点別の平均値と標

準偏差を表 3に示す。分析の結果、「指導の有無」

の主効果（F（1,107）=28.35, p < .01）と「評価

観点」の主効果（F（4,428）=19.82, p < .01）が

認められた。一方、両者の交互作用（F（4,428）
=0.70,p ≧ .05）は認められなかった。Holm法に

よる多重比較を行ったところ、「意見の提示」の平

表 2 講習会と個別学習相談の満足度 
調査時期 春学期 秋学期 
回答数 97 41 

満足度 

大変満足 31 
(32%) 

11 
(28%) 

まあ満足 62 
(64%) 

28 
(68%) 

やや不満 3 
(3%) 

1 
(2%) 

とても不満 1 
(1%) 

1 
(2%) 

満足した

内容 

講習会 36 
(37%) 

13 
(32%) 

個別学習相談 71 
(73%) 

25 
(61%) 

配付資料 34 
(35%) 

17 
(42%) 

eラーニング 11 
(11%) 

5 
(12%) 
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均値が他の評価観点よりも有意に高く、「引用のル

ール」と「表記・表現」が他の観点よりも低い傾

向にあった。 

44..33.. 個個別別指指導導のの効効果果  
これらの分析結果から、WRC の個別指導を受

けることで、学生アスリート初年次生の文書作成

能力は向上し、指導を受けなかった場合と比較し

て高いパフォーマンスに至ることが明らかとなっ

た。このことから、個別指導は学生アスリートに

とって、効果的な学習支援方法と考えられる。 
一方で指導の有無によらず、「評価観点」の主効

果が有意であることから、学生の文書作成能力を

細分すると、それらのパフォーマンスにばらつき

があることが示された。具体的には「意見の提示」

は高い評価を得やすく、「引用のルール」や「表記・

表現」は評価を得にくい傾向がみられる。これら

の観点が評価を得にくい理由として、出典の書き

方や書き言葉など、大学のレポートに特有のスキ

ルが含まれているためと考えられる。しかしなが

ら、「指導の有無」と「評価観点」の交互作用が有

意でないことから、いずれの能力も個別指導を受

けることで向上し、その度合いに大きな差はない

と考えられる。多田ほか（2020）によると、今回

分析した各能力のルーブリック評価は、学習の経

過により異なる変化の仕方をすることがわかって

おり、個別指導の継続が最終的なパフォーマンス

に影響すると考えられる。 
上記仮説を検証するため、受講生を対象に個別

指導の振り返りや、2 年生以降の文書作成能力に

ついて、追跡調査を行う予定である。 
 
55.. 文文書書作作成成能能力力のの間間接接評評価価  
学習支援による、学生アスリート初年次生の文

書作成能力への影響を検証するため、春学期第 1
回講習会受講時と、春学期のレポート課題提出後、

秋学期のレポート課題提出後に学生による自己評

価のアンケート調査を行った。調査は、インター

ネット上の質問フォームを用いて記名形式で実施

し、表 4の各質問項目について「5. 身についてい

る」「4. まあまあ身についている」「3. どちらとも

言えない」「2. あまり身についていない」「1. 身に

ついていない」の5段階で自己評価させた。すべ

ての調査と質問に回答した 31 名の回答の平均値

と標準偏差を表 4に示す。このアンケート結果に

ついて、「調査時期」と「質問項目」の 2要因被験

者内分散分析を行った。 
分析の結果、「質問項目」（F（2,60）=3.11, p < .01）

と「調査時期（F（8,240）=14.20, p < .01）」の主

効果と、それらの交互作用（F（16,480）=1.91; p 
< .05）が認められた。Holm法を用いて、質問項

目別に平均値を多重比較したところ、「学術書や新

聞などから情報を集めることができる」の平均値

は調査を行うごとに有意に上昇していた。また、

「出題意図に沿った内容で書くことができる」と

「情報を収集する際に、情報の信頼性を検討して

評価できる」、「レポートを書く意義や必要性につ

いて理解している」の平均値は春学期の第 1回講

習会時とレポート提出後では有意な差は見られな

いものの、秋学期のレポート提出後に大きく向上

していた。 
これらの結果から、学生アスリート初年次生の

文書作成に対する自己評価は、その内容により異

なる時間変化をすることがわかる。特に情報収集

と、出題意図やレポートをなぜ書くのかについて

表 3 文書作成能力のルーブリック評価 
（平均±SD） 

評価 
時期 指導前 

提出 
上段：相談あり 
下段：相談なし 

意見の

提示 2.88±0.56 3.49±0.53 
2.97±0.67 

引用の

ルール 2.47±0.72 3.01±0.64 
2.42±0.85 

文章 
構成 2.61±0.61 3.14±0.62 

2.76±0.65 

論の 
展開 2.53±0.62 3.12±0.61 

2.70±0.63 

表記・

表現 2.49±0.53 2.95±0.36 
2.42±0.60 
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の理解は、秋学期に大きく向上していた。これら

はいずれもレポート作成に不可欠な内容と言える。

入学後の早い段階で、大学での学びへのよりスム

ーズ適応を促すために、自己評価の向上に時間が

かかる内容について重点的な学習支援を行う必要

がある。 

66.. ままととめめとと課課題題、、展展望望  
本研究では、アカデミック・ライティングの学

習支援が学生アスリート初年次生の文書作成能力

に及ぼす効果の検証と、効果的な学習支援方法の

検討を行った。 
学生アスリート初年次生を対象に、レポート作

成の正課外講習会とWRC による個別指導を行っ

たところ、学生は個別指導をより好み、大学院生

チューターの指導を受けることで、文書作成能力

を向上させていくことが明らかとなった。 
一方で、文書作成能力の中に、変化の傾向が異

なる複数の要素が含まれることが示唆された。初

年次生のライティング学習支援を行う上で、向上

しにくい、向上するまでに時間がかかるパフォー

マンスや自己評価への対応が重要となる。具体的

には、早い段階で文書作成の苦手や不安を言語化

し、それに基づく講習会の企画・実施と個別指導

の導入が考えられる。 
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表 4 文書作成能力の自己評価（平均±SD) 
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当初 

春学期

末 
秋学期

末 
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±0.62 

4.32 
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均値が他の評価観点よりも有意に高く、「引用のル

ール」と「表記・表現」が他の観点よりも低い傾

向にあった。 

44..33.. 個個別別指指導導のの効効果果  
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けることで、学生アスリート初年次生の文書作成

能力は向上し、指導を受けなかった場合と比較し

て高いパフォーマンスに至ることが明らかとなっ

た。このことから、個別指導は学生アスリートに

とって、効果的な学習支援方法と考えられる。 
一方で指導の有無によらず、「評価観点」の主効
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表現」は評価を得にくい傾向がみられる。これら
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ルが含まれているためと考えられる。しかしなが

ら、「指導の有無」と「評価観点」の交互作用が有

意でないことから、いずれの能力も個別指導を受

けることで向上し、その度合いに大きな差はない

と考えられる。多田ほか（2020）によると、今回

分析した各能力のルーブリック評価は、学習の経

過により異なる変化の仕方をすることがわかって

おり、個別指導の継続が最終的なパフォーマンス

に影響すると考えられる。 
上記仮説を検証するため、受講生を対象に個別

指導の振り返りや、2 年生以降の文書作成能力に

ついて、追跡調査を行う予定である。 
 
55.. 文文書書作作成成能能力力のの間間接接評評価価  
学習支援による、学生アスリート初年次生の文

書作成能力への影響を検証するため、春学期第 1
回講習会受講時と、春学期のレポート課題提出後、

秋学期のレポート課題提出後に学生による自己評

価のアンケート調査を行った。調査は、インター

ネット上の質問フォームを用いて記名形式で実施

し、表 4の各質問項目について「5. 身についてい

る」「4. まあまあ身についている」「3. どちらとも

言えない」「2. あまり身についていない」「1. 身に

ついていない」の5段階で自己評価させた。すべ

ての調査と質問に回答した 31 名の回答の平均値

と標準偏差を表 4に示す。このアンケート結果に

ついて、「調査時期」と「質問項目」の 2要因被験

者内分散分析を行った。 
分析の結果、「質問項目」（F（2,60）=3.11, p < .01）

と「調査時期（F（8,240）=14.20, p < .01）」の主

効果と、それらの交互作用（F（16,480）=1.91; p 
< .05）が認められた。Holm法を用いて、質問項

目別に平均値を多重比較したところ、「学術書や新

聞などから情報を集めることができる」の平均値

は調査を行うごとに有意に上昇していた。また、

「出題意図に沿った内容で書くことができる」と

「情報を収集する際に、情報の信頼性を検討して

評価できる」、「レポートを書く意義や必要性につ

いて理解している」の平均値は春学期の第 1回講

習会時とレポート提出後では有意な差は見られな

いものの、秋学期のレポート提出後に大きく向上

していた。 
これらの結果から、学生アスリート初年次生の

文書作成に対する自己評価は、その内容により異

なる時間変化をすることがわかる。特に情報収集

と、出題意図やレポートをなぜ書くのかについて

表 3 文書作成能力のルーブリック評価 
（平均±SD） 

評価 
時期 指導前 

提出 
上段：相談あり 
下段：相談なし 

意見の

提示 2.88±0.56 3.49±0.53 
2.97±0.67 

引用の

ルール 2.47±0.72 3.01±0.64 
2.42±0.85 

文章 
構成 2.61±0.61 3.14±0.62 

2.76±0.65 

論の 
展開 2.53±0.62 3.12±0.61 

2.70±0.63 

表記・

表現 2.49±0.53 2.95±0.36 
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CCOOIILL 型型授授業業ででアアカカデデミミッックク・・イインンテテググリリテティィをを実実践践ししたた授授業業報報告告 
―台台湾湾、、致致理理科科技技大大學學とと本本学学ののアアカカデデミミッックク・・ラライイテティィンンググ―― 

A Progress Report: a COIL-Based Global Course for Academic Writing  
with Academic Integrity Mindset  

 
山本敏幸（関西大学教育推進部） 

林康弘(武蔵野大学データサイエンス学部) 
渡邉正樹（iJapan 株式会社） 

Ru-Shan Chen (Chihlee University of Technology, Department of Applied English) 
 

 
キキーーワワーードド COIL 型授業、ICT 活用、アカデミック・ライティング、アカデミック・インテグ

リティ−、グローバル・リベラルアート教育、学習環境／Academic Writing, COIL-based 
Learning, ICT-Enhanced Learning, Academic Integrity, Turnitin Feedback Studio 
 
1. 概概要要 

2019 年度秋学期にクラウド系の ICT を活用した

アカデミック・ライティングの学習領域でCOIL型

授業をおこなった。致理科技大學の Ru-Shan Chen
准教授が担当する学部生対象のライティングコー

スと本学のCOIL型ライティングコース「国際プロ

ジェクト型学習（アカデミックスキルズ＆コミュ

ニケーション）との2校間の教員間・受講生間の協

働授業である。クラウドサービスを基盤としてバ

ーチャルな学習空間を構築し、本学の受講生と致

理科技大學の学生が協働チームでプロジェクトを

進めるTeam-Based Learning型の協働授業をおこな

った。さらに、個々人の受講生のアカデミック・

インテグリティーの意識や姿勢を涵養し、円滑な

ライティング指導・評価やフィードバックを公平

且つ高品質でおこなうための工夫として米国

Turnitin LLC提供の Turnitin Feedback Studioを採用

した。台湾と日本とで相互に行うライティング の
COIL 型授業においても、一つのプラットフォー ム
でレポートの提出、チェック、添削、フィードバ

ック、評価を行うことができるため、提出先、提

出 期限、評価の基準、結果の開示などについて、

統一感を持ったクラス運営が可能となった。 

以下のセクションで、クラウド系の ICT を活用

したアカデミック・ライティングの学習領域での

COIL 型授業で採用したクラウドサービス・アプリ

等について、授業運営方法、アセスメントについ

て詳説する。 

 

2. ククララウウドドササーービビスス・・アアププリリ 
未だ会ったこともない外国の学生たちと同じク

ラスの仲間として信頼関係を築き、混合チームで

学びを深めるためには、学習のためのモチベーシ

ョンの維持よりも前に、エンパシービルディング

から始め、同じ仲間として受入れ、チームで学習

理解を深めるためのチームビルディングが必須と

なる。この基本となる仲間として受け入れるエン

パシービルディングの段階で、クラウドサービス

アプリであるFlipGrid®を活用した。 

本学の受講生と致理大學の受講生全体がバーチ

ャルクラスルームの中で、協働で学ぶ雰囲気をつ

くりモチベーションをあげるための工夫として、

Flipgrid®を活用した。各自が自分についてのアピー

ル点や信頼関係構築に必須と思う項目をマインド

マップで作成し、それを使って自分のスマホで2分
間の Pitch を自撮りし Flipgrid®の共有キャンバスに

ポストした。この Flipgrid®の共有キャンバスを通じ

て、クラスメイトの自己アピールビデオを閲覧し、

コメントや質問ができるようになっている。(図１、

図２を参照)。  
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多田泰紘・岩﨑千晶・中澤務（2020）「初年次学生

アスリートを対象としたライティング学習支援

プログラムによる文書作成能力と意識の変化」
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チューターの皆様に感謝いたします。 
本研究は JSPS 科研費 JP19K14273 、
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― 112 ―

関西大学高等教育研究　第11号　2020年３月

 
図1 Flipgrid®の投稿ビデオ 

 

 

図2 Flipgrid®の投稿ビデオ閲覧の様子 

 

一旦チームによる学習活動が始まると、チーム

活動の成果物や進捗状況は、各チームで Pitch 形式

の進捗報告ビデオを作成し、Flipgrid®で共有した。

これにより、チーム内での学習活動の俯瞰的なふ

りかえりの機会が共有できた。さらに、本学の受

講生間、台湾の致理大學の受講生全体で、他のチ

ームがどんな状況であるのかも把握でき、自分達

のチームの学習活動との比較が可能になった。つ

まり、両校の受講生が時差を克服していつでもど

こでも同じページで繫がっているバーチャルクラ

スルームが担保できた。 

 

2.1. 学学びびのの共共有有   (課課題題)) 
非同期型の学びで、しかも、リッチメディアで

学びを共有する際の工夫について述べる。仮に、

Flipgrid® を共有キャンバスとして、ピッチ形式で 2
分程度のビデオで、全チームの学びの進捗や成果

を共有しようとしても、閲覧には時間がかかるし、

受講者は俯瞰的に自分の学びと他の受講者との学

びの比較・共有が難しい。COIL 形式の授業では直

接面接型の臨場感のある学びの共有が物理的にで

きないため、受講者がいつでもどこでも､つま

り、”24／7 ”で「いつでも同じページで」学んでい

るという学習環境を維持・継続することが必要と

なる。 
この視点からでは、Flipgrid® のキャンパスを活用

した学びの共有は不向きである。両校の受講者が

チーム間、且つ、バーチャルな合同クラスの中で、

いつでもどこでも「同じページで」学んでいると

いう意識を失わずに、モチベーションを継続する

ことが必須となる。 
本授業では、Padlet®と Google Drive®のファイル共

有機能を活用して、「同じページで」の学びを担

保した。これについて、次のセクションで詳説す

る。 
 

2.2. 学学びびのの共共有有  （（解解決決策策））PPaaddlleett®®, Google  

DDrriivvee®® 
開講時期全体を通して、両校の受講生、全員が

チームメンバー間でもバーチャルなクラス全体間

でも、「同じページで」の学びをいつでもどこで

もできるようにするためには、一枚の大きなキャ

ンバスにすべての受講生の学びの進捗と成果物を

可視化することを工夫した。受講生全員が編集権

限、閲覧権限をもつ Padlet®のキャンバスを活用し

た。 
授業は1学期分の学びを3つのスプリントにわけ

た。(図3)  (i)  各自がスマホで撮影した写真と5W1H
の情報を文書化して説明し、Twitter 風にレポート

する Twitter Writing 、 (ii) Essay Writing,、  (iii) 

Research Paperで構成した。各スプリントでチーム

ごとにコラムを配分し、チームメンバーで担当し

た。各チームのコラムには、チームの話し合いで

合意したテーマの宣言（ビジュアルカード版とビ

デオ版）、学習活動の記録、チーム活動成果物
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（パワーポイントファイルとビデオ版）が共有さ

れている。

図3 各スプリントの構成レイアウト

図４は、(iii) Research Paper のスプリントの実際

のキャンバス部分である。5週間分の本学と致理大

學の混合チーム、TEAM AからTEAM Kの学習活

動の記録が図４にカラーコードされたラベルの順

に表示されている。Padlet®を使う利点は、各チー

ムのメンバーは自分のチームの学習活動の進捗状

況をいつでも確認でき、しかも、他のチームの進

捗状況も把握でき、自分のチームの進捗との比較

も可能であることである。

図４. カラーコードされたラベル

図5に示したように、(iii) Research Paperのスプリ

ントの終盤では、Google Drive 上のチームごとの協

働フォルダーで、学習成果の発表と共有の発表資

料をメンバー全員で編集・作成し、Padlet®キャン

バスで全メンバーに共有した。

図5 (iii) Research Paperのスプリント部分、上半分

その後、同じチームのコラム後半にはそれぞれ

のメンバーが他のチームの学びの成果を確認し、

建設的なコメントを書き、全体で共有をおこなっ

た。このピアレビューを通して、最終ふりかえり

のセッションでは、自分のチームの学習活動につ

いてのふりかえりの機会を得ることができた。

（図6参照）

図6 (iii) Research Paperのスプリント部分 (下半分)

2.3. Turnitin Feedback Studio®にによよるるアアカカデデミミッックク

イインンテテググリリテティィとと教教育育のの質質保保証証

受講生が提出するライティングの課題はTurnitin 
Feedback Studio®によりアカデミックインテグリテ

ィを担保し、教育の質保証と公平化をおこなった。

このセクションでは、COIL 型授業で採用した米国

Turnitin LLC提供のTurnitin Feedback Studioについ

て解説する。Turnitin Feedback Studioは学生が作成

した文書レポートについて、提出、剽窃チェック

および添削、コメントを講師がオンラインで行う

チチーームムココララムム

各各自自でで情情報報をを更更新新ししてていいくく

||--<<---------------------- ススププリリンントト（（数数週週間間分分））--------------------------→→|| 
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ことができるクラウドサービスであり、世界150カ
国で利用されている教育ツールである。  

クラウドサービスの利点の一つは、各ユーザー

にインターネットに接続できる環境とPCがあれば、

作業場所を問わずレポートの提出、チェックが行

える というところにある。COIL型授業のように、

国を超えたキャンパス間の相互学習環境ではこの

ツールの特徴を活かした利用が可能である。つま

り、それぞれの科目担当者が別々のシステムで自

身が担当する受講生の学びをモニターしたり管理

したりするのではなく、共有するシステム環境で

双方のキャンパスにいる受講生をバーチャルな一

つのクラスルームで学んでいるかのような学習環

境を提供出来るクラウドサービスである。言い換

えると、台湾と日本とで相互に行うライティング 
の授業においても、一つのプラットフォームでレ

ポートの提出、チェック、添削、評価を行うこと

ができるため、提出先、提出期限、評価の基準、

結果の開示などについて、統一感を持ったクラス

運営が可能となる。 

本COIL授業では、Essay Writingのセグメントで、

ドラフト版の提出時に、添削、フィードバック、

ルーブリックによるアセスメントで改善点の指摘

をおこなった。その後、第2版の提出時に、改善点

についてフィードバック、ピアレビューセッショ

ン、ルーブリックによる評価をおこなった。受講

生からは、Turnitin Feedback Studio®が提供する明

確且つ的確ですべての受講者に公平なライティン

グの支援システムに感動したというコメントが寄

せられ、好評価であった。 
 

2.3.1. TTuurrnniittiinn  FFeeeeddbbaacckk  SSttuuddiioo®®のの準準備備とと設設定定 
 ここでは、海外のCOIL協定運営校との両校間で

Turnitin Feedback Studio®を活用する準備設定につ

いて紹介する。COIL 型授業で Turnitin Feedback 
Studio を利用するには、授業運営側が Turnitin 
Feedback Studio の使用ライセンスを持っているこ

とが前提となる。今回はiGroup Japan社の協力により

利用検証用の特別ライセンスを使用した。 

先ず、サイト管理者権限で、講師アカウントを

作成する。講師アカウントが付与された講師は、

講師アカウント内にCOIL用のクラスを作成し、日

本側、台湾側の学生を登録、紐付けした。添削講

師を複数置く場合は、マスタークラスを作成し、

ティーチングアシスタントとして複数の講師を配

置した。共通課題について複数の講師が提出物を

チェックする環境（開示期日、提出締め切り、簡

易指示、ルーブリック評価表、簡易利用マニュア

ル等）を準備した。ライティング課題を設定し、

学生の提出、QuickMark という添削マーカーの設定、

添削及び改善アドバイス、公平且つ平等に評価す

るための評価軸となるルーブリックの作成などを

事前に行っておいた。 

 

3. 提提出出物物のの剽剽窃窃チチェェッックク 
提出された課題については、自動で剽窃チェッ

クを行った。これはシステムがもつ剽窃チェック

用データベースに英語、日本語、中国語など各国

語の剽窃チェック用テキストデータベースがあり、

それらのデータと比較照合することにより、提出

物の文章が既出の文章と同じかどうかをチェック

できる仕組みである。今回は単語5つ以上の連鎖が

同一である文書について剽窃チェックをおこなっ

た。この剽窃チェック機能は剽窃率の％表示、コ

ピー元までも表示できるため、アカデミック・イ

ンテグリティの意識を高めるにはかなりの効果が

あった。ドラフトの提出で剽窃の指摘をすると、

ほとんどの受講生が自分で考えたことを英語で書

いているという結果が出た。 

  

4. アアセセススメメンントト 
この授業では、自己のアクティブラーニングで

の学びを受講生個々人にふりかえりセッションで

確認してもらい、リフレクションで可視化した。 
 

A. 授業開始時と最終週の時点での自己の学び

についての問診票でレーダーチャートで可

視化し、自己診断した。 
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B. 本授業での学びの意識の変化グラフ（個人

レベルを暖色系の線、チームレベルを寒色

系の線で表示。アップ、ダウンの根拠を自

己分析）

C. ライフロング・ラーニングの目標設定（本

授業の後に次のステップとしてどう学びの

行動するのか）

D. 自由記述の俯瞰的・総合的なふりかえりシ

ート（本授業開始時に立てた個人の到達目

標への到達度の確認、根拠、）

       図7. ふりかえりセッションの資料・成果物 
(上から、①モチベーショングラフと自己の学びの

アセスメント・②短期中期の学びの目標設定・③

学期初めと学期終了時の学習態度問診票、④授業

開始時の学びの目標設定・⑤俯瞰的総合ふりかえ

り）

このセッションでは、自分の学びを俯瞰的に確

認することを主眼として、15 週前の自分と受講後

の今の自分を対話型で比較することで自己の学び

を自分自身で確認してもらう機会を提供した。授

業内で繰り返し案内し、ふりかえりセッションに

欠席の場合、つまり、自身の学びのふりかえりを

怠った受講生の成績は不可とした。

謝謝辞辞

本授業の運営に際し、英語のアカデミックライ

ティングに専念した元国際部のカイト教授、現名

誉教授にライティングコースの運営・指導につい

て過大なるアドバイスをいただいた。感謝の意を
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BBYYOODD でで展展開開すするるアアククテティィブブララーーニニンンググ型型記記述述式式テテスストトのの運運用用事事例例報報告告 
AA PPrrooggrreessss RReeppoorrtt:: OOnn--LLiinnee TTeessttiinngg ffoorr AAsssseessssiinngg LLiiffee--LLoonngg AAccttiivvee LLeeaarrnniinngg 

 iinn tthhee BBYYOODD--EEnnhhaanncceedd LLeeaarrnniinngg EEnnvviirroonnmmeenntt   
 

山本敏幸（関西大学教育推進部）

  渡邉正樹（iJapan 株式会社）

林康弘(武蔵野大学データサイエンス学部)

 
キキーーワワーードド BBYYOODD,, オオンンラライインン・・テテスストト、、ラライイフフロロンンググ・・アアククテティィブブララーーニニンンググ,, フフュューーチチャャーー

デデザザイインン // BBYYOODD--EEnnhhaanncceedd OOnnlliinnee TTeessttiinngg,, LLiiffee--lloonngg AAccttiivvee LLeeaarrnniinngg,, FFuuttuurree DDeessiiggnn iinn 
EEdduuccaattiioonn  

11.. ははじじめめにに 
BYOD での大学入試や授業内でのテストはす

でに北欧圏の大学で実施されている。本学では

2019年度よりBYOD推奨が宣言され、様々な学

びの形態でのBYOD活用が展開されている。

本稿では 2019 年度秋学期に基礎からの情報処

理の授業において、通常の紙ベースの定期試験に

加え、PC を活用した筆記試験を運営検証した事

例を紹介し、現状の教育的な IT 環境での運営上

のプラス面、マイナス面を可視化し、未来に向け

てのBYOD必携の時期のBYODを活用した筆記

試験の在り方について、プロフェッショナル・デ

ィベロプメント、FD の観点からシナリオプラニ

ングしてみる。

22.. BBYYOODDででおおここななううテテスストトでで扱扱うう学学習習領領域域 
このセクションでは、§2.1 テストで扱う学習

領域、§2.2ブルームマトリックス、§2.3テスト

のミッション（何をテストするのか？）について

述べる。

 
22..11.. テテスストトでで扱扱うう学学習習領領域域 
先ず、BYODで筆記試験をおこなう意図につい

て考えてみたい。つまり、テストデザインの観点

から、受講者のどんな能力の有無についてテスト

をするのかについてであるが、大学でのアカデミ

ックな学びの基本は、外部から知識情報の信憑性

(信頼性、妥当性)、を確認し、クリティカルシンキ

ングのプロセスを経て、それを論理的に理解し、

自身の頭の中で体系的に構成し、人間形成の糧に

し、社会人基礎力を向上させること、考動力を培

うことにある。言い換えると、筆記テストはその

行為を実証するための反映である。受講者自身が

考えたことを言葉で形にする行為である。そのた

め、PCはその可視化のための文房具である。文房

具であるペンは文字で書いたり、イラストを描い

たりする程度であるが、PC はリッチメディアを

使い、自身の考えを可視化できる表現力豊かなツ

ールである。

 
22..22.. BBlloooomm’’ss TTaaxxoonnoommyy MMaattrriixx かからら見見たたアアククテテ

ィィブブララーーニニンンググ 
先に進む前に、アクティブラーニングを涵養す

る BYOD を活用したテスト領域について、

Bloom’s Taxonomy Matrix の観点からも見てみ

たい。図 1を参照。横軸には、お馴染みのラーニ

ングピラミッドが表示されている。

図図 11. The Bloom’s Taxonomy Matrix.



― 118 ―

関西大学高等教育研究　第11号　2020年３月

 学びの形態について左から順に、学びの基礎と

なる自分の中で記憶するフェーズ、記憶したこと

を理解するフェーズ、自分の周りの世界に当ては

めてみるフェーズ、仮説検証・分析のフェーズ、

分析結果検証のフェーズ、仮説検証前の時点と分

析結果検証後の比較、次の学びのサイクルへの誘

いとなるセンスメイキングのフェーズとなる。縦

軸には、教育が提供する学習の内容・機会が列挙

されている。上から順に、事実情報の提供、概念

情報の提供、時間軸に沿った前後関係を含めたプ

ロセスや手順についての情報、学びのふりかえり

を通してメタ認知で自己の学びを俯瞰的に見つめ

る機会の提供となる。従来型の教育は左上の四つ

のマスの部分に特化した教育であったのに対し、

アクティブラーニングの教育パラダイムでは、コ

ース内での受講終了後も続くライフロングラーニ

ングの意識・態度の涵養が中心となるためマトリ

ックスの全領域が学習領域となる。 
 さらに、強調しなければならないのは、これか

らの学びは、Bloom’s Taxonomy Matrixの全領域

での学びを個々人のレベルで行なうだけではなく、

グルーバルなチームレベルで行わなければならな

いということである。そこでは、AGILEラーニン

グが必須となってくる。 
  
22..33..  テテスストトののミミッッシショョンン（（何何ををテテスストトすするるのの

かか？？）） 
 §2.1 と§2.2 で見てきたように、テストをする

ということは、受験する側が受講しているコース

の中で、大学がディプローマポリシーに掲げる考

動力の達成できたことについて、自身がここまで

到達しているというエビデンスを、文章化を含む

自己表現により証明するということに他ならない。

自身の成長の証しを、自身がエビデンスで証明す

るというアクティブラーニングの営みである。 
 授業担当者である教員は学びの評価について、

客観的に評価尺度をルーブリックで明文化するこ

とで受講者と協働で客観的なセルフアセスメント

が実現できる。 
 ここでは、ルーブリックによる学びの評価につ

いては詳説せずに、BYODによる試験の実例につ

いて以下に述べる。 
 
33..   BBYYOODD をを活活用用ししたた筆筆記記試試験験のの準準備備  
上節で述べたことを総合的に実現するテスト環

境について考えてみる。一般的には、WiFi環境が

整っている試験会場に受講生が来て、本人確認後

に課題が提出され、時間内に回答をして提出をす

るという流れでおこなう BYOD 活用型テスト形

式について考えてみる。 
テスト手順は以下のようになる。 

1、デジタル答案用紙の配布 
2、課題に対して、様々なシンキングツールを 

  活用し、インターネットを活用し、情報収 
  集、整理をし、解決案の領域を設定して、 
  自分の考えを論理展開して、自身が到達し 
  ているレベルを、エビデンスをもって証明 
  する。配布したデジタル答案用紙に記入す 
  る。 

3、試験が終了すると、一括管理で回収する。 
  （回収後は受験生は答案用紙の編集権限を 
  消失する） 
学内の既存の ICT 環境でこういった試験方法

を担保できるのは、2通りある。PC教室のPCを

利用する方法と受講生自身が持ち込むノートパソ

コン等でおこなう方法である。以下のセクション

§3.1、§3.2でそれぞれについて実践事例を述べ

る。 
33..11  PPCC 教教室室ででおおここななうう  
１つは PC 教室の教卓コンソールシステムによ

る方法である。利点は受講生が自身の学籍番号で

ログインした PC が使えること、回収時にはファ

イル名に学籍番号が付与されることがあげられる.
また、配布したファイルしか回収されないことで、

受講生が仮に別のファイルで置き換えたとしても

それは回収はされない。 
この方法はBYODではなく、備え付けのPCを

利用した方法である。開始と同時にデジタル問題

用紙を配布する操作に不慣れであれば、事前にパ

スワードロックをかけたデジタル問題用紙を配布
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しておき、試験開始時のパスワードのアナウンス

で試験を開始することもできる。

但し、現状では PC 教室は定期試験の行える指

定教室には指定されていないため、定期試験では

PC教室は利用できない。但し、15回の授業時間

内での試験であれば、PC を使った筆記試験は可

能である。

３３..22 OOffffiiccee336655 ととBBYYOODDをを連連携携 
もう 1つは、Office365のクラウドサービスの

１つである、OneNote Class Notebookを活用す

る方法である。準備はいたって簡単で、テスト実

施者がデジタル答案用紙のマスターファイル(図
６)を準備し、OneNote Class Notebookを使っ

て、受講生全員をクラスノートに登録する。(図
４) 

図２．Office 365 メインメニュー表示

図３．OneNote Class Notebook

図４．OneNote Class Notebookメニュー（左か

ら、class notebookの作成、学生の登録（追加・

削除）、担当教員管理、運営管理）とView User 
Guideのリンク）

すると、各受講生に対し、受講生自身にしか閲

覧、書き込み権限のないテスト用紙が自動で配布

される。(図７)。この答案用紙に受講生が自分の論

理展開した考えを回答していくのである。

テストの終了時にはクラスノートの共有設定が

消滅する設定にしておくことで試験時間内にのみ

公平に受験の時間を確保できる。ファイルの権限

設定は授業管理者が行うので、受講生は編集はで

きるものの、勝手にファイルを削除できない。フ

ァイルのすり替えもできない。試験時間が終了す

れば、アクセス権限をロックすることで、試験終

了後の編集やアクセスを制限することができる。

図５参照。

図５．アクセス制限のロック画面

図６．マスターファイル表示例
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図７．個々人の受講者フォルダ内の編集権限の

あるページ表示

44.. 教教育育のの質質保保証証、、アアカカデデミミッッククイインンテテググリリテティィ 
このセクションでは剽窃行為について考えてみ

る。BYODでの受験中に受講者がメール等のコミ

ュニケーションツールで情報を共有することが考

えられる。論理的に考えて持論を展開することが

求められている場合でも、避けられないことかも

しれない。ある程度はTurnItIn®等のクラウド型

ICTツールで解決できる。同ツールは受講者間の

剽窃チェックが可能で、さらに、ネットからのコ

ピペもチェックができる。オンラインテストの場

合は記録証拠が明確に残るため、授業ごとにハウ

スルールを作らなくても、従来型の受験用行動規

範で対応できる。

 
55..  おおわわりりにに 

FD のミッションは未来社会に貢献する考動力

人財の学びでの成長の誘いとファシリテーション

にあると確信している。その中で、テストのミッ

ションは学ぶ心を映し出す鏡 (the mirror of the 
learning mind) のように考えられる。この鏡に映

し出される可視化を学習者自身が確認し、学びの

ふりかえりを通して未来の自己実現に向けた未来

設計に貢献するべきものでなければならないよう

に思う。BYOD活用型のテストは、学修ポートフ

ォリオのような仕組みでDP やCP を反映した大

学での社会人力（考動力）を身につける学びの成

長をエビデンスで可視化することでさらに学部レ

ベル、大学レベルでの教育の質補償の具現化につ

ながるように思う。

シンギュラリティが囁かれる昨今、物知り博士

が重宝される時代はもう過去のものになりつつあ

る。如何に知恵を絞って未来に向けてセンスメイ

キングができ、新たな価値を生み出せるかが、未

来を生き抜くスキルを身につける教育となる。教

育者もパッシブな学びを誘うだけの教育から脱却

し、アクティブな学びを誘う工夫を取り入れ、未

来デザインのための教育の FD を BYOD を活用

した試験運用の検討を通して志してほしい。

教育の本来のミッションは受講生が未来で成功

することであると思う。受講生の学びの評価をす

ることが教師の使命ではないはずである。受講生

自身であっても、きちんとしたアセスメントのツ

ールがあれば、自身の学びやピアの学びについて

ちゃんと評価やアセスメントができ、自身の未来

設計ができるのではないだろうか。受講生が俯瞰

的に自身の人生、キャリア人生を見つめて、未来

に向けての、自身の人生設計をし、目標を立てて

人生のマイルストーンでアセスメントをし、軌道

修正を施すことこそ本当の BYOD で展開する生

涯学習ではないだろうか。
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台台湾湾のの高高等等教教育育ににおおけけるる学学習習環環境境・・学学習習支支援援ののデデザザイインン  
TThhee  DDeessiiggnn  ooff  LLeeaarrnniinngg  EEnnvviirroonnmmeenntt  aanndd  LLeeaarrnniinngg  SSuuppppoorrtt    

ffoorr  HHiigghheerr  EEdduuccaattiioonn  iinn  TTaaiiwwaann  
 

千葉美保子（甲南大学共通教育センター）・川面きよ（帝京大学高等教育開発センター）・ 
遠海友紀（東北学院大学ラーニング・コモンズ）・嶋田みのり（東北学院大学ラーニング・

コモンズ）・岩﨑千晶（関西大学教育推進部） 
  
キキーーワワーードド 台台湾湾のの高高等等教教育育、、学学習習環環境境、、学学習習支支援援、、ララーーニニンンググココモモンンズズ、、ラライイテティィンンググセセンンタタ

ーー HHiigghheerr  EEdduuccaattiioonn  iinn  TTaaiiwwaann,,  LLeeaarrnniinngg  EEnnvviirroonnmmeenntt,,  LLeeaarrnniinngg  SSuuppppoorrtt,,  LLeeaarrnniinngg  
CCoommmmoonnss,,  WWrriittiinngg  CCeenntteerr  
 
11．．ははじじめめにに  
教育から学習へ、教員中心から学習者中心の教

育へというパラダイム転換は欧米を中心に始まり、

今や世界的潮流である。我が国においても 2000
年代後半から学習者中心の教育への転換が叫ばれ、

その具体的な手法として、従来の講義中心の教育

方法からアクティブラーニングをはじめとした能

動的な学びを促す教育方法の導入が推進されてき

た。また IT 化の進行とともに学生の学習スタイ

ルにも変化が起こっている。これら大学教育を取

り巻く変化に対応するために、学習環境デザイン

や学習支援サービスにおいても、人的サービスを

伴うラーニングコモンズなどに代表される新たな

取り組みが行われてきている。 
そのような中で、日本と同様に欧米の取り組み

を参考に教育改革に取り組むアジアの大学におけ

る事例を比較検討することは、日本の大学におけ

る教育改善の有益な示唆となるだろう。 
著者らは以上の問題意識のもと、2017年にアジ

アにおける教育先進国のひとつ、シンガポールの

高等教育機関の学習環境デザイン・教育プログラ

ムを調査し、日本との比較検討を行った（千葉ほ

か、2018）。今回は、シンガポールに続き、日本同

様に高い大学進学率を誇る台湾の大学を対象に、

現地調査を実施した。本稿はこれらの調査結果か

ら台湾における学習環境や学習支援プログラムの

実態把握と分析を行うことを目的としている。 
 
 

22．．台台湾湾のの教教育育制制度度とと高高等等教教育育 
台湾は、戦後 50 年代より人材を資源とする人

材立国を目指し、制度整備が行われてきた。以前

は日本と同じく9年間の義務教育制度を導入して

いたが、2014 年 8 月から初等教育から高等学校

にあたる中等教育（後期）までの 12 年間を義務

教育とする「12年国民基本教育」が施行され、高

等教育を含めて6・3・3・4制をとっている。 
行政上は日本の文部科学省にあたる台湾教育部

（Ministry of Education）が所管し、高等教育に

ついては高等教育局にあたる高等教育司が担当し

ている（NIAD-UE評価事業部国際課、2018）。 
以前は台湾教育部に予算編成やカリキュラム編

成、学位の授与など大学に関わる多くの権限が集

中していた。しかし1987年の「厳戒令」の解除、

1994 年の「大学法」改正により、段階的に大学の

自治権が保証されるようになった（小川・南部、

2008; 南部・廖、2012）。これにより、現在の高等

教育においては、各機関の独自性が拡大し、多様

化が進んでいる。台湾教育部統計處（2018）のデ

ータによると 2018 年時点の高等教育機関数は大

学 127校、学院 14校、専科 12校、設置形態別で

は国公立大学、45校、国公立学院・専科3校、私

立大学 82校、私立学院・専科 23校、計 153校と

なっている。大学生数は約 124 万人であるが、

2012 年の約 136 万人をピークに年々減少傾向に

ある。高級中等学校を経ての大学進学率は82.6％
を超え、日本同様にユニバーサル段階を迎えてい

るといえる。 
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33．．調調査査報報告告   
以下では、2019年 3 月に実施した現地調査時

の情報をもとに、訪問した5つの大学における学

習環境および学習支援プログラムの調査結果につ

いて、各大学の特色を交えながら報告する。訪問

先の選定にあたっては、Times Higher Education 
World university Ranking 2018 の結果を参考

に、台湾地域の 1・2 位にランクされている国立

台湾大学および国立精華大学、また設置形態に配

慮し、ランキングされている私立大学の中から台

北近郊の 3 校（淡江大学、東呉大学、輔仁大学）

に訪問することとした。以下、国立大学、私立大

学の順に報告を行う 1。 
  
33..11.. 国国立立台台湾湾大大学学  
国立台湾大学（National Taiwan University） 

は、台湾総督府医学校を前身とし、1928年に創立

された国立大学である。学生数は 31,829 名（う

ち、留学生は 11%）、11学院（学部及び研究科）

を有し、世界ランキング（THE、2019）では170
位、台湾内では1位と、台湾で最も権威ある大学

の一つである。 
本調査ではアカデミックライティング教育セン

ター（Academic Writing Education Center、以下

ライティングセンター）への視察を中心に行った。 
 
33..11..11ラライイテティィンンググセセンンタターー  
台湾大学ライティングセンターは、2008年に大

学院生の国際学会での発表や論文投稿を支援する

ために開設された。当初は大学院生を対象とした

高度な英語ライティング支援のみを行っていたが、

次第に基礎レベルの支援が必要であることが分か

り、4～5 年後に学部生の支援を開始した。現在、

7 名の教員と 24 名のチューターがライティング

センターに所属し、運営している（図 1）。 
ライティングセンターではアカデミックライテ

ィングコースの開講・運営や、対面での個別相談

だけでなく、オンラインチュータリング等多岐に

渡る支援を展開している。 
 

33..11..22．．アアカカデデミミッッククラライイテティィンンググココーースス  
アカデミックライティングコースはすべて単位

を得ることができるコースである。各コースは週

3時間、現在2,500名を超える学生が学んでいる。

毎学期すぐに定員となり、ウェイティング・リス

トは 400人を超える。各クラスに 1名ティーチン

グ・アシスタント（以下、TA）がつき、サポート

を行っている。 
TA は英語クラスの受講生のうち、成績が優秀

であり、なおかつ親切に対応することができる学

生を選出している。TAは 4～5時間の研修を受け

ており、TA業務についてのディスカッションや、

メンタルプログラムについて、またどのようにチ

ュータリングを行うか議論する機会を持っている。 
各コースはそれぞれひもづけられており、例え

ば学部生は「Fundamentals of English Writing」
からスタートし、より力をつけたいときは、その

上のコースを受講する。多くの学生が国際会議で

の発表を経験することから、ライティングだけで

なく、プレゼンテーションやディスカッショント

レーニングのクラスも開講しており、ライティン

グセンター教員がそれぞれ専門のクラスを担当し

ている。クラスは多岐に渡るが、留学生を対象と

した英語クラスは設定していない。ただし、留学

生からのニーズから、中国語に特化した

「Academic Chinese Writing」を開設している。 
各コースでは論文のチェックを TA が行ってい

る。学習者からのニーズにより、各コースのアセ

スメントとして、ルーブリックを活用している。

院生向けのコースでは、各課題をルーブリックで

チェックし、それを返却する形でフィードバック

を行っている。ルーブリックは、TAのトレーニン

グにも活用しており、教員がチェックするすべて

のアセスメントでルーブリックを活用している。 
 
33..11..33.. 個個別別相相談談  
個別相談は、学部生・院生いずれも対象にして

おり、各学期 60 セッションを教員が対応してい

る。個別相談は現地学生による英語ライティング

支援が主であり、相談者は教員を選ぶことはでき
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ない。相談予約はオンライン上で行うことができ、

毎学期すぐに定員になるそうである。各相談時間

帯で6人が一斉に支援を受けることができるよう

になっている。 
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ルの高いサポートを行っている。特に、ライティ

ングコースは正課授業として展開し、受講者数も

多く、各コースとも毎学期定員になるなど、学内

における英語ライティング支援のニーズの高さが

感じられた。他機関との連携として、ボランティ

アではあるものの、CTDL（教育開発支援センタ

ー）教員の研修をライティングセンター教員が行

うケースがある。 
他方、運営資金の確保が課題点としてあげられ

ており、支援を充実させるとともに、補助金の獲

得を目指し内外発信を積極的に実施している。 

 
図１ ライティングセンター 
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図 2 プレゼンテーションエリア 

 
図 3 コンピュータエリア 

 
図 4 グループワークエリア 
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セミナールームエリアには少人数で講義ができ

るような部屋が 5室設けられているが、教員が定

期的に授業で利用することはできず、学生が利用

するための部屋となっている。24時間開放してい

るエリアもあり、長時間学習者が学習に集中でき

るような支援が行われている。こうしたセミナー

ルームや施設の利用に関しては予約が必要になる

こともあるが、学生証をタッチパネルにかざして、

容易に予約ができる施設となっている（図5）。 
これらの充実した施設は、政府と企業によって

作られている。建物は企業による寄付で建てられ、

建物内の機材等は国の予算で運営が行われている。 

 
図 5 タッチパネルで部屋を予約 

 
学習支援に関しては、図書館に関連するサービ

スを実施しており、図書館としては組織的にライ

ティングセンターを設置していないこともありラ

イティング支援等の学習支援はラーニングコモン

ズ内では実施されていなかった。 
ラーニングコモンズの評価方法に関しては、図

書館職員が毎月の学部生の利用状況を分析し、学

部ごとの利用率をフィードバックするようにして

いる。またこれらのデータを基に、今後の書籍や

映像資料の購入について判断する材料としてい

る。 
精華大学においては、学習者の学びを促すため

の物理的な環境は台湾トップクラスの整備がされ

ていることが示された。その一方で、上述のよう

に、図書館においては日本のラーニングコモンズ

で実施されているようなライティングや外国語に

対する学習支援といった学生へのサポートに関し

ては限定的である印象を受けた。 
 

33..33.. 淡淡江江大大学学  
淡江大学（Tamkang University）は、1950年

に創設された「淡江英語専科学校」が 1958 年に

「文理学院」となり、1980年に「淡江大学」とな

った。学生数は26,032人（そのうち留学生は8％）、

世界大学ランキングでは 1001＋位、アジアでは

351から400位の中に入っている（THE、2019）。
学部は 8学部（文学部、理学部、工学部、商学管

理科学部、外国語学部、国際研究部、教育学部、

グローバル企業発展学部）あり、キャンパスは淡

水キャンパス、台北キャンパス、蘭陽キャンパス、

サイバーキャンパスがある。 
本節では、淡水キャンパスにある覚生紀念図書

館本館のコモンズとそこで取り組まれている取組

みを紹介する。 
 
33..33..11.. 覚覚生生紀紀念念図図書書館館本本館館ににつついいてて 
大学図書館のHP（淡江大学図書館、2019）に

よると、覚生紀念図書館には、130 万冊の本、210
万冊以上の電子書籍、70,000冊以上のジャーナル

（電子ジャーナルを含む）、および 130,000 冊以

上の非書籍資料がある。本館は 9階建てで、読書

のための席が2,820席、検索用や作業用などのパ

ソコンが設置された173席がある。またディスカ

ッションルームやマルチメディアリソースルーム、

音楽鑑賞エリア、24時間使える学習室などがある。

現在の本館の建物は 1996 年 9 月に完成したが、

2014年から2017年にかけてリノベーションが行

われ、その際にコモンズエリアが作られた。 
覚生紀念図書館では、通常の図書館サービスに

加え、図書館の資源を活用したワークショップを

授業と連携して実施したり、出版者を招いたセミ

ナーを年に 2 回ほど実施したりしている。また、

ヨーロッパ情報センターが図書館内にあることか

ら、毎年 5月をヨーロッパ週間とし、その間は毎

週ヨーロッパに関する講座を開催している。なお、

学内には学習支援組織が別にある。現時点での連

携はないが、今後連携を検討している。 
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33..33..22..ココモモンンズズエエリリアアににつついいてて  
コモンズは本館の 3階に展開されており、イン

フォメーションコモンズ、ラーニングコモンズ、

リサーチコモンズ、の３つのエリアで構成されて

いる。これらのコモンズのデザインは、リノベー

ションの際、図書館のスタッフが海外の事例を参

考にデザインした。 
ラーニングコモンズとリサーチコモンズは、も

ともと書架だったところを改装し、デザイン性の

高いソファやローテーブルなどが配置されている

（図 6）。 

 
図 6 ラーニングコモンズ/リサーチコモンズ 

 
また、ラーニングコモンズには、可動式の机と

椅子が設置され、授業などでグループワークに取

り組めるエリアも用意されており、図書館の利用

者ガイダンスや、授業と連携したワークショップ

などが実施されている。リサーチコモンズには個

室になったディスカッションルームが 4部屋あ

る。ディスカッションルームには、椅子やテーブ

ルだけでなく、ディスプレイも設置されており、

発表練習にも利用することができる。インフォメ

ーションコモンズには、パソコンが設置されてお

り、学生が電子資料や情報にアクセスできる環境

になっている（図7）。 
コモンズの利用者に対する調査として、セミナ

ーの後などに行われる質問紙調査で、簡単な質問

をしている。また、図書館ではパートタイムとボ

ランティアの学生スタッフが活動している。彼ら

は、図書館のwebページの情報更新や、図書館の

利用に関する資料の作成などを担当している。ボ

ランティアのスタッフは、図書館で借りられる本

の冊数が規定より増えたり、本の貸し出し期間が

長くなるなどのインセンティブがある。 

図 7 インフォメーションコモンズ 
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現在の本館の建物は 1996 年 9 月に完成したが、

2014年から2017年にかけてリノベーションが行

われ、その際にコモンズエリアが作られた。 
覚生紀念図書館では、通常の図書館サービスに

加え、図書館の資源を活用したワークショップを

授業と連携して実施したり、出版者を招いたセミ

ナーを年に 2 回ほど実施したりしている。また、

ヨーロッパ情報センターが図書館内にあることか

ら、毎年 5月をヨーロッパ週間とし、その間は毎

週ヨーロッパに関する講座を開催している。なお、

学内には学習支援組織が別にある。現時点での連

携はないが、今後連携を検討している。 
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に行い発表する機会を取り入れる（3週目）など、

図書館を学習リソースとしてうまく活用されてい

る。 
 
33..44.. 東東呉呉大大学学  
東呉大学（Soochow University）は、1900年に

創立され、1951年に台湾で最初に再建された私立

大学である。学生数は、15,597 人（うち留学生約

5％）、世界大学ランキング（QS、2019）では ア

ジアで 291－300位に位置している。文学、理学、

法学、商学、外語学部の 5 学部 23 学科が設置さ

れており、キャンパスは、メインキャンパスとダ

ウンタウンキャンパスにわかれている。本調査で

は、メインキャンパスにある中央図書館と隣接の 
ラーニングコモンズを中心に訪問した。 
東呉大学中央図書館は、地下１階地上５階の建

物で、約 92万冊の蔵書がある。中央図書館の特

徴としては、日本の漫画が多数寄贈された漫画コ

ーナーや、語学教材や視聴覚資料が豊富にあり、

シアタールームや複数人で視聴できるブースが充

実していること等が挙げられる。基本的には閲覧

室がメインの従来型の図書館であったが、3階に

小規模のグループ学習室があり、可動式の机や椅

子、ガラス（ホワイト）ボードが設置されていた

（図 8）。 

図 8 図書館内のグループ学習スペース 
 

また隣接の第一教学研究棟2階にラーニング

コモンズが設置されていた。このラーニングコモ

ンズは、台湾政府の補助金を得て、2009年に改

修・設置されたものである。図書館 2階と渡り

廊下で接続されており、管轄も図書館が行ってい

る。このラーニングコモンズでは、入り口に近い

オープンエリアにグループ席が設置されている

が、静寂な空間となっており、話し合いをしたい

場合は、奥にあるディスカッションルームを利用

することになっている（図9）。 

 
図 9 ラーニングコモンズ 

 
可動式のグループ机や椅子の他にホワイト（ガ

ラス）ボードが設置されているが、電子黒板や

PCなどは設置されておらず、学生は自分のPC
を持ち込んで作業を行っていた。ピアチュータリ

ング等の学習支援については、教育支援センター

が別の場所で実施しており、図書館と連携して取

り組んでいる様子はみられなかった。 
またこのラーニングコモンズの隣には、教学資

源センターがあり、 オンライン学習や語学学習

コーナー、アクティブラーニング教室等が整備さ

れていた。 
  
33..55.. 輔輔仁仁大大学学  
輔仁大学（Fu Jen Catholic University）は1927

年に設立された私立大学では台湾最難関校の一つ

である。学生数は、20,450名（うち、留学生9％）、

12 学部 50 コース、修士課程で 49 コース、博士

課程 12 コース、夜間部および法律学の Post 
Bachelorコースなどを擁する大規模校である。世

界ランキングでは、アジア圏で 251－300 位であ

る（THE、2019）。カトリック系のミッションス

クールで語学教育に定評がある。 



― 129 ―

関西大学高等教育研究　第11号　2020年３月

33..55..11濟濟時時樓樓圖圖書書總總館館((FFaahhyy  MMeemmoorriiaall  LLiibbrraarryy))にに
つついいてて  
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Shan Libraryの３館が存在するが、ラーニングコ

モンズは、Fahy Memorial Library、Kungpo 
Memorial Library の 2 館で展開されている。今

回はメイン図書館となるFahy Memorial Library
のみを訪問した。 
輔仁大学のメイン図書館となる Fahy 

Memorial Library（濟時樓圖書總館）は、社会科

学系の９階建てのビルの 2 階～8 階を利用し、総

面積約 3500坪に席数 813席、全館Wi-Fiを完備

した施設となっている。後述する學習共享空間（ラ

ーニングコモンズ）用と検索用端末としてPC120
台を設置、研究個室 28 部屋、グループ学習ルー

ム 7部屋、多機能グループ学習ルームなどが配置

されている。図書館入り口となる２階に貸出・返

却、レファレンスサービス等の窓口と「學習共享

空間」と呼ばれるラーニングコモンズエリア、ラ

イティングセンターが設置され、3 階以上の各閲

覧エリアにグループ学習ルームや研究個室を、8 
階には情報リテラシーおよびe-learning教育用の

教室が設置されている。 
本ラーニングコモンズの導入にあたって掲げら

れたラーニングコモンズ設置の目的は以下の6点

である。 
・教員と学生が自由に施設を使用できる 
・設置されている PC を利用して課題やレポー

トに取り組める 
・自由にインターネットサーフィンや情報検索

ができる 
・エリア内で課題に関する複数でのディスカッ

ションが可能 
・ソーシャルメディアを通して、e-mailの確認

や友人とのチャットが可能 
・図書館の様々な所蔵リソースが活用できる  
  
33..55..22  図図書書館館内内ののココモモンンズズエエリリアアににつついいてて  
図書館内のラーニングコモンズとして案内され

たエリアは主に４台の PC が固定机に配置される、

もしくは２人で一台の PC を共有して学習する、

あるいは単独での PC 利用を目的とした空間で構

成されていた。従来の図書館環境における PC ワ

ークエリアと異なり、PC 操作をしながらの会話

が許容されている空間として運営されている点か

ら本スペースをラーニングコモンズと位置づけて

いるとのことであった(図 10)。 

図 10 図書館内のラーニングコモンズエリア 
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ルティング

・実用英語ワークショップコース

・英語ビデオ・ライブ配信コース

・WE ONLINE: 双方向英会話コース

・English easy test training: 英語テストのため

の自学自習オンラインプラットホーム

・Self-learning center guides: 英語自習ガイド

ライティングセンターについては、図書館以外

に輔仁英語網路學院というバーチャルセンターが

別途存在する。図書館のライティングセンターで

提供されているビデオ・ライブ配信コースは英文

学部と輔仁英語網路學院とコラボレーションして

開発されたコンテンツになっている。

４４.. おおわわりりにに  
以上、台湾の高等教育機関5校の現地調査を通

じて得た、学習環境デザイン、学習支援制度の知

見について、それぞれの機関の特色を踏まえなが

ら論じてきた。

国立大学である国立台湾大学や国立精華大学で

は学習環境・学習支援ともに助成金や寄付を基盤

に新たに施設建設を行うなど充実を図っており、

私立大学の淡江大学や輔仁大学では既存の施設の

改修や、レイアウト変更によりラーニングコモン

ズやアクティブラーニングのための学習スペース

の整備を行っていた。東呉大学のコモンズは政府

からの補助金で設置されたとのことであったが、

国立大学の施設・設備の状況と比較すると規模と

しては非常に小さく、設備も劣る印象を受けた。

今回の訪問から得た情報に限定すると、台湾で

は私立大学よりも国立大学の学習スペースのほう

が充実した施設・設備が導入されているようであ

る。

他方、各大学ともに、ラーニングコモンズを管

轄する部門と、学習支援を担う部門の連携があま

り行われていない印象を強く受けた。加えて、学

習環境の整備や学習支援プログラムを通じた学生

の学びへの評価についても訪問時のヒアリングで

は具体的な取り組みについて情報を得ることがで

きなかった。

美馬・山内（2005）は、学習環境の 3要素とし

て空間・活動・共同体を定義しており、米澤（2017）
は上記の3要素をベースに新しい学びの強化策と

して施設整備、学習支援、コミュニティ支援を提

言している。つまり、学習環境を整備することと、

学習支援や学びのコミュニティづくりは、学生の

学びを促し、深めるために相互に連携する必要が

あるはずである。台湾における学習環境・学習支

援のデザインにおいて、この点がどのように位置

づけられているのかについてのさらなる調査の必

要性を感じた。

今回は日程の都合上、台北を中心とした限られ

たエリアの大学、施設の調査に留まった。今後は

さらに地域・対象を拡大し、台湾およびアジアを

中心とした諸外国の高等教育における学習支援の

実態把握と分析に努めていきたい。

註註 
1 各大学の情報は訪問時に聞き取った情報と、

以下の各大学機関ホームページの情報をもと

に記述している。

国 立 台 湾 大 学 ラ イ テ ィ ン グ セ ン タ ー

（https://www.awec.ntu.edu.tw/）（2019 年 12
月 20日）

国 立 精 華 大 学 図 書 館

（http://www.lib.nthu.edu.tw/en/index.htm）

（2019年 12月 20日）

淡江大学図書館 (http://www.lib.tku.edu.tw/)

図 11 ライティングセンターの対面コン

サルティングルーム
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（2019年 12月 20日） 
東 呉 大 学 図 書 館 (https://www-

ch.scu.edu.tw/october/admin_library)（2019
年 12月 20日） 

輔仁大学図書館 (http://web.lib.fju.edu.tw/chi/)
（2019年 12月 20日） 
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ズやアクティブラーニングのための学習スペース

の整備を行っていた。東呉大学のコモンズは政府

からの補助金で設置されたとのことであったが、

国立大学の施設・設備の状況と比較すると規模と

しては非常に小さく、設備も劣る印象を受けた。

今回の訪問から得た情報に限定すると、台湾で

は私立大学よりも国立大学の学習スペースのほう

が充実した施設・設備が導入されているようであ

る。

他方、各大学ともに、ラーニングコモンズを管

轄する部門と、学習支援を担う部門の連携があま

り行われていない印象を強く受けた。加えて、学

習環境の整備や学習支援プログラムを通じた学生

の学びへの評価についても訪問時のヒアリングで

は具体的な取り組みについて情報を得ることがで

きなかった。

美馬・山内（2005）は、学習環境の 3要素とし

て空間・活動・共同体を定義しており、米澤（2017）
は上記の3要素をベースに新しい学びの強化策と

して施設整備、学習支援、コミュニティ支援を提

言している。つまり、学習環境を整備することと、

学習支援や学びのコミュニティづくりは、学生の

学びを促し、深めるために相互に連携する必要が

あるはずである。台湾における学習環境・学習支

援のデザインにおいて、この点がどのように位置

づけられているのかについてのさらなる調査の必

要性を感じた。

今回は日程の都合上、台北を中心とした限られ

たエリアの大学、施設の調査に留まった。今後は

さらに地域・対象を拡大し、台湾およびアジアを

中心とした諸外国の高等教育における学習支援の

実態把握と分析に努めていきたい。

註註 
1 各大学の情報は訪問時に聞き取った情報と、

以下の各大学機関ホームページの情報をもと

に記述している。

国 立 台 湾 大 学 ラ イ テ ィ ン グ セ ン タ ー

（https://www.awec.ntu.edu.tw/）（2019 年 12
月 20日）

国 立 精 華 大 学 図 書 館

（http://www.lib.nthu.edu.tw/en/index.htm）

（2019年 12月 20日）

淡江大学図書館 (http://www.lib.tku.edu.tw/)

図 11 ライティングセンターの対面コン

サルティングルーム
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国国際際教教育育実実践践のの学学習習効効果果測測定定のの手手法法のの一一考考察察

―― ププロロググララムムににおおけけるる のの活活用用――

AAsssseessssmmeenntt  mmeeaassuurree  ffoorr  lleeaarrnniinngg  ggaaiinn  iinn  IInntteerrnnaattiioonnaall  EEdduuccaattiioonn::    
AA  CCaassee  SSttuuddyy  oonn  BBEEVVII  uussee  iinn  CCOOIILL  PPlluuss  PPrrooggrraamm  

  
バイサウス・ドン（関西大学教育推進部） 

池田佳子（関西大学国際部） 
  
キキーーワワーードド 学学習習効効果果測測定定ツツーールル、、CCOOIILL、、異異文文化化対対応応能能力力のの変変容容  AAsssseessssmmeenntt  mmeeaassuurree,,  VViirrttuuaall  
EExxcchhaannggee,,  BBEEVVII  
 
11．．ははじじめめにに  
「大学の国際化」は、終わりがない。2019年度

から、「ポスト留学生30万人計画」の声が上がっ

ている。より有能な海外の人材に、日本を留学先

として選んでもらえるよう、国内の大学は国際化

を推進し、また教育の質を向上しなければならな

い。また、18歳人口の減少傾向は歯止めなく進ん

でいる。文部科学省の学校基本統計調査によると、

18歳人口は、2020年ごろまではほぼ横ばいだが、

2021 年頃から再び減少局面に突入し、2040年に

は 88万人（2019年は 117.5 万人）まで落ち込む

との予想がある。こうなると、限られた母数にお

いて、より優秀な学生の争奪戦を、国内外問わず

大学は今後よりいっそう強いられることになる。

大学が「どれぐらい国際化しているか」は、魅力

ある大学として国内の優秀な入学候補層が考慮す

る判断基準の一つとなる。そして、この選抜の目

は、昨今よりいっそう鋭いものとなっている。留

学の機会を多く設けているか。海外からの外国人

留学生と学ぶ機会を積極的に提供しているか。異

文化交流や活動がキャンパス内で充実しているか。

外国語学習に力を入れているかどうか。こういっ

た基準については、その制度を設けているかどう

かという存在有無のレベルで解決する時代はもは

や終わったと言っていいだろう。令和の時代に入

り、日本国内の大学は、これらの活動のクオリテ

ィ、つまり「どんな実践によってそれを実現させ

ているか」、そして「それらの実践が、確実に学生

の成長を促しているか」、このような実証ベースの

問いに対し、しっかりとした答えを提供できなけ

れば、亜流の国際化を進める大学として、その評

価を落とすだろう。 
本稿では、この実証ベースの問いに対し本学が

自信をもって発信することができる実践事例を生

み出すべく、昨年度から始まったCOIL Plusプロ

グラムを取り上げる。このプログラムを通して、

IIGE（Institute for Innovative Global Education/
グローバル教育イノベーション推進機構）では、

学生がその実践を経験し、どのような「学び」を

得て、そこでどう成長したのかを可視化させる、

という研究を進めている。この IIGE が今年度ス

タートさせたのが、COIL BEVI Project という、

高等教育において着目されている「国際教育の学

習効果測定」を確立させる取組である。本稿では、

研究ノートとして、第一段のCOIL Plusプログラ

ムにおける測定ツールの活用とその結果の考察を

紹介する。 
 

11..11.. CCOOIILL  PPlluuss ププロロググララムムとと成成長長測測定定  
COIL Plus プログラムは、学生は留学の前後に

オンラインで海外の大学と協働学習を行う COIL 
（Collaborative Online International Learning）
科目を受講し、その中で取り組んだ共修活動をさ

らに進化（深化）させるため、実際に現地へ赴き、

留学を体験し、日米双方の学生が共修相手と現地

で対面し交流を深めるというものである。本プロ

グラムは、2018年度に採択された「グローバル・

キャリアマインドを培う COIL Plus プロ

グラム」の文部科学省「平成 30 年度『大

学の世界展開力強化事業』～COIL 型教育
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を活用した米国との大学間交流形成支援

～」を受け、設置された取組である。さら

に、留学期間中には、インターンシップや企業訪

問、専門のテーマに沿った授業の受講といった、

多彩な活動に参加することが期待されている。こ

のCOIL Plusの活動によって、学生が国や言語、

文化の壁を乗り越えた視点（マインド）で自らの

将来の可能性を考えられるようになること、そし

て、次世代に求められる人財として成長する際の

糧となることが、このプログラムの大きな目的と

なっている。 
本取組みの大きな特色は、図１に示すような、

中短期型の派遣留学の事前もしくは事後において

COIL を行い、その中でバーチャルとはいえ「体

感」した海外のパートナー校、そしてその大学で

学ぶ「ピア（仲間）」に、今度は現地で接触し、そ

の文化や社会を実際に肌で感じて自身の経験知を

培うことができるという点である。 
このCOILが加わった海外派遣留学が、一般的

な派遣留学の体験とどう異なるのか、特に、参加

学生の総合的な成長を願う我々にとって、どんな

学びがもたらされ学生がどう変化したのかを理解

することは、高い関心事である。 
留学の効果を検証する動きは、2010年代に入り

国内でも展開した。「留学生交流支援制度/海外留

学支援制度評価･分析」（JASSO2015）や、「グロ

ーバル人材育成と留学の長期的インパクトに関す

る国際比較研究」(横田 2016)は、大規模なサーベ

イ調査を行い分析を報告したものである。これら

の事例は留学プログラム参加者本人の「自己評価」

「自己申告」に基づく研究となっており、客観性

に欠けるとの指摘もある（西谷 2017）。また、留

学プログラム開始前の学習者の状態の調査を行っ

ていないものが多いため、留学体験を挟んだ事前

事後、つまり「T1－T2比較」による成長の測定に

はなっていない先行事例が非常に多い。 
国外では、派遣留学が学生に与える影響につい

ての研究が昨今進んでいる。米国では、表１IIE
（Institute for International Education）の調

査結果（Open Doors, 2019）にもあるように、

日本と同様比較的短期のプログラムを志向する傾

向があり、留学期間の短縮化が否めない中、従来

「留学」がもたらすべき成長を実際のところ実現

できているのか、という問題が着目されている。

表 1 IIE Open Doors（2019）米国の高等教育機

関における派遣留学期間 

 
このニーズに応じるように、様々な学習成果を測

定する外部テストが開発されてきた。本稿におい

てとりあげる BEVI（The Beliefs, Events, and 
Values Inventory）をはじめ、異文間対応能力を

測定する IDI （ Intercultural Development 
Inventory）, GPI（Global Perspectives Inventory）
などが国外ではよく知られている。 
国内では、大学の出口保証の視点から、大学生

の卒業時点における総合的なコンピテンシー（社

会人基礎能力など）の熟達度を測るテストを中心

に様々なものが開発されている。例えば、「ジェネ

リックスキル測定・育成ツールPROG （Progress 
report on generic skills)」（学校法人河合塾・株式

会社リアセック（共同開発））や、「GPS-Academic 
(Global Proficiency Skills Program Academic)」、
（株式会社ベネッセ）などは、多くの高等教育機

関の活用事例がある。これらのテストは、最終的

にどんな就職力（エンプロイアビリティ

/Employability）を持った人材であるのかを可視

化することを主眼とし開発されたものだが、近年

は、留学経験の学習効果（インパクト）を測るた

めに応用される事例がでてきている 1。COIL Plus
事業では、これらの測定テストの中から、BEVI測
定ツールを、参加学生の伸長を測るテストとして

採用している。次節以降において、このテストの

解説と、なぜCOIL Plus事業がこのテストを採用

するに至ったのかという点を解説する。 
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11..22.. BBEEVVII 測測定定ツツーールル  

BEVIは、自己（Self）全体また自己の発達に

関わる心理学上の理論、Equilintegration 
Theoryに基づき、1990年代初頭から、Craig N. 
Shealy教授を中心に開発が開始されたアンケー

ト形式の測定ツールである。開発にあたっては、

一般的な作業工程としてまず特定の概念・尺度を

前提としこれらを測定するために質問項目を作成

する、という手法をとらず、人々が重視する信条

及び価値観から、概念・尺度を導き出すという手

法が取られた（西谷2017; Shealy 2016）。BEVI 
の因子構造は，幅広い学際的研究者や試験開発の

専門家による分析，検討また研究が行われる中で

形成されている。異文化交流体験の評価，またこ

れに限らず広く評価，研究の領域で柔軟に使用で

きるように， BEVI は次の 4 つの分野の情

報・質問から構成されている。 
1）広範囲の人口統計学的情報と背景情報 
2）経歴に関する質問 
3）信条，価値観，世界観の総合評価（2 つの

妥当性と 17 の「プロセススケール」） 
4）3 つの質的「経験的内省」項目 

BEVI は量的な評価と質的な評価が一つのツー

ルにまとめられている。BEVI が測定できる側面

で、他外部テストと異なる点は、BEVIが特定の

出来事や背景的要素が，自分や他者や大きな世界

に対する特定の見方とどのように関連しているの

か、そして、この関係性は，例えば海外への派遣

留学や海外とのオンラインでの協働学習など、何

か特別な経験をした際，学習または成長の可能性

をどのように媒介または緩和するのか（西谷

2017）といった問題への回答が出ることであ

る。すなわち BEVI は，人間の「総合プロファ

イリング」である。人が学習や成長，発達のため

の経験に参加する前に「その人がどういった人な

のか」を把握し、また、ある経験（例えばCOIL
やCOIL Plus）の結果として「その人がどのよ

うに変わったか」を，さらにこうした因子がどの

ように相互作用して学習，成長，発達または変化

の可能性を高めた（または低めた）か，を理解し 
ようとするものである。2011 年度にBEVI の日

本語バージョンが着手され、現在はBEVI(英語

版)とBEVI-j (日本語版)の双方がある。 

 
図 1 BEVI(-j) ツールのログインページ 

BEVI は基本情報（40 項目）及び質問（185 項
目）から構成され，質問項目は 1 ページあた り 
20 項目からなり、それぞれ４肢の回答から最も

適したものを選びながら進める。BEVI に対する

回答の分析は，サーバー上の BEVI プログラム

により自動的に行われ，個人 レポート及びグルー

プ・レポートが生成される。 個人レポートは，

BEVI の全ての質問への記入終了後，基本情報に

おいて登録したメールアドレスに個人レポート・

ページへのリンクが自動的に送付され、学生はす

ぐに自分の分析結果を閲覧することができるよう

になっている。この個人レポートは，以下に述べ

るグループ・レポートとともに使用し，プログラ

ム実施者等が，振り返り，ディスカッション等の

題材など様々な形で利用することが可能である。

グループ・レポートは，2 つの妥当性と 17 のス

ケールの結果から構成されている。17 のスケー

ルの結果は，トータルスコア，トータル低スコア

者，満足度別，ジェンダーといった多様な角度か

ら分析され，カラーの棒グラフに数字とともに提

示される。たとえば、図 2は、次節で解説するあ

る COIL Plus プログラムの T1/T2 グループ分析

の一部であるが、グループ・レポート分析ツール

の一部分「全体プロフィール（Aggregate Profile）」）
を表示させたものである。このように、棒グラフ

で数値が示される。この数値は、各集団に付けら

を活用した米国との大学間交流形成支援

～」を受け、設置された取組である。さら

に、留学期間中には、インターンシップや企業訪

問、専門のテーマに沿った授業の受講といった、

多彩な活動に参加することが期待されている。こ

のCOIL Plusの活動によって、学生が国や言語、

文化の壁を乗り越えた視点（マインド）で自らの

将来の可能性を考えられるようになること、そし

て、次世代に求められる人財として成長する際の

糧となることが、このプログラムの大きな目的と

なっている。 
本取組みの大きな特色は、図１に示すような、

中短期型の派遣留学の事前もしくは事後において

COIL を行い、その中でバーチャルとはいえ「体

感」した海外のパートナー校、そしてその大学で

学ぶ「ピア（仲間）」に、今度は現地で接触し、そ

の文化や社会を実際に肌で感じて自身の経験知を

培うことができるという点である。 
このCOILが加わった海外派遣留学が、一般的

な派遣留学の体験とどう異なるのか、特に、参加

学生の総合的な成長を願う我々にとって、どんな

学びがもたらされ学生がどう変化したのかを理解

することは、高い関心事である。 
留学の効果を検証する動きは、2010年代に入り

国内でも展開した。「留学生交流支援制度/海外留

学支援制度評価･分析」（JASSO2015）や、「グロ

ーバル人材育成と留学の長期的インパクトに関す

る国際比較研究」(横田 2016)は、大規模なサーベ

イ調査を行い分析を報告したものである。これら

の事例は留学プログラム参加者本人の「自己評価」

「自己申告」に基づく研究となっており、客観性

に欠けるとの指摘もある（西谷 2017）。また、留

学プログラム開始前の学習者の状態の調査を行っ

ていないものが多いため、留学体験を挟んだ事前

事後、つまり「T1－T2比較」による成長の測定に

はなっていない先行事例が非常に多い。 
国外では、派遣留学が学生に与える影響につい

ての研究が昨今進んでいる。米国では、表１IIE
（Institute for International Education）の調

査結果（Open Doors, 2019）にもあるように、

日本と同様比較的短期のプログラムを志向する傾

向があり、留学期間の短縮化が否めない中、従来

「留学」がもたらすべき成長を実際のところ実現

できているのか、という問題が着目されている。

表 1 IIE Open Doors（2019）米国の高等教育機

関における派遣留学期間 

 
このニーズに応じるように、様々な学習成果を測

定する外部テストが開発されてきた。本稿におい

てとりあげる BEVI（The Beliefs, Events, and 
Values Inventory）をはじめ、異文間対応能力を

測定する IDI （ Intercultural Development 
Inventory）, GPI（Global Perspectives Inventory）
などが国外ではよく知られている。 
国内では、大学の出口保証の視点から、大学生

の卒業時点における総合的なコンピテンシー（社

会人基礎能力など）の熟達度を測るテストを中心

に様々なものが開発されている。例えば、「ジェネ

リックスキル測定・育成ツールPROG （Progress 
report on generic skills)」（学校法人河合塾・株式

会社リアセック（共同開発））や、「GPS-Academic 
(Global Proficiency Skills Program Academic)」、
（株式会社ベネッセ）などは、多くの高等教育機

関の活用事例がある。これらのテストは、最終的

にどんな就職力（エンプロイアビリティ

/Employability）を持った人材であるのかを可視

化することを主眼とし開発されたものだが、近年

は、留学経験の学習効果（インパクト）を測るた

めに応用される事例がでてきている 1。COIL Plus
事業では、これらの測定テストの中から、BEVI測
定ツールを、参加学生の伸長を測るテストとして

採用している。次節以降において、このテストの

解説と、なぜCOIL Plus事業がこのテストを採用

するに至ったのかという点を解説する。 
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れたスコア（1～100）であり，当該グループの回

答が、統計的に BEVI のスケールに反映された

ものを示している。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 BEVI グループ・レポート 
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な概念が含まれる。以下、西谷(2017:56-67)から抜

粋したものをここに示す： 
I. 妥当性 
 一貫性（類似又は同一の内容を測っているが，表

現の異なる項目に対する回答の一貫性） 
 適合性（統計的に予測できるものとの回答パター

ンの一致） 
 II. 形成的指標 
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 III.中核的欲求の充足度 
 スケール 2. 欲求の抑圧 
 スケール 3. 欲求の充足 
 スケール 4. アイデンティティの拡散 
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 IX. 経験的内省の項目 

これらの項目からも読み取れるように、BEVIは、

個人のプロファイリングを、「チームワーク力」「課

題解決能力」といった、外部の尺度を反映した測

定基準を用いていない。その個人の価値観や志向

といった認知心理学的な特性を捉え、その「変化」

が、留学やCOILといった活動（教育的介入）に

よりどんな影響を受け転じていくのかを明らかに

することができる測定ツールである。 
  
22.. ケケーーススススタタデディィ：：UUMMAAPP  CCOOIILL  PPrrooggrraamm  
22..11..  ププロロググララムム概概要要  
本稿で紹介するのは、2019 年度夏に実施された

COIL Plus プログラムの一つである UMAP-
COIL Joint Honors Programである。UMAPと

は、アジア太平洋モビリティ機構で、500 以上の

アジア太平洋地域の大学が加盟しているコンソー

シアムである。2019年７月から９月の３か月間に

おいて、16名（合計６カ国）が参加。７月の１か

月においてCOILを実施し、その後８月に全員が

関西大学の高槻市高岳館で１週間の「大阪キャン

プ」を行った。加えて、８月の３週間は、神戸港

を出発し日本を周遊し、合計 7か所の寄港地でフ

ィールドワークを行うといったプログラムである。

日本以外にも、韓国・釜山、ロシア・ウラジオス

トクにも立ち寄り、日本近隣国との関係性や、歴

史、そして SDGs（Sustainable Development 
Goals）の地域での達成へ向けた活動といった点

をテーマとした、非常にインテンシブな留学活動

内容であった。詳細なプログラム内容は、IIGEが

出版している i-PAPER (季刊白書)を参照された

い 2。 
2.3. 結結果果 比比較較検検証証 
本稿で共有しておきたいのが、BEVIを用いた

参加学生の「変化」の一遍である。16名の学生

は、T1測定をCOIL科目履修前の 7月、そして

T2測定をCOILおよびPLUS部分である留学活

動終了後の 8月末~9月頭に行った。図 3(a/b)に
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示すのが、前節で解説した17のスケールの中の

いくつかの項目別の測定結果である。3層と

BEVIの統計データ分析により区分され、その変

化が示されている(Lowest/Middle/Highest)。 

 
図 3-a 宗教的伝統主義（T１-T２分析） 
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もしれない深層レベルでの変化を明らかにするこ

とができる。COIL、COIL Plus という、既存で

はない、イノベーティブな学習形式、新しい教育

的介入実践がもたらす学びのインパクトを定義す

ることが、IIGEのミッションである。この定義を

既存の尺度で測定するテストをもって作りあげる

ことは、本末転倒になるのではないだろうか。今

後も継続してBEVIによる分析検証を進め、次稿

にはさらなる成果を共有したいと考えている。 
  
註註  
1 JASSO 2019年度東京国際交流館国際シンポジ

ウム「海外留学の客観的効果測定」 
https://www.jasso.go.jp/sp/about/information/pr
ess/19090601.html（アクセス日 01-20-2020） 
2IIGEi-PAPERhttp://www.kansai-
u.ac.jp/Kokusai/IIGE/resources/whitepaper.php
（アクセス日 01-20-2020） 
3 DMIS (Development Model of Intercultural 
Sensitivity) https://www.idrinstitute.org/dmis/ 
（アクセス日 01-20-2020） 
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SSDDGGss ををテテーーママととししたた教教員員・・職職員員・・学学生生にによよるる三三者者協協働働にによよるる  
SSDD 研研修修ププロロググララムムのの実実施施・・実実践践報報告告  

AA  PPrrooggrreessss  RReeppoorrtt::  KKUU’’ss  PPrrooffeessssiioonnaall  DDeevveellooppmmeenntt  PPrrooggrraamm  iinnvvoollvviinngg  MMaajjoorr  
SSttaakkeehhoollddeerrss  oonn  CCaammppuuss  tthhrroouugghh  aann  EEnnttrreepprreenneeuurrsshhiipp  AApppprrooaacchh  ttoo  SSDDGGss      

  
山本敏幸（関西大学教育推進部） 

亀井直人（SDGs 推進ネットワーク in 九州） 
田上正範（追手門学院大学基盤教育機構） 

西脇菜穂子（関西大学学事局授業支援グループ） 
  
キキーーワワーードド  SSDD,,  FFDD,,  三三者者協協働働型型研研修修ププロロググララムム、、持持続続可可能能なな開開発発目目標標、、SSDDGGss  //  PPrrooffeessssiioonnaall  
DDeevveellooppmmeenntt  PPrrooggrraamm,,  OOnn--CCaammppuuss  SSttaakkeehhoollddeerrss  ,,  TTrraaiinniinngg  PPrrooggrraamm,,  SSDDGGss  ((SSuussttaaiinnaabbllee  
DDeevveellooppmmeenntt  GGooaallss))    
 
11．．ははじじめめにに  
 本報告は 2019 年度に行った本学内の教員・職

員・学生を対象としたFD、SD研修プログラムの

報告である。企画から運営までの全行程を教員・

職員・学生の三者協働で行い、研修参加者も三者

協働で混合チームを構成し、SDGsの領域分野で、

グローバル社会に対して高等教育機関としてユニ

ークな社会貢献が出来ないかという課題にアント

レプレナー的なアプローチで挑んだ。隔週で開催

する集合研修も集合研修間の狭間の期間も「いつ

でも、どこでも」チームメンバー全員及び全参加

者が「同じページで」プロジェクトに関わってい

るという意識が持て、超時空間的・俯瞰的視点で

プロジェクト全体が見られるような工夫を行った。

本文で詳細を報告する。 
教育開発支援センターFD/SD 連携プロジェク

トでは、事務職員、教育職員、そして学生が連携

してこれから取り組むべき課題を発見し、社会の

変革に対応し、時代に即した教育を展開できる能

力を育成することを目的とする事務職員・教育職

員・学生の三者を対象とした「SD 研修プログラ

ム」を開催した。 
この研修は SD の義務化に伴い、教育開発支援

センターが 2017 度から実施している研修で、今

回で3年目を迎える。昨年度までの研修テーマ（大

学教育）を一新し、今年度は【教員】【職員】【学

生】の三者によるより活発な議論を促すため、「持

続可能な開発目標（SDGs）」をテーマとした。研

修内容は教育推進部教員・教育開発支援センター

研究員・教育開発支援室職員・LA が協働して企

画・運営し、【教員】【職員】【学生】がそれぞれの

立場から、持続可能な世界を実現するための大学

の在り方について議論する PBL 型ワークショッ

プ（3 回のワークショップと最終課題発表会）と

して実施した。研修の趣旨や内容等に鑑み、人材

開発課及び関西大学SDGs推進プロジェクトとの

共催によって実施されたため、学生・教員・事務

職員が意識を持って参加をした。 
 

22..  SSDD 研研修修ププロロググララムムのの設設計計・・特特色色  
今回の研修では、交渉学の考え方を取り入れた。 

交渉学とは、米国ハーバード大学の研究に基づく、

長く良い信頼関係を構築するための方法論である。

そこには、互いにとって長く良い関係として、

win-win な関係がある。SDGs の持続可能性を追

求する方法論として、交渉学のアプローチを活用

した。具体的には、SDGs を自分ごとと捉えて生

きる「今の自分」と SDGｓの目標達成年である

2035 年を生きる「未来の自分」との win-win な

関係を構築することとした。さらに、本学で独自

に開発したスタディースキルゼミやプロジェクト

型学習の授業等で培ってきたアクティブラーニン

グによる深い学びのノウハウを展開し、本学に適

したプログラムを目論んだ。 
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（アクセス日 01-20-2020） 
          
参参考考文文献献  
西谷元 （2017）.「留学効果の客観的測定・プロ
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山田礼子 （2013）.「学生の特性を把握する間接

評価：教学ＩＲの有用性」『工学教育』 Vol.61, 
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Shealy, C. N. （Ed.)（2016）. Making Sense of 
Beliefs and Values: Theory, Research, and 
Practice. Springer: USA.  
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これまでの SD 研修では座学の割合が高く、

個々の参加者が各々で学びを深める研修形式であ

った。しかし、今年度の SD 研修では交渉学を身

に着けるための根本的な考え方となるクリティカ

ルシンキングを取り入れ、教員・職員・学生の三

者にチーム・ベースで深い学びが担保できる方法

を採用した。言い換えれば、本学が大切にしてい

る「考動力」を具体的に体感する場面を導入した。

クリティカルシンキングのためのシンキングツー

ルを活用して、現状調査のための情報収集、ニー

ズ調査で収集した情報を分類整理、そして、ギャ

ップ分析し、本学発信のユニーク且つ価値のある

SDGs 企画のプランニングする創造へと展開した。 
 

33..  SSDD 研研修修ププロロググララムムのの実実施施  
33..11..  前前年年度度かかららのの変変更更・・改改善善  
前年度からの改善点を以下に４つ述べる。 
・CTL教員が各回をリレー講義形式で担当する

研修から、1 名の教員が全四回シリーズを担当

する形式に変更したこと。 
・SD 研修の企画段階から三者協働で準備を進

めたこと。 
・SDGs を自分ごととして捉えるための仕掛け

として、感情移入を促すエンパシー・ビルディ

ング演習を第 1回目の研修に据えた。一般社団

法人イマココラボ認定「2030SDGs」ファシリ

テーターで、本学教育開発支援センター研究員

である亀井直人を講師とし、ゲーミフィケーシ

ョンによる臨場感ある研修により受講者のモチ

ベーションが継続するように工夫した。 
・研修は 4回シリーズの隔週で集まり、チーム・

ベースの演習形式で展開したが、参加者が研修

と研修の間でいつでもどこでも同じページでチ

ーム活動ができる研修環境をバーチャル空間に

設定した。 
 

33..22..  テテーーママ設設定定  
第 1回（2017年度）・第 2回（2018年度）SD

研修は、高等教育をテーマとし「内部質保証シス

テムの構築」や「教育評価と大学教育」、「ICTと

大学教育」などのトピックを扱ってきた。過去 2

回の SD 研修受講者アンケートやヒアリングを踏

まえ、三者協働によるディスカッション（主に学

生と）の機会をさらに望む声や、教員と学生の参

加者数が思わしくない点等を改善すべく、プログ

ラムの内容変更や実施の基本構成についても検討

した。その結果、2019年度SD研修では、大学運

営や高等教育の知識や専門性に依存せず、教員・

職員・学生がより対等な立場で議論できるよう、

さらに、受講者それぞれが社会の構成員となって

発言できるよう、新規性のあるテーマ設定に拘っ

た。そのテーマは、本学がプロジェクトチームを

立ち上げて達成への貢献に取り組むSDGsとして、

「関西大学×SDGs〜持続可能な開発目標のため

に関大としてできること〜」と題し、研修プログ

ラムの実施要件として「教員・職員・学生がそれ

ぞれの立場から、持続可能な世界を実現するため

の大学の在り方について議論する PBL 型ワーク

ショップ」とした。 
 

33..33..  受受講講者者のの募募集集  
本研修の広報・周知は、教員・職員・学生に対

して 3 つのルートで実施した。教員への周知は、

例年通り各学部の教員が委員を務める教育推進委

員会での開催を報告するとともに、各教員へは個

別案内チラシを配布した。その上で「SDGs」とい

うワードをシラバスに含む科目を担当している教

員に向けてメールでの個別案内を行った。 
職員への周知は人材開発課が学内インフォメー

ションシステムを利用して実施した。本研修は、

人材開発課が実施する職員研修の一環として位置

づけられているためである。 
例年学生に対する周知は、授業支援グループか

ら、授業運営のサポートを行う授業支援スチュー

デントアシスタント（SA）に対して学内インフォ

メーションシステムを利用して伝言機能で送付し

ていたが、今年度は授業支援 SA に加え、学長課

から関西大学SDGs推進プロジェクトに所属する

学生サポーターにも個別に Email でも案内した。 
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33..44.. 到到達達目目標標 
本 SD 研修では、教員・職員・学生を大学の重

要なステークホルダーと位置づけ、三者それぞれ

にとっての研修参加のメリット及び到達目標を定

義した。教員の到達目標を「SDGs を取り入れた

授業設計の導入方法、及び PBL などのアクティ

ブラーニングの手法を学ぶことができる」、職員の

到達目標を「SDGs に取り入れた大学運営につい

て検討（現在の業務の見直し）できる。」、学生の

到達目標を「SDGs について知り、SDGs のため

に自身がどう貢献できるかを考えることができる」

とした。また、研修の全体到達目標としては、三

者が協働し、混合のプロジェクトチームを構成し

て、グローバル社会を対象に本学としてのユニー

クなSDGs の運営企画を創造することとした。

33..55.. ププロロググララムム内内容容とと各各回回のの到到達達目目標標 
 受講者間の SDGs に関する事前知識差に鑑み、

Padlet®キャンバスを通して、資料購読と動画視

聴を研修の事前学習として課した。

第 1 回目は「SDGs～他人事からジブンゴトへ

マインドセットを転換！～」をテーマに受講者が

SDGs の概要を理解するとともに、SDGs を主体

的に（ジブンゴト）ととらえられるようマインド

セットを転換することを目標とした。教育推進部

山本敏幸、教育開発支援センター研究員 亀井直人

のファシリテーションのもとカードゲーム「2030 
SDGs」を通して、受講生が持続可能な開発目標達

成までの道のりを体験しながら、SDGs の本質に

ついて理解を深められるようにした。このカード

ゲームは SDGs の取り組みの要となる 3 要素：

「経済」・「環境」・「社会」の視点からSDGs につ

いて自分の周りの社会現象を捉え、これからの社

会が安心、安全でグローバルレベルで住みやすい

社会になるように工夫するという未来に向けての

意識付けを目指している。臨場感がある自分ごと

としてSDGs を捉え、シミュレーションで実際に

考え判断したことを行動に移して実践し、その結

果を確認できることは通常の座学セミナーでは叶

わないものである。第 1回目で三者協働型の受講

者対象にこういった意識付けをすることは、

SDGs についての体験を通した深い理解と取り組

みについてのモチベーション、やる気を促すこと

に繫がった。

図 1 SDGs ゲーム中の様子

第 2回目のワークショップでは、受講者が社会

の構成員としてSDGsをジブンゴトととらえなが

ら、持続可能な開発目標達成のために大学が果た

す役割について議論を展開できるように、事前課

題として日本の大学におけるSDGsに関する取り

組み事例調査を課した。（図 2参照）

図 2 Padlet上の第 1回目の共有キャンバス（活

動内容）

第 2回目は「SDGｓに向けて関西大学としてで

きること」をテーマとし、教育推進部 山本敏幸

のファシリテーションのもと、受講生は事前学習

として課された日本の大学における SDGｓの取

組みについての調査結果を共有し、調査内容・関

心が類似している受講生を 2～5 名のチームに編

成した。その後、チーム毎に事前調査で収集した

日本の大学におけるユニークなSDGsへの取組み

に つ い て SWOT(Strengths, Weaknesses, 
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Opportunities, Threats) 分析を行った。（図 2参

照）

図 3 Padlet上の第 2回目の共有キャンバス（活

動内容）

第 3回目では、「SDGs アクションプラン」（発

表準備）をテーマとし、最終課題発表に向けてチ

ームごとに準備を行った。教育推進部 山本敏幸

のファシリテーションのもと、受講者は前回の研

修で実施した日本の大学におけるユニークな

SDGs への取組みについての SWOT(Strengths, 
Weaknesses, Opportunities, Threats) 分析結果

を共有した上で、関西大学が取り組むべきユニー

クな SDGs への取組みについて議論を展開した。

本学が取り組むべきユニークなSDGsへの取組み

とは何なのか、グループでブレインストーミング

を行い、マンダラートというシンキングツールや、

nu-board（ジャバラタイプの携帯性に優れたホワ

イドボード）使ってアイデアを可視化していくこ

とで、短時間で効率的かつ生産的なディスカッシ

ョンを行った。（図 4参照）。

図 4 Padlet上の第 3回目の共有キャンバス（活

動内容）

最終課題発表会では、教員・学生で編成された

8 チームからのポスター共有があった。（図 4 参

照）。内 7チームが、「持続可能な開発目標のため

に関大としてできること」をテーマに、短時間で

の口頭発表（ピッチ）及びポスター発表形式でそ

れぞれのアクションプランを発表した（表 2）。小

学生にSDGs を広めるプラン「SDGs 祭」や関大

前の飲食店での食品ロスを削減するプラン「減ら

せ！食べ残し＠関大前」など、ユニークなプラン

が発表された。なかでも、本学でのブルーシーフ

ードの商品化を掲げるプラン「ブルーシーフード

を知ろう！」と、キャンパス内のマイストロー利

用率増加を目標とするプラン「関大×マイストロ

ー」には、その独自性と具体性を評し、奥和義副

学長（政策創造学部教授）からBest SDGs 企画賞

として表彰した。研修の全行程を全うした参加者

には参加のサーティフィケイトを渡した。

（次ぺーじに続く）
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図 5 チームポスター

図 6 Padlet上の第 4回目の共有キャンバス

（活動内容）

図 7 ポスターセッションの様子

33..66.. シシンンキキンンググツツーールル・・IICCTT のの活活用用 
本研修は、受講者間の活発な議論・主体的な

学びを促進するために、様々なアクティブラーニ

ングの手法・教育支援ツールを取り入れることを

念頭においた。これは、受講した教員がアクティ

ブラーニングの手法を学生の立場から体験するこ

とで、今後アクティブラーニングを取り入れた授

業の展開につなげるという効果を期待するもので

もあった。講師の一方的なレクチャーによる研修

ではなく、学習者中心かつインタラクティブな研

修となるよう、研修全体を通して、受講者間のデ

ィスカッションを多く取り入れた。また活発な議

論を促進するため、付箋紙やnu-board、マンダラ

ート、SWOT 分析など、アイデアを可視化し体系

化・分析するツールとして取り入れた。また、受

講者間のインタラクションをさらに高める工夫と

して、Padlet®キャンバスを活用し、ワークショッ

プ内外で受講者同士が成果物（日本の大学におけ

る SDGs に関する取り組み事例調査、SWOT 分

析結果、発表ポスター等）を共有できる仕組みを

取り入れた（図6、図 7参照）。

44..  最最終終課課題題のの評評価価ポポイインントト 
44..11.. ユユニニーーククささ 

国内の大学では様々なSDGsの取り組みがな

されているが、各チームで自分達が興味を持つ

SDGs の領域内でのギャップ分析の成果、それに

基づいた新規プロジェクトの創造が、ユニークな

取り組みのポイントとなった。ギャップ分析を適

切に行わず、他の大学のプロジェクト組み合わせ

を行ったり、発展させたり、模倣したものは評価

を低くした。

44..22..  SSDDGGss のの視視点点かからら 
SDGs は 17 項目の達成目標からなるが、おお

まかに経済的な考慮、環境に及ぼす影響、社会に

及ぼす影響の 3 点が基本となっている。(下図参

照) これらの 3 点への考慮が適切になされてい

るかが、良い企画であるかの評価ポイントとなる。

どちらか一方に偏った設計のプロジェクトになっ

ていると、たとえユニークな企画であっても、評

価を低くした。

図 8 SDGs の 3つのポイント

44..33 三三者者協協働働型型研研修修ののふふりりかかええりり 
各チームの最終成果物の共有は、SD 研修期間

にチームで行った学びの活動とディスカッション

による合意形成と創造のすべてが凝縮されたポス

ターによる発表とピッチによる口頭発表、及び、

経済

環境 社会
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ポスター前でのフリーディスカッションセッショ

ンで構成した。これにより、SD 研修に参加した

すべてのステークホルダーが全チームのSDGsプ
ロジェクトの内容について共有することができた。 
 チームの発表に参加して感じたことは、研修参

加者がSDGs について正確に理解し、自分達のチ

ームのプロジェクトについて、SDGs の取り組み

全体の中での立ち位置を明確に把握していたこと

である。本学としてのユニークな取り組みの提案

は第2回目の研修で行ったギャップ分析の成果が

最終的にチームの成果に影響したようである。 
 発表のあった 8点のポスターでは、SDGs につ

いて「経済」「環境」「社会」の全領域を包含し、

且つ、グローバルな視点も視野に入れたチーム、

「ブルーシーフード」と「My Straw」のプロジェ

クト提案を高く評価した。三者協働によるプロジ

ェクトチームがうまく運営できたことに起因する

と思われる。 
 
55..  今今後後のの課課題題  
 本学では 2010 年来三者協働型の取り組みとし

て、アクティブラーニングで展開する三者協働の

学びの文化を構築してきている。今回の SD 研修

はその一環で行ったものである。今後も様々な分

野で引き続き三者協働でキャンパス内のメインの

ステークホルダーである、未来社会に貢献する学

生たちの成長を育む研修を継続していきたい。 
 三者協働で研修を行う意義は、学生にとって、

人生の先を行く社会人としての職員、教員を未来

の自分と見立てて、「今の自分」と「未来の自分」

で対話をしてもらうことである。つまり、職員、

教員を人生のロールモデルとして、学生自身のフ

ューチャーデザイン、人生設計の機会を持つこと

にある。こういった研修を充実させることが、大

学の4年間を通して社会人として成長していく未

来世代へのアカデミックな教育的な貢献ではない

だろうか。 
 

参参考考文文献献  
三浦真琴（編著）.（2019）アクティブラーニ

ング読本「未来を切り拓く交渉学―関大・交

渉学 教科書＆ワークブック、これから「交

渉学の授業デザイン・カリキュラム・デザイ

ン」をめざす方に送る書―」. 関西大学教育

推進部. 
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ださった法法人人部部・・学学長長室室・・人人事事開開発発課課、、教教育育推推進進

部部の皆様、また、最終課題発表会でBest SDGs 企
画賞の選定し、表彰いただいた奥義和副学長（政

策創造学部教授、関西大学SDGs 推進プロジェク

トリーダー） に感謝の意を表する。 
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公公立立大大学学ににおおけけるる組組織織評評価価のの取取組組状状況況－－アアンンケケーートト調調査査結結果果のの分分析析をを中中心心ととししてて－－

SSiittuuaattiioonn  ooff  tthhee  OOrrggaanniizzaattiioonn  EEvvaalluuaattiioonn  iinn  PPuubblliicc  UUnniivveerrssiittyy  ::  SSuurrvveeyyeedd  wwiitthh  aa  
QQuueessttiioonnnnaaiirree  SSuurrvveeyy  

  
岩崎保道（高知大学ＩＲ・評価機構） 

  
キキーーワワーードド 組組織織評評価価、、公公立立大大学学、、アアンンケケーートト調調査査   ／／   OOrrggaanniizzaattiioonn  EEvvaalluuaattiioonn,,  PPuubblliicc  
UUnniivveerrssiittyy,, QQuueessttiioonnnnaaiirree  SSuurrvveeyy  
 
11．．公公立立大大学学ににおおけけるる組組織織評評価価  
本稿は、公立大学における組織評価の取組状況

について整理し、成果や課題を明らかにするもの

である1。その検討方法として、大学評価に関する

先行研究を整理したうえで、今後の制度改善の参

考とすることを目的として、2019年６月に 93公

立大学の大学評価担当課に対して、組織評価に関

するアンケート調査を依頼し分析を行った。 
組織評価は大学評価のなかで、どのような役割

を担っているのか。組織評価は教育研究の発展・

改善や第三者評価への活用、資源配分、社会的説

明責任などへの活用が考えられる。このなかでも

教育研究は内部質保証に関りが深い2。内部質保証

は、大学が自らの責任の下で行うものであり、「教

育研究活動等」「自己点検・評価」「改善・向上」

がサイクルとして回り、教育研究等の質的担保を

保証する機能を果たすものである。なお、外部質

保証は、教育研究の水準の向上や評価を通じた社

会への説明責任を果たすことなどが目的にある。

中教審（2016）は、内部質保証に関して「大学

の質保証においては、多様な大学が自ら掲げる目

標に向けて教育研究活動を行う中で、定期的な自

己点検・評価の取組を踏まえた各大学における自

主的・自律的な質保証への取組（内部質保証）が

基本であることを踏まえ、各大学の自律的な改革

サイクルとしての内部質保証機能を重視した評価

制度に転換する。」としている。 
このことを背景として、内部質保証体制の確立

や取組成果の明確化が強く求められている。その

手段として、大学改革支援・学位授与機構

（2017）が示したように、「学部・研究科の教育

研究活動等の有効性検証」「学修環境・学生支援

の点検・評価」「教職員の能力の保証と開発」が

あげられる。このうち、「学部・研究科の教育研

究活動等の有効性検証」を行う手段の一つとして

組織評価が考えられる。組織評価は部局等の諸活

動を検証し、優れた点や課題等を明らかにすると

ともに、改善の方向性に導く役割を持つ。これが

有効に機能すれば、自大学における教育研究等の

改善や質的向上につながる期待が持てる。 
本稿の研究成果が公立大学における組織評価の

改善の参考となり、それを通じて教育研究等の向

上に寄与することを望みたい。以上の課題意識の

もと、公立大学の組織評価に関するアンケート調

査分析を中心とした考察を行う。 
 

22..  大大学学ににおおけけるる組組織織評評価価にに関関すするる先先行行研研究究  
以下に、大学における組織評価に関する先行研

究を紹介する。組織評価を行うことの意義や重要

性、さらには課題を指摘したものがある。 
安岡（2009）は、勤務校の評価システムについ

て分析し、「少なくても教育に関しては一定の方向

性を持つことが必要であると思われることから、

教育評価に関しては一定の成果を得るためには組

織評価が必要であると思われる。」と指摘した。一

定の方向性（教育目標を含む）は大学全体のもの、

各部局のものなど階層に分かれて設定することが

求められる。そのため、各階層に応じた到達度や

学習成果の明示が必要になる。この際、各部局の

ものについては組織評価によって明らかにし、取

組の一貫性やその検証を実施することは組織を改

善するために有効である。 
高森（2014）は、全国立大学法人に対するアン

ケート調査を実施し、「全学的な評価担当組織がほ
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とんどの（評価）業務を担当している一方、部局

の役割は、自部局のデータの収集・整理・分析、

データ提出が主であり、報告書の執筆を行ってい

る機関は総体的に少ないことを明らかにした。「大

量かつ多岐にわたる評価情報を収集・分析・取り

まとめるとともに、機関として共有するための組

織や仕組みの構築が重要となる中で、この中核を

担う中間組織の存在は大学評価実施における促進

要因になると考えられる。」と分析した。評価業

務の主導的業務を担うのは全学的な評価組織（評

価室など）だが、教育現場で実務を担う中間組織

（部局など）の役割も重要である。組織の階層を、

機関（大学全体）や部局（学部など）に分類すれ

ば、機関を構成するのが部局になる。そのため、

部局の評価を十分機能させることが機関の評価の

成否に直結することになる。 
田中ほか（2016）は、組織評価の課題として「組

織評価が教育研究の質の向上に結びついているか

が疑問」「評価結果に基づいて、各組織の活動を発

展・改善させるための支援が行われた実績が、あ

まりない」「評価結果に基づいて、各組織の見直し

や将来計画の策定が行われた実績もあまりない」

「活動実績報告書の作成が各組織にとってかなり

の負担になっている」と述べた。評価の形骸化を

防ぐとともに、業務の改善に寄与する評価制度に

するためには、制度の検証を定期的に行う必要が

ある。評価業務に伴う負担は少なくないが、教育

研究の質的向上につながる成果が得られれば十分

意義のある取組と言えよう。また、業務量を合理

的に軽減する工夫はすべきである。 
以上のように、先行研究で組織評価の役割と重

要性が述べられた。一方、田中ほか（2016）は、

組織評価の課題として取組効果に疑問があること

をあげた。これは、制度の存在意義にも関わる重

要な指摘である。 
 
33．．公公立立大大学学をを対対象象ととししたた組組織織評評価価にに関関すするるアア

ンンケケーートト調調査査結結果果 
33..11 アアンンケケーートト調調査査のの目目的的とと方方法法 
アンケート調査の目的は、公立大学における組

織評価の取組状況や成果、課題をまとめ、大学自

らが実施する評価制度を検証することで、今後の

制度改善の参考にするためである（調査主体は筆

者（岩崎））。調査方法として、2019 年６月に 93
公立大学の大学評価担当課に対して組織評価に関

するアンケート調査を封書により依頼した。 
質問項目は、「組織評価の実施数について」「組

織評価の目的について」「組織評価（本実施）の実

施開始年度について」「評価対象の組織について」

「組織評価の評価分野について」「組織評価の評価

サイクルについて」「組織評価結果の反映について」

「組織評価の実施による効果の状況について」「組

織評価の課題について」「組織評価の未実施の理由

について」である。 
なお、岩崎（2018）は、国立大学法人に対する

組織評価に関する同様のアンケート調査を実施し

ており、質問項目もほぼ同じ内容のものとした。 
 
33..22 調調査査結結果果  

93 公立大学への依頼に対して、72 校より回答

があった。組織評価の実施校は 16校（22.2%）で

あった（表 1）。実施を検討中または実施予定は７

校（9.7%）、未実施校は 49校（68.1%）であった。 
学生数別に組織評価の実施割合を見ると、概ね

２～３割であった。地域別に組織評価の実施数を

見ると、北海道・東北、関東はやや低いが、各地

域において概ね２～３割であった（表 2）。 

 

 
以降の調査結果は、学生数や学部数の規模によ

って、調査結果の特徴を見るため、（学生数別）は、

表1　組織評価の実施数について【学生数別】
学生数

（1）500

人未満

（2）500

～1,000

人未満

（3）1,000

～2,000

人未満

（4）2,000

～3,000

人未満

（5）3,000

～5,000

人未満
計/%

実施数 5 3 4 3 1 16

実施率

（実施校/

回答校）
31.3 17.6 19.0 27.3 20.0 22.2

n=16

表2　組織評価の実施数について【地域別】
地域 北海道・

東北
関東

甲信

越

東海・

北陸
近畿

中国・

四国

九州・

沖縄
計/%

実施数 2 1 2 5 2 2 2 16
実施率

（実施校/

回答校）
15.4 14.3 28.6 33.3 20.0 18.2 22.2 22.2

n=16
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「1,000人未満」と「1,000人以上」に分けて表記

した。（学部系統数別）は、「学部系統数１のみ」

「学部系統数２以上」に分けて表記した。 
組織評価の目的は「1.教育研究活動の発展・改

善」（62.5%）、「3. 内部質保証の担保」（68.8%）、

「6. 認証評価に活用」（75.0%）が半数を超えた

（表 3）。第三者評価制度への活用は「6. 認証評価

への活用」（75.0%）と「5.法人評価に活用」（37.5%）

であり、前者の割合が高かった。 
（学生数別）の「1.教育研究活動の発展・改善」

は、「1,000人未満」（37.5%）の割合が「1,000人

以上」（87.5%）より50.0ポイント低かった。（学

部系統数別）の「1.教育研究活動の発展・改善」

は、「学部系統 1 のみ」（28.6%）の割合が「学部

系統 2 以上」（88.9%）より 60.3 ポイント低かっ

た。 

 
組織評価の開始年度を４区分すると、2004～

2009の期間が 50.0%と比較的、高かった（表 4）。 
（学生数別）の「1,000人未満」について、４区

分の割合がそれぞれ４割以下であるが、「1,000人

以上」は2004～2009（75.0%）に集中していた。

（学部系統数別）の「学部系統 1のみ」について、

４区分の割合がそれぞれ３割以下であるが「学部

系統 2以上」は 2004～2009（66.7%）に集中して

いた。 
 

 
評価対象の組織は、「1.教育組織（学部、大学院

等）」（93.8%）、「2.センター組織や附属施設」

（68.8%）が比較的、高い割合だった（表5）。事

務組織も半数を超していた。表 3 で見たように、

組織評価の目的は教育に関わる割合が高いので、

教育組織を評価対象とする大学の割合が高かった。 
（学生数別）の 1.～3.の項目のそれぞれについ

て、「1,000人未満」の割合が「1,000 人以上」よ

り高かった。（学部系統数別）の 1.～3.の項目のそ

れぞれについて、「学部系統 1のみ」の割合が「学

部系統 2以上」より高かった。 

 
組織評価の評価分野は、「1.教育」（100.0%）、「2.

研究」（87.5%）、「3.社会貢献・国際貢献」（75.0%）、

「4.管理運営」（68.8%）の順に割合が高かった（表

6）。その他（自由記述）は「学生支援」があった。 
（学生数別）の「1,000 人以上」における 2.～

4.の項目と、（学部系統数別）の「学部系統 2以上」

における 2.～4.の項目が 80%未満であった。この

要因として、費用や人的負担の大きさが関係して

いるかもしれない3。 

 

表3　組織評価の目的について（複数回答可）（%）

1. 教育研究の
発展・改善

62.5 37.5 87.5 28.6 88.9

2. 大学改革の
手段

18.8 25.0 12.5 14.3 22.2

3. 内部質保証
の担保

68.8 87.5 50.0 85.7 55.6

4. 予算配分 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5. 法人評価に
活用

37.5 62.5 12.5 57.1 22.2

6. 認証評価へ
の活用

75.0 87.5 62.5 85.7 55.6

7. 教職員への
情報提供

12.5 25.0 0.0 14.3 11.1

8. 社会的説明 31.3 37.5 25.0 42.9 22.2

n=16

（学生数別） （学部系統数別）

項目

全体 1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

表4　組織評価の開始年度について（%）

～2003 6.3 12.5 0.0 14.3 0.0

2004～2009 50.0 25.0 75.0 28.6 66.7

2010～2015 18.8 25.0 12.5 28.6 11.1

2016～2019 25.0 37.5 12.5 28.6 22.2

n=16

項目

全体
（学生数別） （学部系統数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

表5　評価対象の組織について（複数回答可）（%）

1.　教育組織（学
部、大学院等）

93.8 100.0 87.5 100.0 88.9

2.　センター組織
や附属施設

68.8 87.5 50.0 85.7 55.6

3.　事務組織 56.3 87.5 25.0 85.7 33.3

n=16

項目

全体
（学生数別） （学部系統数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

表6　組織評価の評価分野について（複数回答可）（%）

1. 教育 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2. 研究 87.5 100.0 75.0 100.0 77.8

3. 社会貢献・
国際貢献

75.0 100.0 50.0 100.0 55.6

4. 管理運営 68.8 100.0 37.5 100.0 44.4

n=16

（学部系統数別）

項目

全体
（学生数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

とんどの（評価）業務を担当している一方、部局

の役割は、自部局のデータの収集・整理・分析、

データ提出が主であり、報告書の執筆を行ってい

る機関は総体的に少ないことを明らかにした。「大

量かつ多岐にわたる評価情報を収集・分析・取り

まとめるとともに、機関として共有するための組

織や仕組みの構築が重要となる中で、この中核を

担う中間組織の存在は大学評価実施における促進

要因になると考えられる。」と分析した。評価業

務の主導的業務を担うのは全学的な評価組織（評

価室など）だが、教育現場で実務を担う中間組織

（部局など）の役割も重要である。組織の階層を、

機関（大学全体）や部局（学部など）に分類すれ

ば、機関を構成するのが部局になる。そのため、

部局の評価を十分機能させることが機関の評価の

成否に直結することになる。 
田中ほか（2016）は、組織評価の課題として「組

織評価が教育研究の質の向上に結びついているか

が疑問」「評価結果に基づいて、各組織の活動を発

展・改善させるための支援が行われた実績が、あ

まりない」「評価結果に基づいて、各組織の見直し

や将来計画の策定が行われた実績もあまりない」

「活動実績報告書の作成が各組織にとってかなり

の負担になっている」と述べた。評価の形骸化を

防ぐとともに、業務の改善に寄与する評価制度に

するためには、制度の検証を定期的に行う必要が

ある。評価業務に伴う負担は少なくないが、教育

研究の質的向上につながる成果が得られれば十分

意義のある取組と言えよう。また、業務量を合理

的に軽減する工夫はすべきである。 
以上のように、先行研究で組織評価の役割と重

要性が述べられた。一方、田中ほか（2016）は、

組織評価の課題として取組効果に疑問があること

をあげた。これは、制度の存在意義にも関わる重

要な指摘である。 
 
33．．公公立立大大学学をを対対象象ととししたた組組織織評評価価にに関関すするるアア

ンンケケーートト調調査査結結果果 
33..11 アアンンケケーートト調調査査のの目目的的とと方方法法 
アンケート調査の目的は、公立大学における組

織評価の取組状況や成果、課題をまとめ、大学自

らが実施する評価制度を検証することで、今後の

制度改善の参考にするためである（調査主体は筆

者（岩崎））。調査方法として、2019 年６月に 93
公立大学の大学評価担当課に対して組織評価に関

するアンケート調査を封書により依頼した。 
質問項目は、「組織評価の実施数について」「組

織評価の目的について」「組織評価（本実施）の実

施開始年度について」「評価対象の組織について」

「組織評価の評価分野について」「組織評価の評価

サイクルについて」「組織評価結果の反映について」

「組織評価の実施による効果の状況について」「組

織評価の課題について」「組織評価の未実施の理由

について」である。 
なお、岩崎（2018）は、国立大学法人に対する

組織評価に関する同様のアンケート調査を実施し

ており、質問項目もほぼ同じ内容のものとした。 
 
33..22 調調査査結結果果  

93 公立大学への依頼に対して、72 校より回答

があった。組織評価の実施校は 16校（22.2%）で

あった（表 1）。実施を検討中または実施予定は７

校（9.7%）、未実施校は 49校（68.1%）であった。 
学生数別に組織評価の実施割合を見ると、概ね

２～３割であった。地域別に組織評価の実施数を

見ると、北海道・東北、関東はやや低いが、各地

域において概ね２～３割であった（表 2）。 

 

 
以降の調査結果は、学生数や学部数の規模によ

って、調査結果の特徴を見るため、（学生数別）は、

表1　組織評価の実施数について【学生数別】
学生数

（1）500

人未満

（2）500

～1,000

人未満

（3）1,000

～2,000

人未満

（4）2,000

～3,000

人未満

（5）3,000

～5,000

人未満
計/%

実施数 5 3 4 3 1 16

実施率

（実施校/

回答校）
31.3 17.6 19.0 27.3 20.0 22.2

n=16

表2　組織評価の実施数について【地域別】
地域 北海道・

東北
関東

甲信

越

東海・

北陸
近畿

中国・

四国

九州・

沖縄
計/%

実施数 2 1 2 5 2 2 2 16
実施率

（実施校/

回答校）
15.4 14.3 28.6 33.3 20.0 18.2 22.2 22.2

n=16
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組織評価の評価サイクルは「（1）１年」（62.5%）

が最も高い割合だった（表 7）。「（3）３年」及び

「（6）その他」がともに18.8%であり、それ以外

の項目は 0.0%であった。（6）は「学生支援」であ

った。「（6）その他」（自由記述）は「６年」「開学

○周年を契機として」という回答があった。 
（学生数別）の「1,000 人以上」における（1）

と、（学部系統数別）の「学部系統 2以上」におけ

る（1）が半数以下であった。この要因として、費

用や人的負担の大きさが関係しているかもしれな

い。 

 
組織評価結果の反映は、「1.自己改善に活用」

（87.5%）、「5.認証評価に利用」（75.0%）、「7. 社
会的説明」（56.3%）が半数を超えた（表8）。 
第三者評価への活用について、「4.法人評価に利

用」（37.5%）及び「5.認証評価に利用」（75.0%）

は、組織評価の目的（表 3）で示した割合と同じ

であった。一方、「2. 上位者による指導、助言」及

び「3. 予算配分の基礎資料」は共に 6.3%と低く、

多くの大学は管理者の指導、助言や資源配分には

あまり役立てられていなかった。また、「8. 業績

の把握」は 18.8%と比較的低かった。評価を行う

にあたり、実績の把握は重要な確認事項だと思わ

れるので、この点は制度の有効性に疑問が残る。 
（学生数別）の2.～8.の項目は、「1,000人未満」

の割合が「1,000人以上」に比べて高かった。（学

部系統数別）の 3.～8.の項目は、「学部系統 1 の

み」の割合が「学部系統 2 以上」に比べて高い。 
組織評価の実施による効果の状況を点数化した

（表 9）4。その結果、平均（全体）は 3.1点と低

かった。「2.組織活動の自己点検・評価」（3.5 点）

が最も高く、「7. 組織の活性化」（2.7 点）が最も

低かった。 

 
教育の発展・改善に関わる「1 教育研究活動等

の改善」（3.3点）、「6. 内部質保証の担保」（3.1点）」

の点数は低かった。組織評価の目的（表 3）にお

いては、「1.教育研究活動の発展・改善」（62.5%）

や「6. 内部質保証の担保」（75.0%）を目的に掲げ

る大学が半数を超えたが、その目的が十分達成で

きなかった状況が想像される。 
（学生数別）の平均について、「1,000 人未満」

（3.4点）が「1,000人以上」（2.9点）より 0.5点

高かった。（学部系統数別）の平均について、「学

部系統 1のみ」（3.4点）が「学部系統 2以上」（2.9
点）より 0.5点高かった。 

 
組織評価の課題は集中する項目はなく、「2. Ｐ

ＤＣＡの形骸化」における（43.8%）が最も高い割

合だった（表10）。また、「5. 費用や人的負担」は

37.5%と高い割合ではなかった。なお、「3. 改善に

結び付かない」は0.0%であり、組織評価の実施に

よる効果（表9）の低さからすると矛盾を感じる。 
（学生数別）の「2. ＰＤＣＡの形骸化」におけ

表7　組織評価の評価サイクルについて（%）

（1） １年 62.5 87.5 37.5 85.7 44.4

（2） ２年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（3） ３年 18.8 12.5 25.0 14.3 22.2

（4） ４年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（5） 不定期 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（6） その他 18.8 0.0 37.5 0.0 33.3

n=16

項目

全体
（学生数別） （学部系統数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

表8　組織評価結果の反映について（複数回答可）（%）

1. 自己改善に活用 87.5 87.5 87.5 85.7 88.9

2. 上位者による指
導、助言

6.3 12.5 0.0 0.0 11.1

3. 予算配分の基礎
資料

6.3 12.5 0.0 14.3 0.0

4. 法人評価に利用 37.5 50.0 25.0 42.9 33.3

5. 認証評価に利用 75.0 87.5 62.5 100.0 55.6

6. 教職員の意識改
革

31.3 37.5 25.0 42.9 22.2

7. 社会的説明 56.3 75.0 37.5 85.7 33.3

8. 業績の把握 18.8 37.5 0.0 28.6 11.1

n=16

項目

全体
（学生数別） （学部系統数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

表9　組織評価の実施による効果の状況について（５点満点）

1 教育研究活動等の
改善

3.3 3.6 3.1 3.5 3.2

2. 組織活動の自己点
検・評価

3.5 3.9 3.1 3.7 3.3

3. 組織の目的や計画
の達成度を検証

3.1 3.3 2.9 3.2 3.0

4. 課題点の発見 3.3 3.4 3.3 3.3 3.3

5. 大学改革への活用 2.9 3.3 2.6 3.2 2.8

6. 内部質保証の担保 3.1 3.6 2.8 3.5 2.9

7. 組織の活性化 2.7 3.0 2.4 3.2 2.3

8. 教職員の意識改革 3.1 3.3 2.9 3.5 2.8

9. 社会への説明責任 3.1 3.4 2.8 3.7 2.7

平均 3.1 3.4 2.9 3.4 2.9

n=16

（学部系統数別）

項目

全体
（学生数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9
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る「1,000 人未満」（62.5%）が半数を超えたが、

同項目の「1,000人以上」（25.0%）と格差が生じ

ていた。同様に（学部系統数別）の「2. ＰＤＣＡ

の形骸化」における「学部系統 1 のみ」（71.4%）

が半数を超えたが、同項目の「学部系統 2 以上」

（25.0%）と格差が生じていた。 

 
組織評価の未実施の理由は、半数を超える項目

はなかった（表 11）。「イ. 必要がない」（24.5%）、

「ト. 負担が大きい」（20.4%）の順に高かった。 
その他（自由記述）に「必要に応じて検討」「公

立大学法人評価及び認証評価の際、組織としての

自己評価を実施しているため」「規程等が整ってい

ないため」などがあった。 
（学部系統数別）の「ト. 負担が大きい」におけ

る「学部系統 2以上」（23.8%）は「学部系統 1の

み」（17.9%）に比べて 5.9ポイント高かった。大

規模校ほど負担が大きいということかもしれない。 

 
 
44．．結結語語 
以上の考察の結果、以下の点が明らかになった。 
第１に、組織評価の目的（表 3）について、「認

証評価への活用」（75.0%）、「内部質保証の担保」

（68.8%）、「教育研究活動の発展・改善」（62.5%）

が半数を超えた。また、組織評価の評価分野（表

6）のほぼ全ての大学が「教育」「研究」をあげた。 
第２に、組織評価結果の反映（表 8）は、「自己

改善に活用」（87.5%）、「認証評価に利用」（75.0%）

などが半数を超えた。組織評価の目的（表 3）に

おける「認証評価に活用」の割合（75.0%）と、組

織評価結果の反映（表 8）における「認証評価に

利用」の割合（75.0%）は同じだった。 
第３に、組織評価の実施による効果（表9）は、

「教員の教育力向上」や「内部質保証への寄与」

などの状況を質問したところ、全体的にあまり効

果がないことが分かった。ただし、「組織活動の自

己点検・評価」の項目にやや効果が見られた。 
田中ほか（2016）は、組織評価の課題として「組

織評価が教育研究の質の向上に結びついているか

が疑問」としたが、それを肯定する結果となった。 
第４に、組織評価の課題（表 10）について、「人

事・昇給・昇進等への反映」や「費用や人的労力

の負担」などの状況を質問したところ、集中する

項目はなかった。ただし、43.8%の大学が「ＰＤＣ

Ａの形骸化」をあげた。 
第５に、組織評価の未実施の理由（表11）は集

中する項目はなかった。田中ほか（2016）は、組

織評価の課題の一つに活動実績報告書の作成の負

担をあげたが、表 11 の「ト. 負担が大きい」は

20.4%の割合にとどまっていた。 
以上のように、組織評価の実施による効果は十

分とは言えない。この結果は、組織評価結果の反

映（表 8）における「自己改善に活用」が９割あ

るにもかかわらず、組織評価の結果活用が不十分

である可能性を示すものである。 
公立大学における組織評価の実施割合は22.2%

と低かった。しかし、組織評価の結果（データの

蓄積など付随するものを含む）を第三者評価や内

部質保証など関連する取組に効果的に利用する方

法が確立できれば、実施割合は高くなるかもしれ

ない。そのためには、組織評価における実施目的

及び反映方法、実施結果の検証（教育研究への効

果）など、制度の活用方法を確立する必要がある。 

表10　組織評価の課題について（複数回答可）（%）

1. 評価領域・指標の策定 37.5 25.0 50.0 28.6 44.4

2. ＰＤＣＡの形骸化 43.8 62.5 25.0 71.4 22.2

3. 改善に結び付かない 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4. 課題が十分掘り出せな
い

12.5 25.0 0.0 28.6 0.0

5. 費用や人的負担 37.5 25.0 50.0 28.6 44.4

6. 教職員の協力が不十
分

6.3 12.5 0.0 14.3 0.0

7. 組織評価の結果が未
公表

6.3 12.5 0.0 14.3 0.0

8. 評価体制が未成熟 25.0 25.0 25.0 14.3 33.3

n=16

項目

全体
（学生数別） （学部系統数別）

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

1,000人
未満 n=8

表11　組織評価の未実施の理由について（複数回答可）（%）

イ. 必要がない 24.5 38.1 14.3 32.1 14.3

ロ. 活用が困難なため 2.0 0.0 3.6 0.0 4.8

ハ. 大学評価制度で
求められていない

18.4 4.8 28.6 17.9 19.0

ニ. 評価体制の維持が
困難

10.2 9.5 10.7 7.1 14.3

ホ. 評価基準の策定
が困難

18.4 14.3 21.4 17.9 19.0

ヘ. 評価方法が不明 8.2 0.0 14.3 7.1 9.5

ト. 負担が大きい 20.4 19.0 21.4 17.9 23.8

n=49

（学生数別） （学部系統数別）

項目

全体 1,000人未
満 n=21

1,000人以
上 n=28

学部系統1
のみ n=28

学部系統2
以上 n=21

組織評価の評価サイクルは「（1）１年」（62.5%）

が最も高い割合だった（表 7）。「（3）３年」及び

「（6）その他」がともに18.8%であり、それ以外

の項目は 0.0%であった。（6）は「学生支援」であ

った。「（6）その他」（自由記述）は「６年」「開学

○周年を契機として」という回答があった。 
（学生数別）の「1,000 人以上」における（1）

と、（学部系統数別）の「学部系統 2以上」におけ

る（1）が半数以下であった。この要因として、費

用や人的負担の大きさが関係しているかもしれな

い。 

 
組織評価結果の反映は、「1.自己改善に活用」

（87.5%）、「5.認証評価に利用」（75.0%）、「7. 社
会的説明」（56.3%）が半数を超えた（表8）。 
第三者評価への活用について、「4.法人評価に利

用」（37.5%）及び「5.認証評価に利用」（75.0%）

は、組織評価の目的（表 3）で示した割合と同じ

であった。一方、「2. 上位者による指導、助言」及

び「3. 予算配分の基礎資料」は共に 6.3%と低く、

多くの大学は管理者の指導、助言や資源配分には

あまり役立てられていなかった。また、「8. 業績

の把握」は 18.8%と比較的低かった。評価を行う

にあたり、実績の把握は重要な確認事項だと思わ

れるので、この点は制度の有効性に疑問が残る。 
（学生数別）の2.～8.の項目は、「1,000人未満」

の割合が「1,000人以上」に比べて高かった。（学

部系統数別）の 3.～8.の項目は、「学部系統 1 の

み」の割合が「学部系統 2 以上」に比べて高い。 
組織評価の実施による効果の状況を点数化した

（表 9）4。その結果、平均（全体）は 3.1点と低

かった。「2.組織活動の自己点検・評価」（3.5 点）

が最も高く、「7. 組織の活性化」（2.7 点）が最も

低かった。 

 
教育の発展・改善に関わる「1 教育研究活動等

の改善」（3.3点）、「6. 内部質保証の担保」（3.1点）」

の点数は低かった。組織評価の目的（表 3）にお

いては、「1.教育研究活動の発展・改善」（62.5%）

や「6. 内部質保証の担保」（75.0%）を目的に掲げ

る大学が半数を超えたが、その目的が十分達成で

きなかった状況が想像される。 
（学生数別）の平均について、「1,000 人未満」

（3.4点）が「1,000人以上」（2.9点）より 0.5点

高かった。（学部系統数別）の平均について、「学

部系統 1のみ」（3.4点）が「学部系統 2以上」（2.9
点）より 0.5点高かった。 

 
組織評価の課題は集中する項目はなく、「2. Ｐ

ＤＣＡの形骸化」における（43.8%）が最も高い割

合だった（表10）。また、「5. 費用や人的負担」は

37.5%と高い割合ではなかった。なお、「3. 改善に

結び付かない」は0.0%であり、組織評価の実施に

よる効果（表9）の低さからすると矛盾を感じる。 
（学生数別）の「2. ＰＤＣＡの形骸化」におけ

表7　組織評価の評価サイクルについて（%）

（1） １年 62.5 87.5 37.5 85.7 44.4

（2） ２年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（3） ３年 18.8 12.5 25.0 14.3 22.2

（4） ４年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（5） 不定期 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（6） その他 18.8 0.0 37.5 0.0 33.3

n=16

項目

全体
（学生数別） （学部系統数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

表8　組織評価結果の反映について（複数回答可）（%）

1. 自己改善に活用 87.5 87.5 87.5 85.7 88.9

2. 上位者による指
導、助言

6.3 12.5 0.0 0.0 11.1

3. 予算配分の基礎
資料

6.3 12.5 0.0 14.3 0.0

4. 法人評価に利用 37.5 50.0 25.0 42.9 33.3

5. 認証評価に利用 75.0 87.5 62.5 100.0 55.6

6. 教職員の意識改
革

31.3 37.5 25.0 42.9 22.2

7. 社会的説明 56.3 75.0 37.5 85.7 33.3

8. 業績の把握 18.8 37.5 0.0 28.6 11.1

n=16

項目

全体
（学生数別） （学部系統数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9

表9　組織評価の実施による効果の状況について（５点満点）

1 教育研究活動等の
改善

3.3 3.6 3.1 3.5 3.2

2. 組織活動の自己点
検・評価

3.5 3.9 3.1 3.7 3.3

3. 組織の目的や計画
の達成度を検証

3.1 3.3 2.9 3.2 3.0

4. 課題点の発見 3.3 3.4 3.3 3.3 3.3

5. 大学改革への活用 2.9 3.3 2.6 3.2 2.8

6. 内部質保証の担保 3.1 3.6 2.8 3.5 2.9

7. 組織の活性化 2.7 3.0 2.4 3.2 2.3

8. 教職員の意識改革 3.1 3.3 2.9 3.5 2.8

9. 社会への説明責任 3.1 3.4 2.8 3.7 2.7

平均 3.1 3.4 2.9 3.4 2.9

n=16

（学部系統数別）

項目

全体
（学生数別）

1,000人
未満 n=8

1,000人
以上 n=8

学部系統1
のみ n=7

学部系統2
以上 n=9
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註註  
1 本稿でいう組織評価の定義は、大学が独自に定

める学内組織（教育組織や附属施設等）を対象と

した評価を指すものであり、法人評価及び認証評

価等の法令で定める評価は含まない。また、組織

の階層として、機関（大学全体）や部局（学部な

ど）に分類することができる。 
 
2 内部質保証とは、大学改革支援・学位授与機構 
質保証システムの現状と将来像に関する研究会

（2017）「教育の内部質保証に関するガイドライ

ン」23.によると、「大学が自律的な組織として、

その使命や目的を実現するために、自らが行う教

育及び研究、組織及び運営、ならびに施設及び設

備の状況について継続的に点検・評価し、質の保

証を行うとともに、絶えず改善・向上に取り組む

ことを指す」とされている。 
 
3 「表 8 組織評価結果の反映について」の「5. 
費用や人的負担」の（学生数別）及び（学部系統

数別）の内訳を見ると、規模が大きい大学ほど割

合が高くなっている。 
 
4 点数の算出方法は、回答の「①大いに効果があ

った」が５点、「②ある程度、効果があった」が

４点、「③あまり効果はなかった」が３点、「⑤わ

からない」が２点、「④全く効果はなかった」が

１点で計算した。 
 
参参考考文文献献  
岩崎保道（2018）「国立大学法人における組織評

価の取組状況－アンケート調査結果の分析を中

心として－」高知大学総合教育センター大学教

育創造部門『高知大学教育研究論集』23,71-
83. 

大学改革支援・学位授与機構（2017）「教育の内

部質保証に関するガイドライン」25. 
高森智嗣（2014）「国立大学法人における大学評

価実施体制の現状と課題―「評価室」を中心に

―」独立行政法人大学評価・学位授与機構『大

学評価・学位研究』15,65. 
田中正弘ほか（2016）「大学組織の評価指標のあ

り方に関する国際研究」筑波大学大学研究セン

ター『大学研究』（42）,79. 
中央教育審議会大学分科会（2016）「認証評価制

度の充実に向けて（審議まとめ）」3. 
安岡高志（2009）「教員評価－個人評価と組織評

価」日本教育情報学会『年会論文集』25,118. 
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GGlloobbaall  TTeeaacchhiinngg  AAssssiissttaannttss  aanndd  PPeeeerr--ddrriivveenn  LLaanngguuaaggee  IInnssttrruuccttiioonn  iinn  aa  
MMuullttiilliinngguuaall  EEnnvviirroonnmmeenntt  

 

Brian Murray (Kansai University, Division for Promotion of Educational 
Development)  

 
Keywords: EMI, SAL, SALC, GTA, MI-ROOM

11..  EEnngglliisshh--mmeeddiiuumm  IInnssttrruuccttiioonn  iinn  JJaappaann  

Universities in non-English-dominant 

countries worldwide are increasing their 

use of English for teaching and learning 

(Bradford & Brown, 2018). With more 

than a third of Japanese universities 

offering English-medium instruction 

(EMI) (MEXT, 2015), it is already well 

established as a learning approach. 

Self-access learning (SAL) is also in the 

forefront of Japanese higher-level 

institutions’ language learning programs. 

Universities throughout Japan are 

improving student facilities by providing 

self-access learning centers (SALC) 

on-campus. Higher education institutions 

(HEI) in the Kansai area have specially 

appointed facilities focusing on SAL or 

EMI, such as the “English Village” at 

Kindai University, “Beyond Borders 

Plaza” in Ritsumeikan University, and 

the “language LOFT” at Konan 

University, as well as the “Mi-room” at 

Kansai University. 

  

22..  TThhee  MMii--rroooomm  

The multilingual immersion (Mi) room at 

Kansai University was established in 

2015 to give students a place they can 

feel comfortable in speaking and 

communicating through English. 

Japanese university students often state 

that one of the main differences between 

high school and university is the freedom 

to choose the subjects they want to learn. 

The Mi-room lets them choose what they 

want to learn in an informal, yet 

organized environment. It has evolved to 

provide multiple language sessions on top 

of English-mediated sessions, as well as 

culturally focused special sessions. This 

program is now called the global teaching 

assistant (GTA) program, and allows 

international students a unique, 

interesting and challenging way to learn 

while teaching others. 

  

33..  SSAALL  aanndd  EEMMII  iinn  tthhee  MMii--rroooomm  

The Mi-room is focused on providing 

self-access language learning (SALL) 

註註  
1 本稿でいう組織評価の定義は、大学が独自に定

める学内組織（教育組織や附属施設等）を対象と

した評価を指すものであり、法人評価及び認証評

価等の法令で定める評価は含まない。また、組織

の階層として、機関（大学全体）や部局（学部な

ど）に分類することができる。 
 
2 内部質保証とは、大学改革支援・学位授与機構 
質保証システムの現状と将来像に関する研究会

（2017）「教育の内部質保証に関するガイドライ

ン」23.によると、「大学が自律的な組織として、

その使命や目的を実現するために、自らが行う教

育及び研究、組織及び運営、ならびに施設及び設

備の状況について継続的に点検・評価し、質の保

証を行うとともに、絶えず改善・向上に取り組む

ことを指す」とされている。 
 
3 「表 8 組織評価結果の反映について」の「5. 
費用や人的負担」の（学生数別）及び（学部系統

数別）の内訳を見ると、規模が大きい大学ほど割

合が高くなっている。 
 
4 点数の算出方法は、回答の「①大いに効果があ

った」が５点、「②ある程度、効果があった」が

４点、「③あまり効果はなかった」が３点、「⑤わ

からない」が２点、「④全く効果はなかった」が

１点で計算した。 
 
参参考考文文献献  
岩崎保道（2018）「国立大学法人における組織評

価の取組状況－アンケート調査結果の分析を中

心として－」高知大学総合教育センター大学教

育創造部門『高知大学教育研究論集』23,71-
83. 

大学改革支援・学位授与機構（2017）「教育の内

部質保証に関するガイドライン」25. 
高森智嗣（2014）「国立大学法人における大学評

価実施体制の現状と課題―「評価室」を中心に

―」独立行政法人大学評価・学位授与機構『大

学評価・学位研究』15,65. 
田中正弘ほか（2016）「大学組織の評価指標のあ

り方に関する国際研究」筑波大学大学研究セン

ター『大学研究』（42）,79. 
中央教育審議会大学分科会（2016）「認証評価制

度の充実に向けて（審議まとめ）」3. 
安岡高志（2009）「教員評価－個人評価と組織評

価」日本教育情報学会『年会論文集』25,118. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



― 152 ―

関西大学高等教育研究　第11号　2020年３月

solutions to the students of Kansai 

University. SALL is learning a language 

through the use of a self-contained 

learning environment, which provides an 

independent study programme with 

readily accessible materials. (Klassen, 

Detaramani, Lui, Patri, & Wu, 1998). The 

GTA program is SALL and the programs 

provided at the Mi-room are EMI 

sessions, and are led by dedicated 

international students called GTA. 

  

TTaabbllee  11..  GGTTAA  NNuummbbeerrss  bbyy  YYeeaarr  

AAccaaddeemmiicc  YYeeaarr  22001188  22001199  

Total number of GTAs 61 50 

Number of countries 

represented by GTAs 
22 18 

  

44..  GGlloobbaall  TTeeaacchhiinngg  AAssssiissttaannttss  

The Mi-room is staffed by GTAs, 

consisting of international exchange 

students, specially selected and placed in 

charge of English-mediated sessions, or 

walk in classes, provided in the Mi-room. 

They are hired on a semester basis and 

are invited to apply again to work if they 

plan to study at the university for more 

than a semester. They work in pairs, 

teaching their session type for sixty 

minutes. Pairs are selected, as far as is 

practical, by choosing an international 

student from the west and an 

international student from the east.   

  

TTaabbllee  22..  GGTTAA  NNaattiioonnaalliittiieess  bbyy  RReeggiioonn  --  22001188  

RReeggiioonn  CCoouunnttrryy  

Europe 

Egypt, France, Germany, 

Netherlands, Poland, 

Spain, UK 

North 

America 
United States 

South 

America 
Brazil, Ecuador 

Asia-Pacific 

Afghanistan, Australia, 

China, Hong Kong, India, 

Kyrgyzstan, Philippines, 

Malaysia, South Korea, 

Taiwan, Thailand, 

Vietnam 

  

TTaabbllee  33..  RReepprreesseennttaattiivvee  NNaattiioonnaalliittiieess  bbyy  

RReeggiioonn  --  22001199  

RReeggiioonn  CCoouunnttrryy  

Europe 

France, Germany, 

Switzerland, Turkey, 

Egypt, UK 

North 

America 
USA, Mexico 

South 

America 
Brazil 

Asia-Pacific 

Afghanistan, China, 

Indonesia, Kyrgyzstan, 

South Korea, Malaysia, 

Philippines, Taiwan, 

Thailand 

  

55..  PPrroommoottiinngg  IInntteerrnnaattiioonnaall  DDiivveerrssiittyy  

Although language instruction is the 



― 153 ―

関西大学高等教育研究　第11号　2020年３月

primary mission of the Mi-room, another 

of the missions of the Mi-room is to 

promote international diversity and 

cultural exchange. Thus, a mix of 

nationalities and personalities are 

selected to work as GTAs to give a more 

realistic reflection of the contemporary 

world. 

  

66..  MMII--rroooomm  SSeessssiioonnss  

Sessions are walk-in classes provided to 

registered students free of charge. These 

sessions require no reservation and 

students are free to enter sessions 

according to their own schedule. GTAs 

work in pairs and are in charge of 

sessions held in the Mi-room. Each 

session is designed to be independent of 

the previous or following session, 

allowing for effective student 

participation. 

  

TTaabbllee  44..  LLiisstt  ooff  SSeessssiioonn  TTyyppeess  

Session Type 

English-mediated 

language-centered 

session 

English-mediated 

content-centered session 

Other-language-centered 

language session 

English-mediated 

content-centered special 

events  

  

66..11..  EEnngglliisshh--mmeeddiiaatteedd  LLaanngguuaaggee--cceenntteerreedd  

SSeessssiioonn    

These are sessions focused on specific 

aspects of language learning.  

Some sessions offered in 2019 were: TOEIC 

Seminar, Pronunciation Clinic, Writing 

Workshop, Business English, and Tricky 

Grammar.  

  

66..22..  EEnngglliisshh--mmeeddiiaatteedd  CCoonntteenntt--cceenntteerreedd  

SSeessssiioonn  

The goal of these sessions is to expand 

participants’ vocabulary and improve 

spoken proficiency in various areas. They 

also aim to improve international 

awareness among local students and 

improve cultural competency of 

participants.  

  

TTaabbllee  55..    22001199  SSeessssiioonnss  

Regular Themed 

Sessions 

“English 

Through…” series 

Current Affairs  

English Discourse 

News Talk 

English Discussion  

In the News 

International 

Affairs 

Drama & Theater 

Anime 

Movies  

Culture  

Music  

Hospitality  

Film  

Popular culture 
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FFiigg..  11  EEnngglliisshh--mmeeddiiaatteedd  ccoonntteenntt--cceenntteerreedd  

sseessssiioonn  --  EEnngglliisshh  TThhrroouugghh  CCuullttuurree  SSeessssiioonn    

““RReelliiggiioonn  iinn  MMaallaayyssiiaa””  

  

66..33..  OOtthheerr--llaanngguuaaggee  llaanngguuaaggee--cceenntteerreedd  

SSeessssiioonn    

The primary function is to expose students 

to new languages cultures and different 

ways of thinking. Recurring languages like 

Chinese and Korean are consistently 

popular among participants, and less 

familiar languages like Kyrgyz, Turkish 

and Javanese are available semester to 

semester. Examples of languages taught in 

2019 were: Korean, Spanish, German, 

Chinese, French, Tagalog, Urdu, Kyrgyz, 

Russian, Bahasa, Javanese, Arabic, Malay, 

Portuguese and Thai. 

  

 

FFiigg..  22  OOtthheerr--llaanngguuaaggee  LLaanngguuaaggee--cceenntteerreedd  

SSeessssiioonn  ––BBeeggiinnnneerrss  CChhiinneessee  

  

66..44..  EEnngglliisshh--mmeeddiiaatteedd  CCoonntteenntt--cceenntteerreedd  

SSppeecciiaall  SSeessssiioonn    

English-mediated content-centered special 

sessions are one-off events and are 

received very well by participants. The 

range of topics covered is wide. Some of the 

sessions that were offered were: Visual 

Writing, American’s Four-Course Meal, 

Broadway: Musical Theatre, How to 

Behave in South Korea: Table Drinking 

and Business Manners, British 

Small-town Life and Culture, An insight 

into Punk and Hardcore Subculture, 

Fantastic French Sweets, Welcome to the 

World of K-POP! Explore the Secret of 

Egyptian Hieroglyphs, Taiwan Night 

Market Culture, Introducing Guy Fawkes, 

and Local Attractions in Malaysia! 

 

 
FFiigg..  33  SSppeecciiaall  EEvveenntt  ––  IInnttrroodduucciinngg  GGuuyy  

FFaawwkkeess  

  

77..  AAbboouutt  GGlloobbaall  TTeeaacchhiinngg  AAssssiissttaannttss  ((GGTTAA))  

GTAs are in charge of their sessions and 
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are responsible for creating their content 

for their sessions in their pairs. They 

create a syllabus for each course they are 

in charge of and it is checked for 

appropriateness before content is 

developed. Each session is designed to be 

independent of the previous of following 

session, allowing for students to walk-in 

and participate. 

  

88..  GGTTAA  FFeeeeddbbaacckk  ––  IInnssttrruuccttoorrss  PPeerrssppeeccttiivvee  

A focus group was held with 11 GTAs from 

the fall semester of 2019. Afterwards they 

were asked to complete an individual 

survey based on the focus group discussion. 

Data is outline section by section and 

observations are outlined below. 

  

88..11..  TTeeaacchhiinngg  

91% of GTAs think teaching is interesting. 

however, this number lowers considerably 

to 54% when asked how pleasant it is. 

100% agree that teaching encourages them 

to be creative, and 82% state that it gave 

them the opportunity to use a variety of 

skills. 100% of GTAs agreed that the 

experience teaching as a GTA gave them 

an opportunity to advance their career, 

while 63% said that teaching in the 

Mi-room provided them an opportunity to 

help others learn. 

  

88..22..  SSeessssiioonnss  aanndd  CCoonntteenntt  

91% of GTAs said they took responsibility 

for planning their lessons. 72% of said they 

had the freedom to make their own 

decisions for the sessions and content. 36% 

disagreed, while 36% agreed with wanting 

a predetermined syllabus. 73% disagreed 

with the idea that all of the content should 

be decided for them. 45% agreed that 

preparing for regular sessions was difficult, 

while 45% disagreed with preparing for 

special events was difficult. 64% said that 

it was difficult to keep the participants 

interested. 

88..33..  PPaarrttiicciippaannttss  

Participation in Mi-room sessions is 

voluntary, and when asked, 55% said they 

strongly agreed that participants were 

motivated to learn. While 36% remained 

neutral, nobody disagreed. Asked if the 

students’ English level of English was 

appropriate for the session it was a split of 

36% agreeing and 36% disagreeing. 45% of 

participants were deemed to participate 

actively in the session, while 18% 

disagreed. 45% of participants were 

determined to be too shy, versus 36%. 36% 

said participants didn’t speak enough, 

while 36% said they did. 55% of responses 

agreed that the English level ability 

between the Japanese participants and 

other international participants varied 

greatly.  

  

88..44  WWoorrkkppllaaccee  

91% strongly agreed that liked the people 

they worked with, and 82% also strongly 

agreed that they got along with them.  
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100% agreed that their colleagues 

stimulated them to do better work, 

however only 45% of them strongly agreed. 

54% agreed that their colleagues give 

them suggestions and feedback about their 

teaching. 91% of them said that they had 

made lasting friendships with other GTAs 

and staff.  

73% said that their interests are similar to 

those of their colleagues. 

  

99..  GGTTAA  FFeeeeddbbaacckk  --  OObbsseerrvvaattiioonnss    

  

99..11  TTeeaacchhiinngg  

It is clear from the data that GTAs have 

enjoyed their experience overall, but have 

become more aware of what goes on in the 

background of teaching, such as 

preparation and practice, as well as 

reflecting on the process and how to 

improve. Some GTAs complained of the 

time required to prepare effective lessons 

and materials. Through their experience 

in the Mi-room they felt they were able to 

further their career prospects, and the 

experience of public speaking will help 

them in the future, as well as the 

certificate they receive upon completion. 

  

99..22  SSeessssiioonn  CCoonntteenntt  

Students considered themselves 

responsible for lesson preparation. It 

shows a sense of pride and responsibility 

in their role as a GTA. However, there was 

an occasional voice of discontent. One GTA 

commented that their partner failed to 

prepare for lessons and didn’t 

communicate with them. 

It is clear that they found it easier to 

prepare for special sessions than for 

regular sessions. This is likely due to the 

fact that they had full freedom to present 

about something they were familiar with 

and passionate about. However, finding 

original and engaging activities for regular 

sessions to keep participants engaged was 

more difficult that they had anticipated. 

99..33  PPaarrttiicciippaannttss  

The majority of participants were 

motivated to learn, but the figure is lower 

than expected. This is likely connected to 

the definition of participation. Japanese 

students can show respect to the teacher 

by not speaking and listening intently, but 

European and North American GTA may 

seen this as disinterest. Cultural 

differences in learning will have to be 

explained in more detail in the coming 

GTA program.  

Much needs to be done to clarify levels of 

difficulty and appropriateness for both 

GTAs and participants. It is fair to assume 

that many of the participants under or 

overestimate their own language ability.  

Thus, a more comprehensive explanation 

of session-content and choosing 

appropriate sessions to participate in will 

be helpful in the future. As a consequence, 

there are plans to introduce reference 

levels based on CEFR. 
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99..44  WWoorrkkppllaaccee  

The fact that GTAs got along so well is 

very encouraging. They can support each 

other and give each other suggestions and 

advice. The GTA program provides 

domestic and international students with 

a like-minded network of global 

friendships that they are likely to foster 

moving forward, improving 

internationalization at home and abroad. 
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WWeebb 方方式式にによよるる授授業業アアンンケケーートトののパパイイロロッットト版版ににつついいててのの報報告告  

AA  bbrriieeff  rreeppoorrtt  oonn  tthhee  rreessuulltt  ooff  aa  ppiilloott  vveerrssiioonn  ooff  aa  wweebb--bbaasseedd  eevvaalluuaattiioonn  ssuurrvveeyy  bbyy  
ssttuuddeennttss  

  
関口理久子（関西大学社会学部） 

  
キキーーワワーードド  授授業業評評価価アアンンケケーートト、、WWeebb 方方式式、、学学修修態態度度へへのの自自己己評評価価／／evaluation survey by 
students, web-based, self-evaluation on learning attitude  
 
11．．授授業業評評価価アアンンケケーートトのの改改正正のの背背景景  
関西大学では、2017 年２月に、教育における内

部質保証システム（教育の主体が自らの教育のあ

り方を学生の学修成果を基にチェックする仕組み）

を構築した。その背景には、高等教育の質保証が

グローバル化の進行とともに国際共通課題となっ

ており、学修成果をどのようにあげるかが問われ

るようになってきたことがある。 
教育における内部質保証システムでは、３つの

レベルにおいてPlan（P）、Do（D）、Check（C）、
A（Action）のPDCA サイクルの有機的な連携が

重要となる。3 つのレベルとは、授業を基盤とす

るミクロレベル、授業の集合体である教育プログ

ラム（学士課程教育を含む）を基盤とするミドル

レベル、そして学士課程教育および全学共通の教

育プログラムの集合体を基盤とするマクロレベル

である。それぞれのレベルにPDCAサイクルがあ

るが、授業アンケートは、ミクロレベル（授業）

において、客観的評価である成績評価に、主観的

評価である授業アンケートを加えることで、C
（Check）の多面性を担保するものである。 

 
22..  授授業業評評価価アアンンケケーートトのの見見直直ししのの必必要要性性  
関西大学では、より質の高い教育を行うために

は、直接学生の声を聞き授業に反映させることが

必要であるとの認識に立って 2000 年度から試行

的に授業評価アンケートが開始され、2010 年度

まで細かな改良が加えられながらアンケートが実

施されてきた。2011 年度春学期には、アンケート

の質問項目の変更、教員への「フィードバックシ

ート」の返却、教員版授業評価アンケートの実施

等の見直しが行われ、個々の授業改善につなげる

アンケートとして定着してきた（三浦, 2000; 川
瀬・竹中, 2000）。 
しかし、先述したように、現行のアンケートに

おいて不足している点があることが明らかになり、

それに伴って更なる改善が必要なことが判明した。  
改善点として考えられた点は主に二つである。 
第一に、学生自身がどの程度学べたかを自ら評

価する主観的評価に関わる項目、すなわち、学修

態度への自己評価項目が少ないという点である。

現行のアンケートは、教員の態度への評価や学習

環境への評価について尋ねる項目は多く、教授法

への評価としては役立つものである。しかし、学

生の授業以外での主体的な学修時間や、シラバス

等に示した到達目標にどのくらい達したと感じて

いるか、授業の内容をどのくらい理解したと感じ

ているかなどの、学生自身が自分の学びを評価す

る項目を追加する必要がある。 
第二に、質問項目について学部が自由に作成す

ることができないという点である。現行のアンケ

ートは、全学共通の項目のみで構成されている。

共通項目だけでは尋ねきれない点について学部独

自で項目を作成したいというニーズには、現行の

マークシート方式によるアンケートでは応えられ

ていない。そこで、共通項目に学部独自項目も加

えたいというニーズにも応えられるように実施方

法を改善する必要がある。以上のような背景から、

現行の授業評価アンケートの見直しを行うことが

必要となった。 
  
33..  新新ししいいアアンンケケーートトのの提提案案  
 教育開発支援センター（CTL）では、各学部選

出の教育開発支援センター（CTL）委員を中心に
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各学部の協力を得て、2018 年 10月から改善案を

作成してきた。改善案については、2019年 3月に

CTL 委員会にて全学的に提案の骨子が了承され、

名称も「授業アンケート」と変え、新たなアンケ

ートとして実施されることとなった。その後、

2019 年 4 月には教育推進委員会にて報告され、

2019年 10月には、詳細な実施案が全学的に提示

され了承された。新アンケートの主な改善点は、

学生自身が自分の学びについて評価する項目が加

えられたこと、マークシート方式から Web 方式

に変更され、学部独自科目の作成や担任者への結

果の迅速なフィードバックが可能になったこと、

全開講科目について実施されることなどである

（表 1）。 
  
表 1 授業評価アンケート（現行）と授業アンケ

ート（新）の新旧対応について 

  

  
44..  パパイイロロッットト版版のの実実施施  
 新アンケートの実施に向けては、全学からCTL
委員を通じていくつかの懸念が寄せられた。特に、

回答率の低下、QR コードの提示方法、およびス

マートフォンを活用した回答の際に KuWifi への

過負荷が生じる懸念などがあった。また、現行の

授業評価アンケート項目にあった項目のうち新し

いアンケート項目では削除される項目があり、削

除された項目の代替え項目となりうる項目が新ア

ンケートにあるかどうかの確認が必要となった

（付表 1、付表 2）。そこで、2020年度春学期から

の円滑な実施にむけて、2019年度秋学期にパイロ

ット版を実施することが必要となった。 
 
44..11..  実実施施方方法法  
実実施施対対象象科科目目  13学部の専門科目と共通教養

科目のうち、CTL委員の担当する授業科目にお

いて、現行アンケートと新アンケートの両方を実

施する科目と新アンケートのみを実施する科目に

ついて担任者の判断によりいずれかを実施した。

現行アンケートと新アンケートの両方を実施した

科目は 30科目（表 2-1）、新アンケートのみを実

施した科目は46科目であった(表 2-2)。 
実実施施方方法法  授業中に、QR コード、URL を付け

た自由記述用紙を一人につき１枚配付した。回答

者は、自由記述用紙に付されたQR コードを読み

取り、アンケートに回答した。また、担任者の指

示のもと自由記述用紙を記入の上、担任者に提出

し、担任者は自由記述用紙を回収した。なお、自

由記述用紙には従来通り所属、学籍番号、氏名の

記述欄を設けた。回答時にスマートフォンやＰＣ

といったデバイスを持っていない受講生に対して

は、QR コードとURL を付した自由記述用紙を

持ち帰り、期日までに回答するよう指示すること

とした。 
担担任任者者提提示示項項目目（（QQ1100））  パイロット版に限り、

第 10項目は、「このアンケートシステムで工夫し

てほしいと思うものをすべて選んでください」と

し、選択肢は、画面の表示（見やすさ）、画面表示

までの時間、KuWifi のつながりやすさ、回答に要

した時間（質問数）、特にないの計 5選択肢であっ

た。 
 

区分
授業評価アンケート
（現行アンケート）

授業アンケート
（新アンケート）

趣旨・目的 授業改善
授業改善と内部質保証
に対応させた学修評価

対象科目
全開講科目（専門教育
科目の演習科目・実習
科目は一部除く）

全開講科目

アンケート
の種類

中間アンケート・最終
アンケート

最終アンケート（中間
アンケートは希望があ
れば実施）

調査方法
マークシート・自由記
述

WEB方式・自由記述用
紙

実施期間 第14～第15週目
第13週目～各学期試験
最終日まで

実施時間 授業中
原則授業中だが、授業
外も可

項目数
共通質問19問と担任者
提示項目1問

共通質問9問と担任者
提示項目1問・学部独
自項目最大5問

記銘方法 無記名 無記名

質問内容 教授評価項目
教授評価項目と学修評
価項目

教員アン
ケート

実施 実施しない

結果の閲覧
（教員）

インフォーメーション
システムより集計結果
とフィードバックシー
トを返却

集計結果をデータとし
てフィードバック・担
任者によるクロス集計
が可能

結果の閲覧
（学生）

シラバスより集計結果
を閲覧

シラバスより集計結果
を閲覧
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表 2-1 両アンケート実施科目の授業形態別一覧 

   

表 2-2 新アンケート実施科目の授業形態別一覧 

      
  
44..22..  結結果果  
  回回答答率率  履修者数は 2563名、回答者数は1568

名であり、回答率は61.2%であった。 
 記記述述統統計計量量  共通項目についての平均値と標

準偏差を表 3に示した。 
担担任任者者提提示示項項目目（（QQ1100）） 選択された項目別の

人数と比率を示すと、特にないが最も多く812
名（55.8%）、次いでKuWifiのつながりやすさ

が 385名（26.5%）、画面の表示が 178名

（12.2%）、画面表示までの時間が 106名

（7.3%）、回答に要した時間が 65名（4.5%）の

順であった。 
新新アアンンケケーートトのの項項目目間間相相関関  新アンケートを実

施した 46科目について、新アンケートの項目の

うちQ5の多肢選択項目とQ10の担任者提示項

目を除く 8項目間について、ピアソン積率相関

係数を算出した（表4）。Q6.学修時間はQ3.シラ

バスとの整合性とのみ中程度の正の相関が認めら

れた（p<.05）が、他のいずれの項目とも相関が

認められなった。その他の項目間ではQ6以外の

すべての項目と中程度から強い正の相関が認めら

れた（p<.01~.001）。 
現現行行アアンンケケーートトとと新新アアンンケケーートトのの項項目目間間相相関関  

現行および新アンケートの両方を行った30科目

について、現行アンケートのQ3とQ15の多肢

選択項目とQ20.担任者提示項目を除く 17項目

と、新アンケートの8項目について、ピアソン

積率相関係数を算出した（表 5）。新アンケート

のQ6.学修時間は、すべての現行アンケート項目

と相関が認められなかった。また、Q7.意欲的学

びはQ1.出席を除くすべての現行アンケート項目

と中程度から強い正の相関が認められた

（p<.05~.001）。 
履履修修者者数数・・回回答答数数とと新新アアンンケケーートトのの項項目目間間相相

関関  履修者数と回答数と新アンケートの各項目

間のピアソン積率相関係数を算出した（表6）。
履修者数と回答者数は、Q4.理解度確認、Q6.学
習時間、Q7.意欲的学び、Q8.到達目標の達成

度、Q9.総合判断と中程度の負の相関が認められ

た（p<.01~.001）。 
 

Ⅰ型 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型

商学部 1 0 0 0 1
社会学部 2 0 0 0 2
政策創造 1 0 0 0 1
外国語 0 0 0 1 1

社会安全 2 0 0 0 2
総合情報 1 0 0 0 1
人間健康 1 0 0 0 1
環境都市 0 1 0 0 1
化学生命 3 0 0 0 3
共通教養 4 0 8 3 15
その他 2 0 0 0 2
合計 17 1 8 4 30

授業形態a)

学部

Note.a)科目数は30で授業形態により４型に

分類した．講義(Ⅰ型)：専門教育および共通

教養の講義科目．専門教育演習(Ⅱ型)：各学

部の専門演習か卒業研究.　共通教養演習

（Ⅲ型)：共通教養科目のうち演習型授業科

目．外国語科目（Ⅳ型）．

合計

Ⅰ型 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 Ⅴ型

法 0 2 0 0 0 2
経済 1 1 0 0 0 2
商 1 0 0 0 0 1

社会 2 2 0 0 1 5
政策創造 1 1 0 0 0 2
外国語 0 1 0 1 0 2

社会安全 2 2 0 0 0 4
総合情報 1 1 0 0 0 2
人間健康 1 2 0 0 0 3
環境都市 0 1 0 0 0 1
化学生命 3 0 0 0 0 3
共通教養 4 0 9 3 0 16
その他 3 0 0 0 0 3

19 13 9 4 1 46
Note.a)科目数は46で授業形態により５型に分類し

た．講義(Ⅰ型)：専門教育および共通教養の講義科

目．専門教育演習(Ⅱ型)：各学部の専門演習か卒業

研究.　共通教養演習（Ⅲ型)：共通教養科目のうち

演習型授業科目．外国語科目（Ⅳ型）．専門教育
実習型（Ⅴ型）

合計
授業形態a)

学部

各学部の協力を得て、2018 年 10月から改善案を

作成してきた。改善案については、2019年 3月に

CTL 委員会にて全学的に提案の骨子が了承され、

名称も「授業アンケート」と変え、新たなアンケ

ートとして実施されることとなった。その後、

2019 年 4 月には教育推進委員会にて報告され、

2019年 10月には、詳細な実施案が全学的に提示

され了承された。新アンケートの主な改善点は、

学生自身が自分の学びについて評価する項目が加

えられたこと、マークシート方式から Web 方式

に変更され、学部独自科目の作成や担任者への結

果の迅速なフィードバックが可能になったこと、

全開講科目について実施されることなどである

（表 1）。 
  
表 1 授業評価アンケート（現行）と授業アンケ

ート（新）の新旧対応について 

  

  
44..  パパイイロロッットト版版のの実実施施  
 新アンケートの実施に向けては、全学からCTL
委員を通じていくつかの懸念が寄せられた。特に、

回答率の低下、QR コードの提示方法、およびス

マートフォンを活用した回答の際に KuWifi への

過負荷が生じる懸念などがあった。また、現行の

授業評価アンケート項目にあった項目のうち新し

いアンケート項目では削除される項目があり、削

除された項目の代替え項目となりうる項目が新ア

ンケートにあるかどうかの確認が必要となった

（付表 1、付表 2）。そこで、2020年度春学期から

の円滑な実施にむけて、2019年度秋学期にパイロ

ット版を実施することが必要となった。 
 
44..11..  実実施施方方法法  
実実施施対対象象科科目目  13学部の専門科目と共通教養

科目のうち、CTL委員の担当する授業科目にお

いて、現行アンケートと新アンケートの両方を実

施する科目と新アンケートのみを実施する科目に

ついて担任者の判断によりいずれかを実施した。

現行アンケートと新アンケートの両方を実施した

科目は 30科目（表 2-1）、新アンケートのみを実

施した科目は46科目であった(表 2-2)。 
実実施施方方法法  授業中に、QR コード、URL を付け

た自由記述用紙を一人につき１枚配付した。回答

者は、自由記述用紙に付されたQR コードを読み

取り、アンケートに回答した。また、担任者の指

示のもと自由記述用紙を記入の上、担任者に提出

し、担任者は自由記述用紙を回収した。なお、自

由記述用紙には従来通り所属、学籍番号、氏名の

記述欄を設けた。回答時にスマートフォンやＰＣ

といったデバイスを持っていない受講生に対して

は、QR コードとURL を付した自由記述用紙を

持ち帰り、期日までに回答するよう指示すること

とした。 
担担任任者者提提示示項項目目（（QQ1100））  パイロット版に限り、

第 10項目は、「このアンケートシステムで工夫し

てほしいと思うものをすべて選んでください」と

し、選択肢は、画面の表示（見やすさ）、画面表示

までの時間、KuWifi のつながりやすさ、回答に要

した時間（質問数）、特にないの計 5選択肢であっ

た。 
 

区分
授業評価アンケート
（現行アンケート）

授業アンケート
（新アンケート）

趣旨・目的 授業改善
授業改善と内部質保証
に対応させた学修評価

対象科目
全開講科目（専門教育
科目の演習科目・実習
科目は一部除く）

全開講科目

アンケート
の種類

中間アンケート・最終
アンケート

最終アンケート（中間
アンケートは希望があ
れば実施）

調査方法
マークシート・自由記
述

WEB方式・自由記述用
紙

実施期間 第14～第15週目
第13週目～各学期試験
最終日まで

実施時間 授業中
原則授業中だが、授業
外も可

項目数
共通質問19問と担任者
提示項目1問

共通質問9問と担任者
提示項目1問・学部独
自項目最大5問

記銘方法 無記名 無記名

質問内容 教授評価項目
教授評価項目と学修評
価項目

教員アン
ケート

実施 実施しない

結果の閲覧
（教員）

インフォーメーション
システムより集計結果
とフィードバックシー
トを返却

集計結果をデータとし
てフィードバック・担
任者によるクロス集計
が可能

結果の閲覧
（学生）

シラバスより集計結果
を閲覧

シラバスより集計結果
を閲覧
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表 3 授業評価アンケート（現行アンケート）と

授業アンケート（新アンケート）の記述統計量 

  
 
表 4 授業アンケート（新アンケート）の項目間

の相関分析結果 

 
 
 

表 5 新アンケートと現行アンケートの項目間相

関分析の結果 

 
 
表 6 授業アンケート（新アンケート）の各項目

と履修者数・回答者数との相関 

    

 
新新アアンンケケーートト項項目目とと現現行行アアンンケケーートト項項目目のの関関

連連  現行アンケートの各項目について、新アン

ケートの項目から予測が可能かどうかについて、

重回帰分析（ステップワイズ法）により検討を行

った。独立変数（説明変数）を新アンケートの項

目とし、従属変数を現行アンケートの項目として

重回帰分析を行った。ただし、相関分析の結果か

ら、新アンケートの項目間には強い相関が認めら

れる項目が多く、多重共線性のおそれがあるた

め、独立変数としたのは、すべてに相関が認めら

れたQ7.意欲的学び、現行アンケートにはない項

目であるQ3.シラバスとの整合性、Q3以外に相

関が認められなかったQ6.学修時間、新アンケー

トのいくつかの項目に相関が認められた履修者数

項目
番号

区分 平均 SD

現行アンケート（30科目）

Q1 出席
4.51 0.25

Q2 意欲的学び
4.39 0.26

Q4 授業時刻の遵守
4.49 0.22

Q5 授業テーマ
4.46 0.25

Q6 教材の適切さ
4.30 0.34

Q7 話し方
4.29 0.40

Q8 質問・相談の配慮
4.35 0.41

Q9 教員の公平性
4.47 0.30

Q10 学習環境の保持
4.48 0.29

Q11 教員の熱意
4.42 0.31

Q12 授業を進め方
4.34 0.33

Q13 授業の進度
4.32 0.29

Q14 授業の難易度
4.16 0.33

Q16 知的好奇心の刺激
4.24 0.36

Q17 推薦できる内容
4.26 0.37

Q18 知識・能力の高まり
4.28 0.32

Q19 総合的判断
4.31 0.33

新アンケート（46科目）

Q1 進度 4.58 0.42

Q2 難易度 4.17 0.53

Q3 シラバスとの整合性 4.36 0.39

Q4 理解度確認 4.37 0.53

Q6 学修時間 2.55 1.01

Q7 意欲的学び 4.34 0.38

Q8 到達目標の達成度 4.07 0.41

Q9 総合判断 4.46 0.40

Q1 進度 －

Q2 難易度 ..5599 ***

Q3 シラバスとの整合性 ..5599 *** ..5511 **

Q4 理解度確認 ..4433 ** ..5599 *** ..6633 ***

Q6 学修時間 .19 .03 .32 * .18

Q7 意欲的学び ..4411 ** ..5500 ** ..4488 ** ..7799 ** .21

Q8 到達目標の達成度 ..4422 ** ..6622 *** ..5566 ** ..7755 ** .18 ..8833 ***

Q9 総合判断 ..5577 *** ..5599 *** ..7722 *** ..8877 ** .27 ..8888 *** ..8811 ***

Note. N =46; *p<.05; **p<.01; ***p<.001

質問番号と質問項目 Q1 Q2 Q3 Q4 Q6 Q7 Q8

現行アンケート

Q1 出席
a) -.20 -.11 .00 .12 -.29 ..1199 .21 .06

Q2 意欲的学び -.02 .15 .03 ..5500 ** -.28 ..5599 ** ..5577 ** ..3388 *

Q4 授業時刻遵守
b) .13 .22 .32 .41 * -.11 ..3388 * .24 .31

Q5 テーマ明確
b) .15 .17 ..6600 *** ..5533 ** .07 ..4455 * ..3377 * ..5555 **

Q6 教材活用
b) .22 .29 ..5566 ** ..6699 *** -.14 ..5588 ** ..4466 * ..6655 ***

Q7 話し方
b) .25 ..4422 * ..6622 *** ..8877 *** -.13 ..7711 *** ..6644 *** ..8822 ***

Q8 質問・相談の配慮
b) .16 ..4455 * ..4488 * ..8899 *** -.10 ..7733 *** ..6655 *** ..7777 ***

Q9 教員の公平性
b) .05 .33 ..4444 * ..8800 *** -.05 ..6611 *** ..5511 ** ..7700 ***

Q10 学習環境の保持
a) .09 ..3377 * .36 ..7755 *** -.29 ..5588 ** ..5533 ** ..6633 ***

Q11 教員の熱意
b) .15 ..3377 * .41 ..8844 *** -.16 ..6655 *** ..5577 ** ..7711 ***

Q12 授業を進め方
b) .19 ..4422 * ..4499 ** ..9900 *** -.12 ..7744 *** ..6666 *** ..7788 ***

Q13 授業の進度 ..4411 * ..5599 ** ..5555 ** ..7766 *** -.21 ..7733 *** ..6655 *** ..7799 ***

Q14 授業の難易度 ..5500 ** ..7766 *** ..5500 ** ..6644 *** -.30 ..6666 *** ..6688 *** ..6688 ***

Q16 知的好奇心刺激
b) .14 ..3388 * ..4444 * ..8822 *** -.10 ..7711 *** ..6688 *** ..7799 ***

Q17 他者への推薦
a) .28 ..4466 * ..5533 ** ..8811 *** -.25 ..7766 *** ..7700 *** ..8822 ***

Q18 a) .13 .32 ..5522 ** ..8811 *** -.12 ..6644 *** ..5588 ** ..7744 ***

Q19 総合的判断 .15 .36 ..5577 * ..8844 *** -.15 ..6699 *** ..6644 *** ..8800 ***

Note. N =30; *p<.05; **p<.01; ***p<.001; a)新アンケートでは対応する項目がない;　b)教員

の評価に関する項目であり、新アンケートでは対応する項目がない．

新アンケート

Q1 Q2 Q3 Q4 Q6 Q7 Q8 Q9

項目
番号

区分

Q1 進度 -.04 -.03

Q2 難易度 -.21 -.16

Q3 シラバスとの整合性 -.15 -.13

Q4 理解度確認 --..4488 ** --..4433 **

Q6 学修時間 -.11 -.06

Q7 意欲的学び --..5511 *** --..4433 **

Q8 到達目標の達成度 --..4444 ** --..3399 **

Q9 総合判断 --..4466 ** --..4400 **

Note. N =46; **p<.01; ***p<.001

履修者数 回答者数
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の 4つとした。その結果、Q6.学修時間はいずれ

の項目も有意に予測しなかった（表 7）。Q7.意欲

的学びは、現行アンケートのQ1.出席とQ5.テー

マの明確さ以外はすべての項目を有意に予測した

（p<.05~.001）。履修者数は、多いほど現行アン

ケートのQ2.意欲的学びのなさについて有意に予

測する結果となった（p<.001）。またQ3.シラバ

スとの整合性については、現行アンケートのQ5. 
テーマの明確さ、Q6.教材活用、Q7.話し方を有

意に予測する結果となった（p<.05~.001）。 
 

表 7 重回帰分析の結果 

 

 
科科目目のの履履修修者者数数ととのの関関連連  科目の履修者数と

新アンケートの項目間に相関が認められたことか

ら、科目の履修サイズを独立変数とし、新アンケ

ートの各項目の平均評価値に影響があるかどうか

を検討した。新アンケートを実施した 46科目の

うち実習 1科目を除く履修者数は、最小 6名か

ら最大 305名であった。履修者数について上

位・下位 25%境界値を算出したところ、それぞ

れ 75名と15名、中央値は27名であった。そこ

で、履修者サイズにより3群に分類し、小(N=13

科目)：5-16名、中(N=21科目)：16-75名，大

(N=11科目)：75-305名の3群を作成し、履修サ

イズ（3）を独立変数、各項目の平均値を従属変

数とする 1要因参加者間計画の分散分析を行っ

た。主効果が有意な際の多重比較はTukey HSD
により行った。分析の結果、履修サイズの主効果

有意であったのは、Q4.理解度確認

（F(2,42)=5.90, p<.01, pη2=.22）、Q6.学修時間

（F(2,42)=5.78, p<.01, pη2=.22）、Q7.意欲的学

び（F(2,42)=10.10, p<.001, pη2=.32）、Q8.到達

目標の達成度（F(2,42)=6.67, p<.01, pη2=.24）、
Q9.総合判断（F(2,42)=5.28, p<.01, pη2=.20）で

あった。多重比較の結果をまとめると、すべてに

共通しているのは、履修サイズが大きい科目では

評価値が低いことであった（表 8）。 
 

表 8 履修サイズによる評価値への影響 

 
 
授授業業形形態態にによよるる評評価価値値へへのの影影響響  新アンケー

トを実施した46科目のうち実習 1科目を除く

45科目について、授業形態により４型に分類し

た。専門教育および共通教養の講義は講義型（Ⅰ

型，N=19）、各学部の専門演習や卒業研究は専

門演習型(Ⅱ型，N=13)、共通教養の演習型の科

目は共通教養演習型（Ⅲ型，N=9)、および外国

語科目（Ⅳ型，N=4）であった。授業形態（4）
を独立変数、各項目の平均値を従属変数とする1
要因参加者間計画の分散分析を行った。主効果が

有意な際の多重比較はTukey HSDにより行っ

た。分析の結果、授業形態の主効果が有意であっ

たのは、Q4.理解度確認（F(3,41)=5.75, p<.01, 

Q2 意欲的学び .46 *** -.37 * .43 *

Q4 授業時刻遵守 .14 * .38 *

Q5 テーマ明確 .36 *** .60 ***

Q6 教材活用 .44 *** .36 * .40 *

Q7 話し方 .60 *** .36 * .54 **

Q8 質問・相談の配慮 .53 *** .73 ***

Q9 教員の公平性 .37 *** .61 ***

Q10 学習環境の保持 .34 ** .58 **

Q11 教員の熱意 .42 *** .65 ***

Q12 授業を進め方 .55 *** .74 ***

Q13 授業の進度 .54 *** .73 ***

Q14 授業の難易度 .43 *** .66 ***

Q16 知的好奇心刺激 .51 *** .71 ***

Q17 他者への推薦 .58 *** .76 ***

Q18 知識・能力の高まり .40 *** .64 ***

Q19 総合的判断 .48 *** .69 ***

Note . *:p <.05; **p <.01, ***p <.01

現行アンケートの質問
項目（従属変数）

－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

－
－
－

新アンケートの項目（独立変数）

－
－ －

Q3 シラ

バスとの
整合性

標準化係数 （β）

R 2
履修者数

Q7 意欲

的学び

－ －
－ 多重比較b)

平均 SD 平均 SD 平均 SD

Q1 進度 4.59 0.43 4.57 0.51 4.59 0.20 ー

Q2 難易度 4.37 0.49 4.18 0.59 4.00 0.35 ー

Q3 シラバスとの整合性 4.45 0.43 4.35 0.43 4.26 0.25 ー

Q4 理解度確認 4.63 0.44 4.43 0.55 3.96 0.40 大<中,小

Q6 学修時間 3.17 1.22 2.17 0.69 2.30 0.59 大,中<小

Q7 意欲的学び 4.49 0.27 4.43 0.37 3.95 0.27 大<中,小

Q8 到達目標の達成度 4.22 0.31 4.16 0.45 3.72 0.25 大<中,小

Q9 総合判断 4.64 0.31 4.49 0.43 4.16 0.28 大<中,小

Note .　 a)履修者により3群に分類した．小(N =13)：5-16名、中

(N =21)：16-75名，大(N =11)：75-305名; b)Tukey HSD

新アンケート項目 履修者サイズa)

項目
番号

区分
小 中 大

表 3 授業評価アンケート（現行アンケート）と

授業アンケート（新アンケート）の記述統計量 

  
 
表 4 授業アンケート（新アンケート）の項目間

の相関分析結果 

 
 
 

表 5 新アンケートと現行アンケートの項目間相

関分析の結果 

 
 
表 6 授業アンケート（新アンケート）の各項目

と履修者数・回答者数との相関 

    

 
新新アアンンケケーートト項項目目とと現現行行アアンンケケーートト項項目目のの関関

連連  現行アンケートの各項目について、新アン

ケートの項目から予測が可能かどうかについて、

重回帰分析（ステップワイズ法）により検討を行

った。独立変数（説明変数）を新アンケートの項

目とし、従属変数を現行アンケートの項目として

重回帰分析を行った。ただし、相関分析の結果か

ら、新アンケートの項目間には強い相関が認めら

れる項目が多く、多重共線性のおそれがあるた

め、独立変数としたのは、すべてに相関が認めら

れたQ7.意欲的学び、現行アンケートにはない項

目であるQ3.シラバスとの整合性、Q3以外に相

関が認められなかったQ6.学修時間、新アンケー

トのいくつかの項目に相関が認められた履修者数

項目
番号

区分 平均 SD

現行アンケート（30科目）

Q1 出席
4.51 0.25

Q2 意欲的学び
4.39 0.26

Q4 授業時刻の遵守
4.49 0.22

Q5 授業テーマ
4.46 0.25

Q6 教材の適切さ
4.30 0.34

Q7 話し方
4.29 0.40

Q8 質問・相談の配慮
4.35 0.41

Q9 教員の公平性
4.47 0.30

Q10 学習環境の保持
4.48 0.29

Q11 教員の熱意
4.42 0.31

Q12 授業を進め方
4.34 0.33

Q13 授業の進度
4.32 0.29

Q14 授業の難易度
4.16 0.33

Q16 知的好奇心の刺激
4.24 0.36

Q17 推薦できる内容
4.26 0.37

Q18 知識・能力の高まり
4.28 0.32

Q19 総合的判断
4.31 0.33

新アンケート（46科目）

Q1 進度 4.58 0.42

Q2 難易度 4.17 0.53

Q3 シラバスとの整合性 4.36 0.39

Q4 理解度確認 4.37 0.53

Q6 学修時間 2.55 1.01

Q7 意欲的学び 4.34 0.38

Q8 到達目標の達成度 4.07 0.41

Q9 総合判断 4.46 0.40

Q1 進度 －

Q2 難易度 ..5599 ***

Q3 シラバスとの整合性 ..5599 *** ..5511 **

Q4 理解度確認 ..4433 ** ..5599 *** ..6633 ***

Q6 学修時間 .19 .03 .32 * .18

Q7 意欲的学び ..4411 ** ..5500 ** ..4488 ** ..7799 ** .21

Q8 到達目標の達成度 ..4422 ** ..6622 *** ..5566 ** ..7755 ** .18 ..8833 ***

Q9 総合判断 ..5577 *** ..5599 *** ..7722 *** ..8877 ** .27 ..8888 *** ..8811 ***

Note. N =46; *p<.05; **p<.01; ***p<.001

質問番号と質問項目 Q1 Q2 Q3 Q4 Q6 Q7 Q8

現行アンケート

Q1 出席
a) -.20 -.11 .00 .12 -.29 ..1199 .21 .06

Q2 意欲的学び -.02 .15 .03 ..5500 ** -.28 ..5599 ** ..5577 ** ..3388 *

Q4 授業時刻遵守
b) .13 .22 .32 .41 * -.11 ..3388 * .24 .31

Q5 テーマ明確
b) .15 .17 ..6600 *** ..5533 ** .07 ..4455 * ..3377 * ..5555 **

Q6 教材活用
b) .22 .29 ..5566 ** ..6699 *** -.14 ..5588 ** ..4466 * ..6655 ***

Q7 話し方
b) .25 ..4422 * ..6622 *** ..8877 *** -.13 ..7711 *** ..6644 *** ..8822 ***

Q8 質問・相談の配慮
b) .16 ..4455 * ..4488 * ..8899 *** -.10 ..7733 *** ..6655 *** ..7777 ***

Q9 教員の公平性
b) .05 .33 ..4444 * ..8800 *** -.05 ..6611 *** ..5511 ** ..7700 ***

Q10 学習環境の保持
a) .09 ..3377 * .36 ..7755 *** -.29 ..5588 ** ..5533 ** ..6633 ***

Q11 教員の熱意
b) .15 ..3377 * .41 ..8844 *** -.16 ..6655 *** ..5577 ** ..7711 ***

Q12 授業を進め方
b) .19 ..4422 * ..4499 ** ..9900 *** -.12 ..7744 *** ..6666 *** ..7788 ***

Q13 授業の進度 ..4411 * ..5599 ** ..5555 ** ..7766 *** -.21 ..7733 *** ..6655 *** ..7799 ***

Q14 授業の難易度 ..5500 ** ..7766 *** ..5500 ** ..6644 *** -.30 ..6666 *** ..6688 *** ..6688 ***

Q16 知的好奇心刺激
b) .14 ..3388 * ..4444 * ..8822 *** -.10 ..7711 *** ..6688 *** ..7799 ***

Q17 他者への推薦
a) .28 ..4466 * ..5533 ** ..8811 *** -.25 ..7766 *** ..7700 *** ..8822 ***

Q18 a) .13 .32 ..5522 ** ..8811 *** -.12 ..6644 *** ..5588 ** ..7744 ***

Q19 総合的判断 .15 .36 ..5577 * ..8844 *** -.15 ..6699 *** ..6644 *** ..8800 ***

Note. N =30; *p<.05; **p<.01; ***p<.001; a)新アンケートでは対応する項目がない;　b)教員

の評価に関する項目であり、新アンケートでは対応する項目がない．

新アンケート

Q1 Q2 Q3 Q4 Q6 Q7 Q8 Q9

項目
番号

区分

Q1 進度 -.04 -.03

Q2 難易度 -.21 -.16

Q3 シラバスとの整合性 -.15 -.13

Q4 理解度確認 --..4488 ** --..4433 **

Q6 学修時間 -.11 -.06

Q7 意欲的学び --..5511 *** --..4433 **

Q8 到達目標の達成度 --..4444 ** --..3399 **

Q9 総合判断 --..4466 ** --..4400 **

Note. N =46; **p<.01; ***p<.001

履修者数 回答者数
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pη2=.30）、Q6.学修時間（F(3,41)=5.92, p<.01, 
pη2=.30）、Q7.意欲的学び（F(3,41)=,5.31 p<.01, 
pη2=.28）、Q8.到達目標の達成度（F(3,41)=3.21, 
p<.05, pη2=.19）、Q9.総合判断（F(3,41)=3.54, 
p<.05, pη2=.21）であった。Q8は多重比較にお

いて有意な差が認められなかった。 
その他の多重比較の結果をまとめると、すべて

に共通しているのは、講義型科目の評価値が低い

ことであった。また、専門教育演習科目型（Ⅰ

型）科目は、学修時間において有意に評価値が高

かった（表 9）。 
 

表 9 授業形態による評価値への影響 

 

 
4.3. まとめ 
 本稿では、2020年度より実施される授業アン

ケート（新アンケート）のパイロット版について

の報告を行った。 
分析の結果をまとめると以下のようになる。 
第一に、新アンケートの項目間相関から、Q7.

意欲的学びはすべての項目と相関が高く、Q6.学
修時間はQ3.シラバスとの整合性以外とは相関が

示されなかった。Q7.意欲的学びの項目は、現行

アンケートのテーマの明確さ以外の項目とも相関

が示され、重回帰分析の結果からもわかるよう

に、現行アンケートで測定されていた多くの項目

を予測することから、削除された項目の代替え項

目となりうることが示された。 
第二に、新たに加えた項目であるQ6.学修時間

は、他の新アンケート項目と相関は示されなかっ

たが、授業形態から強く影響を受けており、講義

型では少なく、専門演習型では多いことが示され

た。以前より日本の大学生の学修時間は低いこと

（文部科学省，2012）、教育の質向上のためには

学生の主体的な学修時間の増加が必要である（中

央教育審議会，2012）と指摘されてきた。授業

アンケート（新アンケート）において学修時間に

ついての質問項目を加えたことで、本学でも同様

の傾向が認められた。さらに、授業形態による差

異が明らかになった。専門演習型の授業では、学

修時間が他の授業形態より多く、逆に講義型の科

目では学修時間が少ないことが明らかになった。

特に講義科目における授業の工夫により、学修時

間が上昇する可能性が考えられる。 
第三に、授業形態に関わりなく履修者数が大き

い場合は、学修時間、理解度確認、意欲的学び、

到達目標の達成度、総合判断の評価値が低下する

ことが示された。 
最後に、アンケートの実施に向けての懸念のう

ち、回答率の低下については、マークシート版と

変わららない回答率を維持できることが示され

た。これは、今回のパイロット版の実施が授業内

で行われることが多く、授業内での実施による回

答率の上昇（田岡・渡邉，2014）が考えられ

る。 正規の実施の際には、授業外のアンケート

実施もあることが予想されるため、授業内実施以

外に今後も回答率の低下を防ぐ工夫が必要であろ

う。 
QR コードの提示方法およびスマートフォンを

活用した回答の際にWifiへの過負荷への懸念に

ついては、パイロット版とは規模が異なることか

ら、今回の結果から保証できるものではないが、

実施方法については概ね支障なく実施された。ま

た、現行の授業評価アンケート項目にあった項目

のうち新しいアンケート項目では削除される項目

があり、削除された項目の代替え項目となりうる

項目が新アンケートにあるかどうかの確認につい

ては上述したように、新アンケートになっても今

まで得られていたのと同等もしくはそれ以上の情

報量が確保できることが示された。以上より

2020年度の実施に向けてのパイロット版からも

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

Q1 進度 4.64 0.31 4.55 0.61 4.44 0.39 4.77 0.14 ー

Q2 難易度 4.08 0.47 4.24 0.72 4.23 0.33 4.46 0.29 ー

Q3 シラバスとの整合性 4.29 0.25 4.44 0.51 4.20 0.42 4.73 0.11 ー

Q4 理解度確認 4.05 0.47 4.58 0.58 4.52 0.34 4.88 0.09 Ⅰ<Ⅱ,Ⅲ，Ⅳ

Q6 学修時間 2.08 0.63 3.28 1.05 2.24 0.94 2.42 0.15 Ⅰ<Ⅲ，Ⅳ<Ⅱ

Q7 意欲的学び 4.10 0.38 4.52 0.34 4.42 0.27 4.60 0.23 Ⅰ<Ⅱ,Ⅳ

Q8 到達目標の達成度 3.87 0.39 4.20 0.46 4.19 0.29 4.35 0.28 n.s.

Q9 総合判断 4.25 0.38 4.64 0.43 4.50 0.30 4.68 0.20 Ⅰ<Ⅱ

多重比較b)

Note .　 a)授業形態により４型に分類した．講義(Ⅰ型，N =19)：専門教育およ

び共通教養の講義科目．専門教育演習(Ⅱ型，N =13)：各学部の専門演習と卒業

研究.　共通教養演習（Ⅲ型，N =9)：共通教養科目のうち演習型授業科目．外

国語科目（Ⅳ型，N =4）; b)Tukey HSD; n.s.: non-significant

新アンケート項目 授業形態a)

項目
番号

区分
Ⅰ型 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型
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FDに活用できる重要な結果が得られたが、春秋

学期の新アンケートの本格的実施後には、再び分

析を行い、検証を行う必要があると考える。 
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pη2=.30）、Q6.学修時間（F(3,41)=5.92, p<.01, 
pη2=.30）、Q7.意欲的学び（F(3,41)=,5.31 p<.01, 
pη2=.28）、Q8.到達目標の達成度（F(3,41)=3.21, 
p<.05, pη2=.19）、Q9.総合判断（F(3,41)=3.54, 
p<.05, pη2=.21）であった。Q8は多重比較にお

いて有意な差が認められなかった。 
その他の多重比較の結果をまとめると、すべて

に共通しているのは、講義型科目の評価値が低い

ことであった。また、専門教育演習科目型（Ⅰ

型）科目は、学修時間において有意に評価値が高

かった（表 9）。 
 

表 9 授業形態による評価値への影響 

 

 
4.3. まとめ 
 本稿では、2020年度より実施される授業アン

ケート（新アンケート）のパイロット版について

の報告を行った。 
分析の結果をまとめると以下のようになる。 
第一に、新アンケートの項目間相関から、Q7.

意欲的学びはすべての項目と相関が高く、Q6.学
修時間はQ3.シラバスとの整合性以外とは相関が

示されなかった。Q7.意欲的学びの項目は、現行

アンケートのテーマの明確さ以外の項目とも相関

が示され、重回帰分析の結果からもわかるよう

に、現行アンケートで測定されていた多くの項目

を予測することから、削除された項目の代替え項
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第三に、授業形態に関わりなく履修者数が大き
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ことが示された。 
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た。これは、今回のパイロット版の実施が授業内

で行われることが多く、授業内での実施による回

答率の上昇（田岡・渡邉，2014）が考えられ

る。 正規の実施の際には、授業外のアンケート

実施もあることが予想されるため、授業内実施以

外に今後も回答率の低下を防ぐ工夫が必要であろ

う。 
QR コードの提示方法およびスマートフォンを

活用した回答の際にWifiへの過負荷への懸念に

ついては、パイロット版とは規模が異なることか

ら、今回の結果から保証できるものではないが、

実施方法については概ね支障なく実施された。ま

た、現行の授業評価アンケート項目にあった項目

のうち新しいアンケート項目では削除される項目

があり、削除された項目の代替え項目となりうる

項目が新アンケートにあるかどうかの確認につい

ては上述したように、新アンケートになっても今

まで得られていたのと同等もしくはそれ以上の情

報量が確保できることが示された。以上より

2020年度の実施に向けてのパイロット版からも

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

Q1 進度 4.64 0.31 4.55 0.61 4.44 0.39 4.77 0.14 ー

Q2 難易度 4.08 0.47 4.24 0.72 4.23 0.33 4.46 0.29 ー

Q3 シラバスとの整合性 4.29 0.25 4.44 0.51 4.20 0.42 4.73 0.11 ー

Q4 理解度確認 4.05 0.47 4.58 0.58 4.52 0.34 4.88 0.09 Ⅰ<Ⅱ,Ⅲ，Ⅳ

Q6 学修時間 2.08 0.63 3.28 1.05 2.24 0.94 2.42 0.15 Ⅰ<Ⅲ，Ⅳ<Ⅱ

Q7 意欲的学び 4.10 0.38 4.52 0.34 4.42 0.27 4.60 0.23 Ⅰ<Ⅱ,Ⅳ

Q8 到達目標の達成度 3.87 0.39 4.20 0.46 4.19 0.29 4.35 0.28 n.s.

Q9 総合判断 4.25 0.38 4.64 0.43 4.50 0.30 4.68 0.20 Ⅰ<Ⅱ

多重比較b)

Note .　 a)授業形態により４型に分類した．講義(Ⅰ型，N =19)：専門教育およ

び共通教養の講義科目．専門教育演習(Ⅱ型，N =13)：各学部の専門演習と卒業

研究.　共通教養演習（Ⅲ型，N =9)：共通教養科目のうち演習型授業科目．外

国語科目（Ⅳ型，N =4）; b)Tukey HSD; n.s.: non-significant
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付表 1  授業評価アンケート（現行アンケート） の質問項目（Q1～Q20）と選択肢 

 

項目
番号

区分

わたしはこの授業によく出席していた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

わたしはこの授業に意欲的に取り組んだ。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

この授業を履修した動機をすべて選んでください。（複数選択）

① 専門性を高めたい　②自分の興味・関心と合致した　③友人が履修した　

④授業内容に魅力を感じた　⑤教員に惹かれた　⑥時間割の都合　

⑦必修科目だった　⑧授業名に惹かれた　⑨その他

教員は授業の開始・終了時刻を守ろうとしていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

毎回の授業テーマは明確に示されていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

教材の使い方は適切であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

理解しやすい話し方であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

質問や相談が出来るように配慮されていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

教員は受講生に対して公平に接していた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

教室内の学習環境は適切に保たれていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

授業に対する教員の熱意を感じた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

教員は受講生の反応を確かめながら授業を進めていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

授業の進度は適切であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

授業の難易度は適切であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

この授業で工夫してほしいと思うものをすべて選んでください。（複数選択）

① 配付資料　②板書 　③パワーポイント　④関連する情報や話題の提供 

⑤教員とのコミュニケーション　 ⑥受講生同士のコミュニケーション 　⑦テキストや教材の選定

⑧教室等施設条件 　⑨開講する曜日・時限　⑩私語への対応 ⑪特になし ⑫その他

この授業を受けて知的好奇心を刺激された。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

友人や後輩に推薦できるような授業内容であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

この授業を受けて知識が深まり、あるいは能力が高まった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

総合的に判断してこの授業は意義のあるものであった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

※「全くそう思わない」「そう思わない」を選んだ方は、授業の進度に
ついて、どのように感じましたか。①遅すぎる　②速すぎる

※「全くそう思わない」「そう思わない」を選んだ方は、授業の難易度について、ど

のように感じましたか。①易しすぎる　②難しすぎる

担任者が示す質問に関して、5段階で評価し、該当する番号にマークしてくだ
さい。

質問項目と選択肢

出席

意欲的学び

履修動機

時間遵守

テーマ明確

教材活用

話し方

質問・相談の配慮

教員の公平性

学習環境の保持

教員の熱意

授業の進め方

授業の進度

授業の難易度

工夫

知的好奇心刺激

他者への推薦

知識・能力の高まり

総合的判断

担任者提示項目

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

Q9

Q10

Q11

Q12

Q18

Q19

Q20

Q13

Q14

Q15

Q16

Q17
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付表 2 授業アンケート（新アンケート）の区分、質問項目および選択肢（数量化数値） 

 
 

項目
番号

区分 質問項目と選択肢

あなたにとってこの授業の進度は適切でしたか。a)

①遅い(1)　②やや遅い(3)　③適切(5)　④やや速い(3)　⑤速い(1)

あなたにとってこの授業の難易度は適切でしたか。a)

①易しい(1)　②やや易しい(3)　③適切(5)　④やや難しい(3)　⑤難しい(1)

授業はシラバス(授業概要、到達目標、授業計画)に沿って行われました

か。b)

①行われた(5)　②ある程度行われた(4)　③どちらともいえない(3)　④あまり行われなかった

(2)　⑤行われなかった(1)　⑥シラバスを見ていない(1)

担任者は、受講生の理解度を確かめながら授業を進めていましたか。b)

①進めていた(5)　②ある程度進めていた(4)　③どちらともいえない(3)　④あまり進めていな

かった(2)　⑤進めていなかった(1)

この授業で工夫してほしいと思うものをすべて選んでください。（複数

選択）c)

①シラバス　②授業計画　③配付教材　④授業中の環境　⑤説明の仕方　⑥提示の仕方（板書や

パワーポイントなど）　⑦授業内容　⑧時間外学習の支援　⑨学生への接し方　⑩課題のフィー

ドバック　⑪特にない

予習復習、準備、課題のために、授業１回あたり平均してどの程度授業
時間以外に費やしましたか。

①予習・復習を全くしなかった(1)　②30 分未満(2)　③30 分～１時間未満(3)　④１～２時間未

満(4)　⑤２～３時間未満(5)　⑥３時間以上(6)

この授業について意欲的に取り組みましたか。b)

①意欲的に取り組んだ(5)　②ある程度意欲的に取り組んだ(4)　③どちらともいえない(3)　④あ

まり意欲的に取り組んでいない(2)　⑤意欲的に取り組んでいない(1)

あなたは、この授業の到達目標をどの程度達成しましたか。b)

①達成できた(5)　②ある程度達成できた(4)　③あまり達成できなかった(3)　④達成できなかっ

た(2)　⑤到達目標を知らない(1)

総合的に判断して、この授業は意義のあるものでしたか。b)

①意義のあるものだった(5)　②ある程度意義のあるものだった(4)　③どちらともいえない(3)

④あまり意義あるものでなかった(2)　⑤意義のあるものでなかった(1)

担任者が示す質問に対して５段階で評価してください。b)

①そう思う(5)　②ややそう思う(4)　③どちらともいえない(3)　④あまりそう思わない(2)　⑤

そう思わない(1)

Note.  a)③を選択すると5となり、5に近いほど適切であることを示す。b)逆転項目　c)選択され
た場合1、選択されない場合は0とする。

Q9

Q10

到達目標の
達成度

意欲的学び

総合判断

担任者提示
項目

Q6

Q7

Q8

学修時間

改善のポイ
ント

Q5

理解度の確
認

シラバスと
の整合性

難易度

Q4

進度Q1

Q2

Q3
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質問や相談が出来るように配慮されていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

教員は受講生に対して公平に接していた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

教室内の学習環境は適切に保たれていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

授業に対する教員の熱意を感じた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

教員は受講生の反応を確かめながら授業を進めていた。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

授業の進度は適切であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

授業の難易度は適切であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

この授業で工夫してほしいと思うものをすべて選んでください。（複数選択）

① 配付資料　②板書 　③パワーポイント　④関連する情報や話題の提供 

⑤教員とのコミュニケーション　 ⑥受講生同士のコミュニケーション 　⑦テキストや教材の選定

⑧教室等施設条件 　⑨開講する曜日・時限　⑩私語への対応 ⑪特になし ⑫その他

この授業を受けて知的好奇心を刺激された。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

友人や後輩に推薦できるような授業内容であった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

この授業を受けて知識が深まり、あるいは能力が高まった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

総合的に判断してこの授業は意義のあるものであった。

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

①全くそう思わない　②そう思わない　③どちらとも言えない　④そう思う　 ⑤強くそう思う

※「全くそう思わない」「そう思わない」を選んだ方は、授業の進度に
ついて、どのように感じましたか。①遅すぎる　②速すぎる

※「全くそう思わない」「そう思わない」を選んだ方は、授業の難易度について、ど

のように感じましたか。①易しすぎる　②難しすぎる

担任者が示す質問に関して、5段階で評価し、該当する番号にマークしてくだ
さい。

質問項目と選択肢

出席

意欲的学び

履修動機

時間遵守

テーマ明確

教材活用

話し方

質問・相談の配慮

教員の公平性

学習環境の保持

教員の熱意

授業の進め方

授業の進度

授業の難易度

工夫

知的好奇心刺激

他者への推薦

知識・能力の高まり

総合的判断

担任者提示項目

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

Q9

Q10

Q11

Q12

Q18

Q19

Q20

Q13

Q14

Q15

Q16

Q17
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付表 3 教育開発支援センター（CTL）委員会 委員と事務局の構成員 

           

所 属 氏　名

法学部 池田　慎太郎

文学部 大久保　朝憲

経済学部 座主　祥伸

商学部 木村　麻子

社会学部 保田　時男

政策創造学部 森田　崇雄

外国語学部 井上　典子

人間健康学部 小室　弘毅

総合情報学部 久保田　真弓

社会安全学部 高鳥毛　敏雄

システム理工学部 松本　亮介

環境都市工学部 豊田　政弘

化学生命工学部 池田　勝彦

社会学部 関口理久子 委員長

教育推進部 三浦　真琴 副委員長

教育推進部 森　朋子

教育推進部 山本　敏幸

教育推進部 岩﨑　千晶

授業支援グループ 山本　圭一

授業支援グループ 岡本　芳知 事務局

授業支援グループ 川瀬　友太 事務局
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関西大学高等教育研究 投稿規程 

 
関西大学教育開発支援センターでは、教育開発支援センター規程第 2条第 10項の規定に基づき、
大学教育に関する情報の発信を目的として『関西大学高等教育研究』を年 1回発行する。本規程では
『関西大学高等教育研究』を編集・発行するために必要な事項を規定する。 
 
１ 名称 
   『関西大学高等教育研究』 
 
２ 編集委員会 
   『関西大学高等教育研究』の編集・発行にあたって、編集委員会を設ける。編集委員は、教育

開発支援センター長、教育開発支援センター専門委員、教育開発支援センター長が必要と認めた

者で構成する。 
編集委員会は、『関西大学高等教育研究』に掲載される原稿の編集及び『関西大学高等教育研

究』の発行にあたる。また、編集委員会は、原稿について執筆者との協議を通じ、内容の変更を

求める場合がある。 
 

３ 投稿資格 
   関西大学教育職員、事務職員および関西大学大学院生 

その他、編集委員会が適当と認めた者も投稿できるが上記の者を優先して掲載する 
 

４ 刊行期日 
   毎年 3月末日 
 
５ 掲載原稿の種類 

掲載原稿の種類は、「論文」・「研究ノート」・「その他」とする。掲載内容は、いずれも高等教 
育を題材としたものとする。また、未発表のものに限る（ただし、口頭発表及びその配付資 

料はこの限りでない）。 

投稿する場合、「論文」・「研究ノート」・「その他」のうち、希望するいずれかの区分を明記す

る。ただし、掲載にあたって、編集委員会は執筆者との協議を通じ区分の変更を求める場合があ

る。 

 論文：高等教育研究に貢献できる問題提起と意義があり、この分野に関心を持つ教員や読者に
とって価値と有効性があるもの。実践研究・事例研究を含む。 

 研究ノート：高等教育に関する研究成果をまとめたもの。独創的な内容や新しい知見の含まれ
ることを尊重し、一般に論文に求められる包括性・体系性・完結性は必ずしも満たさなくても

よい。 

 その他：高等教育に関連した著書、文献、資料に関する紹介・評論を内容としたもの。 

 
６ 執筆要領 
   別途定める。 
 
７ 研究倫理 
   「人を対象とする研究」に関する原稿（「論文」・「研究ノート」・「その他」）を執筆する場合は、
「関西大学における人を対象とする研究に関する倫理規程」を適用し、「研究者の責務」を遵守す

るものとする。 
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８ 著作権 
   本紀要に投稿された論文等の著作権は、関西大学教育開発支援センターが保有する。 
 
９ Web上への公開 
   教育開発支援センターのホームページ及び関西大学学術リポジトリにおいて原則公開する。 

 
附則 
この規程（改正）は 2019年 7月 24日から施行する。



― 171 ―

関西大学高等教育研究 執筆要領 

 
１  本誌に掲載される論文等 1 篇の分量（日本語の表題・著者名、英語の表題・著者名・要旨

（Abstract）、キーワード、図表を含む）は、原則として以下とする。ただし、編集委員会が認め

る場合はこの限りではない。 
論文    ：20,000 字 （12 ページ）以内 
研究ノート ：10,000 字 （6 ページ）以内 
その他   ：6,500 字（4 ページ）以内 
 

２  原稿は「原稿テンプレート」に則り Word 形式で作成の上、指定された期限内に投稿を行う。

なお本誌に掲載された書類等は返却しない。 
 
３  原稿は、サイズは A4 判、マージンは上下左右ともに 25ｍｍ、1 行 22 字、1 ページ 40 行の 2

段組みの指定されたフォーマットで作成する。図表を挿入する場合、上に示した総頁数を越えな

いようにする。 
 
４  提出の際には Word 形式の原稿、PDF 形式の原稿、「投稿者カード」、「チェックリスト」を指

定された期限までに提出する。 
 
５   「タイトル」は日本語と英語で記載する。キーワードは 3～5 語で記載する。論文の場合はこ

れに加えて要旨（Abstract）を記載してから本文を始める。要旨(Abstract)の分量は、日本語の

場合は 400 字以下、英文の場合は 200 語以下とする。 
 
６  「タイトル」と要旨（Abstract）の間に執筆者（所属）を記載する。執筆者が複数の場合は、

執筆代表者を連名者の筆頭に置く。 
 
７  見出しは、すべて横見出しとし、アラビア数字で番号を付す。 
 
８  句読点は「、」「。」を用いる。 
 
９  図及び表には連番を付し、簡潔な見出しをつける。 
 
10  本文における参考文献は、（著者名、刊行年）のように表示する。同一著者の同一刊行年の異

なる文献を引用する場合は、刊行年の後にアルファベットを付して区別する。例：2006a, 2006b, … 
 
11  「註」及び参考文献は、本文の末尾に一括して記載する。本文中での「註」の指示は、上付き

の連番で示す。括弧は付けない。参考文献は、「註」の後に著者名のアルファベット順で記載する。

また、参考文献の表記は別紙「参考文献の表記について」にしたがう。 
 
 

８ 著作権 
   本紀要に投稿された論文等の著作権は、関西大学教育開発支援センターが保有する。 
 
９ Web上への公開 
   教育開発支援センターのホームページ及び関西大学学術リポジトリにおいて原則公開する。 

 
附則 
この規程（改正）は 2019年 7月 24日から施行する。
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参考文献の表記について 
 

＜単行本の場合＞ 
関大太郎 (2003) 『関西大学における初年次教育の課題』 関西大学出版部. 
（著者名 発行年 書名（二重カギ括弧）発行所.） 
 
Smith, T. (2007). Modern Higher Education and Society, Los Angeles, CA: UNIV Press. 
（著者名 発行年 書名（イタリック体） 発行所：発行地） 
 
＜単行本の特定の章の場合＞ 
Johnson, A., McAdams, G., & Pawling, A. (2005). Creating inclusive classroom. In P. M. Simpson, 

& K. A. Tanaka (Eds.), Internationalization of higher education (pp.56-82). New York: Uni 
Press. 

（章の著者名，発行年，章の題目. 収録されている単行本の編者名，書名(イタリック体)，掲載ページ. 
発行所:発行地） 

 
吹田花子（2016）「大学が社会に果たす役割」関大太郎・山手次郎編著『大学教育改革』 関西大学出

版部, pp.63-86. 
（章の著者名 発行年 章の題目（一重カギ括弧） 収録されている単行本の編者名 書名（二重カギ括

弧）発行所, 掲載ページ） 
 
＜雑誌論文の場合＞ 
Chin, A. J., & Gray, E. (2012). Communication skills: an active learning approach. Journal of 

College Students, 15(2), 28-50. 
（著者名，発行年. 論文題目. 雑誌名(イタリック体)，巻(号)数(巻数はイタリック体)，掲載ページ(pp
は不要)） 

 
凜風桜子（2010）「高大接続と初年次教育」『高等教育開発ジャーナル』12（1）, 100-117.  
（著者名 発行年 論文題目(一重カギ括弧) 雑誌名(二重カギ括弧)，巻(号)数，掲載ページ(pp は不要)．
なお，複数の和文著者名は「・」でつなぐ） 
 
＜翻訳書の場合＞ 
Brooks, A., & Ball, C. (2001). Designing learning environment (Expanded 3rd ed.). San Diego, CA: 

Uni Press. A・ブルックス，C・ボール (関西文子訳) (2005)『学習環境デザイン』吹田山手出版. 
（原著者名，発行年，書名(イタリック体)，発行所（発行地)，原著者名(カナ名)，訳者名，翻訳書発

行年 翻訳書名 翻訳書の発行所.） 
 
＜インターネットからの引用の場合＞ 
Association for Teaching and Learning（2012）『Designing an Inclusive Classroom』

（http://www.atl.edu.us/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm）（2019.5.20） 
（著者名 ページタイトル URL 引用者の最新アクセス日） 
 
山手市教育審議会（2010）『個人情報保護に係る指針』

（http://www.suita.edu.jp/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm）（2019 年 5 月 20 日） 
（著者名 ページタイトル URL 引用者の最新アクセス日） 
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Press. 
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吹田花子（2016）「大学が社会に果たす役割」関大太郎・山手次郎編著『大学教育改革』 関西大学出
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（著者名，発行年. 論文題目. 雑誌名(イタリック体)，巻(号)数(巻数はイタリック体)，掲載ページ(pp
は不要)） 

 
凜風桜子（2010）「高大接続と初年次教育」『高等教育開発ジャーナル』12（1）, 100-117.  
（著者名 発行年 論文題目(一重カギ括弧) 雑誌名(二重カギ括弧)，巻(号)数，掲載ページ(pp は不要)．
なお，複数の和文著者名は「・」でつなぐ） 
 
＜翻訳書の場合＞ 
Brooks, A., & Ball, C. (2001). Designing learning environment (Expanded 3rd ed.). San Diego, CA: 

Uni Press. A・ブルックス，C・ボール (関西文子訳) (2005)『学習環境デザイン』吹田山手出版. 
（原著者名，発行年，書名(イタリック体)，発行所（発行地)，原著者名(カナ名)，訳者名，翻訳書発

行年 翻訳書名 翻訳書の発行所.） 
 
＜インターネットからの引用の場合＞ 
Association for Teaching and Learning（2012）『Designing an Inclusive Classroom』

（http://www.atl.edu.us/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm）（2019.5.20） 
（著者名 ページタイトル URL 引用者の最新アクセス日） 
 
山手市教育審議会（2010）『個人情報保護に係る指針』

（http://www.suita.edu.jp/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm）（2019 年 5 月 20 日） 
（著者名 ページタイトル URL 引用者の最新アクセス日） 

 

執　筆　者　紹　介

三　浦　真　琴 関西大学教育推進部教授

小　室　弘　毅 関西大学人間健康学部准教授

永　田　祥　子 関西大学教育推進部特別任用助教

山　本　晃　彦 関西大学国際部留学生別科特任常勤講師

末　吉　朋　美 関西大学国際部留学生別科特任常勤講師

岩　﨑　千　晶 関西大学教育推進部准教授

蒲　生　諒　太 立命館大学教育開発推進機構講師

中　島　弘　至 関西大学学事局授業支援グループ課員

大　福　聡　平 NPO法人しゃらくインキュベート事業部職員

久保田　賢　一 関西大学総合情報学部特別契約教授

山　本　敏　幸 関西大学教育推進部教授

田　上　正　範 追手門学院大学基盤教育機構准教授

多　田　泰　紘 関西大学教育推進部特別任命助教

中　澤　　　務 関西大学文学部教授

林　　　康　弘 武蔵野大学データサイエンス学部准教授

渡　邉　正　樹 iJapan株式会社

Ru-shan  Chen Chihlee University of Technology
 Department of Applied English
 Assistant Professor
千　葉　美保子 甲南大学共通教育センター講師
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